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は じ め に

データベース ・サ ー ビスの発展 のためには,デ ータベー スの整備は もとよ り,流 通体

制の確 立な どを含 め,利 用 者の立場 に立 った総合的な視点 が肝 要です。

本 調査 は,こ うした点 に鑑み,デ ー タベース利用 の現状 お よび利用者 の問題意識 を明

らか にし,さ らにはデー タベース ・サ ー ビス業 の動向 を把握す る ことによ り,わ が 国の

デー タベース の整備促進 および 同産業の振興 に資す る ことを目的 と した ものです。

本調査 は(財)日 本 情報処理 開発協会 に委託 して実施 し,と りまとめた ものですが,広

く関係各位 の ご参 考 になれば幸 いです。

最後 に,ア ンケー トに ご回答 いただ いた方々 をはじめ,通 商産業省,(財)日 本情報処

理 開発協会な ど,本 調査 にご協力 いただ いた関係者 の皆様 に,心 よ り感謝 の意 を表 しま

す。

平成12年3月

財団法人 データベース振興センター

理事長 猪 瀬 博
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1.調 査 の 概 要

1.1調 査 目的

わ が国 の デー タベー ス ・サ ー ビスの 利用状 況 を把 握 す る と共 に,デ ー タベー ス ・サ

ー ビス に対 す るユ ーザ ー の問 題意 識 を整 理す る。さ らに,デ ー タベ ース ・サ ー ビス業

に関 す る動 向 を把握 し,デ ー タベー ス ・サ ー ビス産 業 の振 興 施策 等 に資 す る。

1.2調 査期 間

1999年10月1日 ～11月9日

1.3調 査対象

ユーザー編 については,上 場企業の構成比率に基づ く一般企業および教育 ・研究機

関,調 査機関,官 公庁な ど公共サー ビスを合わせた2,649機 関,ベ ンダー編 について

は 「データベース台帳総覧」掲載のベンダー企業等198社 に調査票 を送付 した。

1.4調 査方法

郵送 によるアンケー ト調査

1.5回 答 企 業数

(1)デ ー タ ベー ス ・サ ー ビス実 態 調査(ユ ーザ ー編)

(2)デ ー タ ベー ス ・サ ー ビス実 態 調査(ベ ンダー編)

594社(回 収率22.4%)

121社(回 収率61.1%)

1.6調 査内容

(1)デ ー タベース ・サー ビス実態調査(ユ ーザー編)

今回の調査では,会 社概要,デ ータベースの利用状況 と今後の見通 し,利 用形態,

商用データベースの種類 と利用分野,公 的データの利用,料 金や利用上の問題点,

今後の利用方 向,イ ンハ ウス ・デー タベースと社内情報 システム,イ ンターネ ッ ト

とデータベースの利用,CD-ROMの 利用 と予定等 について調査 した。

(2)デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス実 態調 査(ベ ンダー 編)

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 業 につ いて は,会 社概 要,デ ー タ ベー ス のサ ー ビス形態,

売上 高(国 産,海 外 製),伸 び 率予 測,期 待 す るメデ ィア,不 安 ・懸念 事 項な どを調

査 した 。さ らに,プ ロデ ュー サ ー に対 して は,提 供 方 法,構 築 上の 問題 点,公 的 デ

ー タの活 用 等 につ い て も調査 し ,ま た,プ ロデ ュー サ ー あ るい はデ ィ ス トリビュー
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ター に対 して は,画 像 な どデ ー タ の種類,マ ル チ メ デ ィア の位 置づ け,CD-ROM

化 され た デー タベ ー ス,イ ンター ネ ッ トを使 ったデ ー タ ベー ス提 供,コ ン ピュ ー タ

ーの2000年 問題(Y2K)を 調査 した
。

な お,調 査 内容 の詳 細 につ いて は,附 属 資料 の調 査 票 を参照 され た い。
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2.商 用デ ータベ ース の利用 と現状

「デー タベ ー ス ・サー ビス実 態 調査(ユ ーザ ー編)」 は1985年 よ り毎 年実 施 してお

り,今 回で15年 目にな る。1999年 度 の 調査 は,1999年10月1日 か ら11月9日 にわ

た っ て行わ れ た。調査 票 は 国内 の企 業,教 育 ・研 究機 関,公 共 団体 な どへ2,649通 発送

し,594の 有効 回答(回 収 率22.4%)が 寄せ られ た 。以 下,本 章で は 同調査 を も とに

商用 デ ー タベ ース の利 用 状況 とユー ザー の意 識動 向 につ いて 報告 す る。

2.1調 査方法 と概 要

集 計 ・分析 す る にあた っ て は,従 業員 数 によ る企 業 規模 別 分類 基準 を図表2-1の

とお り,業 種 グルー プ別 分 類基 準 を図表2-2の とお り定 め て いる。

従業 員数 によ る企 業規 模 別 の構成 比 は,大 企業 が60.4%,中 小 企業 が18.0%,公

共 サ ー ビス が21.6%と な っ て いる。 公共 サ ー ビス 以 外 で業 種 別 にみ る と,「 情報 処

理 ・情報 提供 業 」(16.2%),「 石油 ・化 学工 業」(10.8%),「 そ の他 製 造業 」(9.6%),

「機械器 具 製 造業 」(7 .9%),「 そ の他 対事 業所 サー ビス」(7.6%)と 続 いて い る。第

2次 産業 の合 計 で は39.6%,第3次 産 業で は 同37.0%と な って い る。 また,地 域別

で は首 都 圏(東 京 都,千 葉県,埼 玉県,神 奈 川県)が53.4%,そ の他地 域 が46.6%

で ある。

業 種 中小企業 大企業 公共サービス

建設業,石 油・化学工業,鉄 鋼・非鉄・金属製品製造業,

機械器具製造業,そ の他製造業,そ の他
300人 以 下 300人 より多い

■

商業 100人 以 下 100人 より多い

金融 ・保 険業,情 報処理 ・情報提 供業,新 聞・出版業,

放 送 ・通信 業,そ の他 事業所サービス
50人 以 下 50人 より多い

公共サービス

図表2-1従 業員数 による企業規模別分類基準
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業種グループ 含まれる業種(日 本標準産業分類の業種分類)

1. 建設業 建設業

第
二 2.
石油・化学工業 医薬品製造業,石 油業,化 学工業

次 3. 鉄鋼・非鉄・金属製造業 鉄鋼業,非 鉄金属・金属製品製造業
産
業 4. 機械器具製造業 電気機器 ・輸送用機器・一般機器 ・精密機器製造業

5. その他製造業 食 品 工業,繊 維 ・紙 ・パル プ業,ガ ラス・土石製 品,そ の他製造業

6. 商業 卸業,商 社 業,小 売業,飲 食業

第
7. 金融・保険業 金融業,証 券業,保 険業

三 8. 情報処理・情報提供業 情報処理 サービス・ソフトウェア,情 報提供業

次
産 9. 新聞・出版業 新聞業,出 版業

業
10. 放送・通信業 放送業,通 信業

11. その絶対事業所サービス
不動産,運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス,シ ンクタンク,広 告,そ の他サー

ビス業

12. 公共サービス 学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査・研究機関,
組合・諸団体,政 府 ・地方公共団体

13. その他 農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他

図表2-2業 種グループ別分類基準

回答件数
データベースを

現在使っている

データベースを
以前使っていた

データベースを

使っていない

件数 構成比
■

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

企
業
規
模
別

1.中 小 企業 107 18.0%

■

61 57.0% 4 3.7% 42 39.3%

2.大 企 業 359 60.4% 275 76.6% 6 L7% 78 21.7%

3.公 共 サービス 128 21.6%

■

86 67.2% 3 2.3% 39 30.5%

業

種

別

1.建 設 業 37 6.2% 30 81.1% 0 0.0% 7 18.9%

2.石 油 ・化学 工業 64 10.8%

`

57 89.1% 1 1.6% 6 9.4%

3.鉄 鋼 ・非鉄 ・金属製 品製造業 30 5.1% 13 43.3% 0 0.0% 17 56.7%

4.機 械器具製造業 47 7.9% 40 85.1% 1 2.1% 6 12.8%

5.そ の他製造業 57 9.6% 36 63.2% 3 5.3% 18 31.6%

6.商 業 37 6.2% 19 51.4% 0 0.0% 18 48.6%

7.金 融 ・保 険業 22 3.7% 19 86.4% 0 0.0% 3 13.6%

8.情 報 処理 ・情報提供業 96 16.2% 69 71.9% 3 3.1% 24 25.0%

9.新 聞 ・出版 業 18 3.0% 13 72.2% 0 0.0% 5 27.8%

10.放 送 ・通 信 業 2 0.3% 1 50.0% 0 0.0% 1 50.0%

11.そ の他対事業所サービス 45 7.6% 33 73.3% 1 2.2% 11 24.4%

12.公 共 サ ー ビス 128 21.6% 86 67.2% 3 2.3% 39 30.5%

13.そ の 他 11 1.9% 6 54.5% 1 9.1% 4 36.4%
一

地
域
別

1.首 都 圏 317 53.4% 240 75.7% 8 2.5% 69 2L8%

2.そ の 他 277 46.6% 182 65.7% 5 1.8% 90 32.5%

1合 計1594 1・ぱ・%ll422 71叫13 2.2% 159 ・鼠・%1

図表2-3回 答企業の概要
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2.2利 用 実績 と予 定

(1)1998年 度 の商用データベースの利用の状況

商用デー タベースを利用 している企業 は全回答企業の うち71.0%で あ り,以 前

使 っていた企業は2.2%,利 用経験のない企業は26.8%で ある(図 表2-3)。 前

回調査に比べ,デ ータベースを利用 している企業の割合は3.5ポ イン ト上昇 し,今

回の調査 にお いて初めて70%を 超 えた。 また利用していない企業の割合 も前回に

比べ減少 して いることか らユーザーの着実な広 が りが感 じられる。

データベース ・ユーザーの利用金額ベースでのデータベース利用実績につ いて見

ると,利 用企業422社 の うち,408社 が回答 してお り,1998年 度 のデータベース

の利用実績 をその前年(1997年 度)と 比較す ると,全 体で532%の ユーザーが 「前

年度並み」 と してお り,「やや増えた(20%未 満)」 が27.5%と これ に続 いている。

比較的大 きく 「増えた(20%以 上)」は,6.6%で,利 用が増加 したユーザー は合わせ

て34.1%に な り,利 用が 「減 った」「やや減った」 とするユーザーの計12.7%を 大

きく上回 って いる。企業規模別では,中 小企業で 「減 った(20%以 上)」 との回答が

10%を 超 えてお り,景 気低迷の折か ら,中 小企業の経営環境の厳 しさの一端がデー

タベース利用の変化にも表れたものとみ られる。一方,大 企業,公 共サー ビスでは

大 きな差異は認め られない(図 表2-4)。

1998年 度は,前 年度(1997年 度)に 比べて

ロ増えた 圏や や増えた ロ前年度並 国やや減った ■減った

全 体(408)

中小企業(58)

大企業(265)

公 共 サー ビス(85) 2.4

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

()内 数 値 は 回 答 社 数

図表2-41998年 度企業規模別商用デ ータベース利用の状況(対 前年度比)

これに対 し,産業別では第2次 産業 において全体の状況 と異な った傾 向が見 られ

る。第2次 産業では,「 前年度並み」が48.9%と わずかであるが半数を割 り,第3

次産業の同56.6%と では差が見 られる。 また 「減った」 「やや減った」が15.5%と
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全体 に比べてやや高 く出ている(図 表2-5)。 公共サー ビスでは全体の傾向とほ

ぼ同 じで ある。

1998年 度 は,前 年度(1997年 度)に 比べて

2.4

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

O内 数 値は回答 社数,そ の他(6社)を 除く

図表2-51998年 度産業別商用データベース利用の状況(対 前年度比)

データベース利用の変化 に対す る理由を図表2-6,図 表2-7で 見る と,ま

ず前出の 「増えた」 とす るユーザー139社 中114社 が答えているが,最 も多か っ

た理 由は 「パソコン,端 末機 が増 えて検索が容易になった(56.1%)」 ことが挙 げ ら

れている。 これ に次 いで 「新 しい業務が始 ま り検索量が拡大 した(42.1%)」 につな

がった との見方が多 く,「 利用 できる商用データベース ・サー ビスの契約を増や し

た(26.3%)」 ことも回答 の1!4以 上を占めている。 この設問は複数の回答を求めて

いるので全体的 には,こ れ らの理由が重なっての結果 ととらえることができる。ま

たその他 の理由では,特 定の業務で の検索量の増加,特 許関連のデータベースの出

力件数の増加など従来の業務での利用が高 まった こと,担 当者の能力アップや代行

検索か らエン ドユーザー検索に変わ り,利 用機会が増加 した こと,イ ンターネッ ト

経 由の利用が伸びたことなど具体的な理 由が挙げ られている。

一方
,デ ータベース利用が減少 した理 由も聞いて いるが,「 減 った」 「やや減 っ

た」と回答のあった内訳は,「無料のホームペー ジ(HP)を 多 く利用するようになっ

た」が58.8%と6割 近い回答率 を示 してお り,2,3位 の 「業務が縮小され利用が

減 少(33.3%)」 「利 用 して い る商用 デ ー タ ベー ス ・サ ー ビス 契 約数 を整理 した

(17.6%)」 をはるかに引き離 している。また,そ の他 にも1!4以 上のユーザーが回

答 し,そ の具体的な記述 を拾 って見ると,予 算 ・費用 の削減,検 索ユーザーの減少,

必要度の低下 といった検索量の減少 と,加 入料 の低下,検 索スキルの向上による無

駄 な使用の減少,社 内データベース化な ど検索環境 の変化 によるもの とに二分 され
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ている。従 ってデー タベースの利用度 につ いては金額ベースでの変化 と,検 索内容,

体制など質的側面 も見て行 く必要があろう。「無料のHPを 多 く利用」の回答率の

高さは,従 来の有料データベースの代替 として十分機能 していると思われ,デ ータ

ベースその ものに対す るアクセス頻度は依然高 いと考え られる。ちなみ に利用の多

い具体的な無料HP名 では,PubMed,特 許電子 図書館等が挙 げられてお り,通 商

産業省のHPやU.S.FDA等 行政関係の情報 も見受け られた。

パソコン,端末機が増えて検 索が容易になった

新しい業務が始まり検索量が拡大した

利用できる商用データベース・サービスの
契約を増やした

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

図表2-61998年 度商用データベース利用増加の理 由

業務が縮小され利用が減少した

無料のHPを 多く利用するようになった

利用している商用データベース・サービス
契約数を整理した

その他

0% 10%20%30%40%50% 60% 70%

図表2-71998年 度商用データベース利用減少の理 由
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(2)1999年 度 の 商用 デー タ ベー ス の利 用見 通 し

さ らに,今 年 度(1999年 度)の 利 用 の見込 み を前年度 との 比較 で見 る と,58.8%の

ユーザ ー は 「前 年度 並 み」 と して お り,前 述 の1997～1998年 度 の割 合 よ り高 くな

って い る。 「増 え る(20%以 上)」 と 「や や増 え る(20%未 満)」 を合わ せ る と30.8%で,

「減 る(20%以 上)」 「やや 減 る(20%未 満)」 の計10.4%を 大 き く上回 って い る。ユ ー

ザ ー全体 の傾 向 として は,今 年 度 の利 用 の見 通 しも1997～1998年 度 とそ れ ほ ど差

は ない とい えよ う。

ユーザ ー の規模 別 で見 る と,中 小 企業 は1997～1998年 度 の結果 と同 じ く 「減 る

(20%以 上)」 「や や減 る(20%未 満)」 の割合 が 合 わせ て17.2%に 上 り,大 企 業,公 共

サ ー ビスの10%以 下 に比べ る とか な り高 くな ってお り,中 小企 業 にお け るデ ー タ

ベ ー ス関係 の経 費 の抑 制 が他 産 業 よ り厳 しくな っ て いる と推 測 で き る(図 表2-

8)。

1999年 度 は,前 年度(1998年 度)に 比べて

国増える 圏やや増える ロ前年度並 囚やや減る ■減る

全 体(403)

中小企業(58)

大企業(260)

公共サービス(85)1㌶235 612 71

.4

()内 数 値 は回答社数0%10%20%30%40%50
%60%70%80%90%100%

図表2-81999年 度企業規模別商用データベース利用の見通 し(対前年度比)

1999年 度 は,前 年度(1998年 度)に 比べて

ロ増える □やや増える ロ前年度並み ロやや減る ■減る

「

全 体(403)2.

公 共 サービス(85)

第3次 産業(142)

25.6 58.8 8.22 .2

第2次 産 業(170)

O内 数 値は回答社数,

そ の他(6社)を 除く0%

図 表2-9

23.5 61.2 7.12.4

　

一

■

■
1

餐一26.1一 翻 58.5 18.5

溺 一25.9一
診

57.6 18.8
`F`11 llト 1

2.1

2.4

10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

1999年 度産業別商用データベース利用の見通 し(対前年度比)
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産業別では,第2次 産業,第3次 産業,公 共サー ビスともほとん ど差はない(図

表2-9)。

図表2-10,図 表2-11は 今年度のデータベース利用の増える,あ るいは減る

理 由の分布 を示 している。 「増える(20%以 上)」 「やや増える(20%未 満)」 の合計で

ある124社 中,理 由についての回答 は,97社 と少な くなっているのが特徴的であ

り,今後のデー タベースを利用する業務の方向が不確定なユーザーが少なか らず あ

るとみ られる。複数 回答で得 られたうち,増 える理 由の トップは,半 数以上 を占め

る 「パソコン,端 末機 を増や し検索が増加する(54.6%)」 で,利 用環境の拡充が増

加の最大要因であ り,続 いて 「新規業務 を開始するので利用は拡大する(33.0%)」

が挙 げられ,3位 には 「利用できる商用 データベース ・サー ビスの契約を増やす

(26.8%)」 が挙 がって いる。 「その他(12.4%)」 の中で具体的な記述 を見 ると 「エ ン

ドユーザー検 索 による利用の増加」 「オンラインデータベース利用者 の慣れ」「パ

ソコンの リプ レース」 「CD-ROMサ ーバーの導入」な どがあ り,利 用者層の拡大,

利用環境の整備 に関す るものが 目についた。

これ に対 し,減 る理 由を回答 したユーザーは38社 で,そ の73.7%に あたる28

社 は 「無料のHPを 多 く利用す る」と答えてお り,経 費の節減とともにHPの デー

タベースに着 目し積極 的に利用す る姿勢が うかが える。また 「その他(23.7%,9

社)」 の記述の中にも 「安価なウェブWeb商 用デー タベースの利用」「インターネ

ッ ト経 由での料金節約」な どが挙がってお り,イ ンターネ ッ ト関係のデータベース

利用 は今後 も増加することは間違いない。

ハ.ソコン,端末機を増や し検 索が増加する

新規業務を開始するので利用は拡大する

利用できる商用データベース・サービスの

契約を増やす

その他

0%10%20%30%40%50%60%

図表2-101999年 度商用データベース利用の増加見通 しの理 由
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業務を縮小する予定なので利用が減る

無料のHPを 多く利用する

利用している商用データベース・サービス

契約数を整理する

その他

0%10%20%30%40%50%60%70%80%

図表2-111999年 度商用デ ータベース利用の減少見通 しの理 由

(3)部 門別 利用 状 況

金 額 ベー スで みた 部 門別 の デ ー タベ ー ス の利 用比 率 は図 表2-12の とお りで あ

る 。 全 業 種 の 合 計 で 利 用 率 の 多 い部 門 は,「 調 査 部 門 」(20.8%),「 研 究 部 門 」

(18.4%),「 特 許部 門」(14.0%),「 営 業 部 門」(13.3%)と 続 く。この順位 と割 合

は,前 回 調査 の と結果 と比べ て,順 位 で は 「特許 部 門」と「営 業 部 門」が 入 れ替 わ り,

割 合 で は 「調査 部門 」 「研 究 部 門 」 の利 用 率が やや 後退 し,こ の後 に利 用率 が 上が

っ て きた 「企 画部 門」が迫 って き て い る。

第2次 産 業 で は 「研 究部 門」(23.3%)と 「特 許 部 門」(22.6%)が 高 いが,「 研

究 部 門」は前 回調査(30.5%)よ り利 用 率 は大 き く下 回っ た(図 表2-13)。 また 「石

油 ・化 学 工業 」にお け る 「研 究 部 門」 「特 許 部 門」の利 用率 はそれ ぞ れ31.9%,31.3%

と第2次 産業 の 中で も最 も高 い。反 対 に第3次 産 業 は 「調 査部 門」(24.5%)と 「営

業 部 門」(19.2%)で の利用 率 が 高 い。業 種別 にみ る と,第3次 産 業 の うち 「調査

部 門 」で は 「金融 ・保 険 業」 が32.6%で トップで,「 営 業 部 門」 の利用 が 高 い業種

は,「 商 業」の23.4%が トップ で あ り,以 下,「 情 報処 理 ・情 報提 供 業 」(21.2%),

「金 融 ・保 険 業」(18.6%)と 続 い て い る。
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回答
件数
企画
部門
調査
部門
研究
部門
特許
部門

システ
ム開発

部門

生産
部門
営業
部門
総務
部門

経理・
財務
部門

その他
の部門

建設業 30 12.4% 6.7% 18.0% 13.5% 5.6% 2.2% 22.5% 5.6% 4.5% 9.0%

石 油 ・化学工業 57 5.6% 18.1% 3L9% 31.3%
'0
.6% 1.9% 7.5% 0.6% 0.6% L9%

鉄鋼・非鉄・金属製品製造業 12 13.9% 19.4% 13.9% 16.7% 2.8% 0.0% 13.9% 8.3% 8.3% 2.8%

機械器具製造業 39 17.6% 16.7% 18.6% 19.6% 4.9% 1.0% 12.7% 2.9% 4.9% 1.0%

その他製造業 36 15.2% 15.2% 22.2% 22.2% 1.0% 0.0% 14.1% 2.0% 5.1% 3.0%

商業 19 2.1% 17.0% 6.4% 4.3% 4.3% 0.0% 23.4% 10.6% 23.4% 8.5%

金融・保険業 19 16.3% 32.6% 2.3% 0.0% 9.3% 0.0% 18.6% 2.3% 9.3% 9.3%

情報処理・情報提供業 67 17.9% 24.5% 7.9% 6.0% 9.9% 0.0% 21.2% 3.3% 3.3% 6.0%

新聞・出版業 13 10.3% 31.0% 13.8% 0.0% 3.4% 0.0% 13.8% 0.0% 3.4% 24.1%

放送・通信業 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

その他対事業所サービス 33 15.5% 22.6% 16.7% 1L9% 1.2% 3.6% 15.5% 3.6% 2.4% 7.1%

公 共サービス 80 11.5% 28.2% 23.0% 5.7% 2.9% 0.0% 2.3% 5.7% 2.9% 17.8%

その他 6 13.3% 26.7% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 6.7% 0.0% 6.7% 6.7%

1合 計1412112・ ・%1・ …%118・ ・%ll4・ ・%1…%1…%113・ ・%1…%1…%1…%1

図表2-12業 種別利用部門

第2次 産業

第3次 産業

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ロ企画部門

■生産部門

■調査部門

四営業部門

ロ研究部門

口総務部門

田特許部門8シ ステム開発部門

口経理・財務部門 ロその他の部門

図表2-13第2次 産業,第3次 産業の商用データベース利用部門構成比
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2.3利 用の多い商用データベースの種類 と内容

(1)利 用 の多 いシ ステ ム とデー タベ ー ス

利用 金額 の多 いサ ー ビス ・シス テ ム とよ く利 用す るデー タベ ース につ いて上 位5

位 まで を選 択 した ラ ンキ ングは図 表2-14,図 表2-15の とお りで ある。

サ ー ビス ・シ ステ ム で最 も利 用 され て い る の は,「 日経 テ レコ ン」 で,次 い で

「JOIS」 「PATOLIS」 「DIALOG」 「@nifty」(旧NIFTYSERVE)と な ってお り,

前 々 回,前 回調査 と比べ1位 か ら5位 まで の順 位 に変 動 はな い。6位 ～15位 で 順

位 の変 動 が あ った のは,「COSMOS」(前 回8位 →今 回6位),「STNInternational」

(同6位 →8位),「BIGLOBE」(同16位 以 下→13位)で あるが,「BIGLOBE」 が大 き

く躍 進 した以 外 は,9位 の 「TSR」 以下 の 回答 率 が一 桁 台で あ ったの で,全 体 と して

は あ ま り大 きな 変化 は み られ な か った 。 図表2-14以 外 に挙 げ られ た もの と して

は,「JACICNET」 「QUICK」 「ロイ タ ー ・ビ ジネス ・ブ リー フィ ング」 「ORBIT」

「DOWJONESINTERACTIVE」 な どが 続 いて いる。

順位 サ ー ビス・システム名
回答
件数
回答率

1 日経テレコン 195 47.9%

2 JOIS 179 44.0%

3 PATOLIS 139 34.2%

4 DIALOG 118 29.0%

5 @ni仕y 108 26.5%

6 COSMOS 91 22.4%

7 G-Search 81 19.9%

8 STNInternational 74 18.2%

9 TSR 33 8.1%

10 ELNET 32 7.9%

11 NACSIS-IR 26 6.4%

11 NICHIGAI-ASSIST 26 6.4%

13 BIGLOBE 22 5.4%

14 NEEDS 21 5.2%

15 BRANDY 18 4.4%

: : : :

: : : :

図表2-14回 答件数順 に見た利用金額の多いシステム(N=407:複 数回答)

これ を利用 企業 規模 別 に見て み る と,大 企 業 にお いて は上位5位 まで は全体 の利

用 順位 と同 じで あった 。 しか し,中 小企 業 で は1位 が 「JOIS」 以 下 「PATOLIS」

「日経テ レコ ン」 「DIALOG」 「@nifty」 とな って お り,「 日経 テ レ コ ン」の 順位 が

3位 に下 が って い る。 また,公 共 サ ー ビス で は,上 か ら 「JOIS」 「日経 テ レコ ン」

「D][ALOG」 「NACSIS・IR」 「@nifty」 の順 とな ってお り,全 体 の利 用 順位 が11
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位 の 「NACSIS-IR」 が 上位 に ランク され て い るのが 特徴 的 で あ る。

業 種別 で は,「 日経 テ レコ ン」お よび 「@nifヒy」 は ほぼ 全業 種 にわ た って 満 遍 な

く利 用 されて い るが,「JOIS」 「PATOLIS」 「DIALOG」 は第2次 産 業 にお け る利

用 率 が高 い。

利用 頻度 の高 いデ ー タベ ー ス(フ ァイル)の1位 は 「日経新 聞記事 デー タベ ース 」,

以 下 「JICST科 学 技 術 文献 フ ァイル 」 「COSMOS」 「特 許 ・実 用 新案 フ ァイ ル 」

「TSR」 と続 いて い る。前回 調査 の順位 と比べ る と ,「 日経新 聞記 事 デー タ ベー ス」

(前 回3位 → 今 回1位),「JICST科 学 技術 文 献 フ ァイ ル 」(同1位 →2位),

「COSMOS」(同4位 →3位) ,「 特許 ・実 用新 案 フ ァイル 」(同2位 →4位),と5

位以 内 で4種 のデ ー タベー ス に順位 の変 動 が見 られ た。また今 回14位 に入 った 「毎

日新 聞記 事 デ ー タベー ス 」 は,前 回16位 以下 で,前 回12位 の 「WHO」 は25位 に

大 き く後 退 して いる。図表2-15以 外 に挙 げ られ た もの として は,「 日経財 務 デ ー

タ」「読 売新 聞 記 事デ ー タベ ー ス」 「ELMOR」 「日経POS情 報 」 「BIOSIS」 な どが

続 いて いる。 ・

順位 データベース名
回答
件数
回答率

1 日経新聞記事データベース 157 40.8%

2 JICST科 学 技術文献ファイル 151 39.2%

3 COSMOS(帝 国 データバ ンク企業情報) 143 37.1%

4 特許・実用新案ファイル 128 33.2%

5 TSR(東 京商工リサーチ企業情報) 112 29.1%

6 CA 58 15.1%

7 WPI 50 13.0%

8 朝日新聞記事データベース 46 ll.9%

9 商標ファイル 35 9.1%

10 EMBASE 34 8.8%

10 日経WHO'SWHO 34 8.8%

10 MEDLINE 34 8.8%

13 JICST医 中誌国内医学文献ファイル 31 8.1%

14 毎日新聞記事データベース 30 7.8%

15 REGISTRY 27 7.0%

図表2-15利 用 回数 の 多いデ ータ ベ ース(Nニ385:複 数 回答)

規 模 別 にみ る と,大 企 業 で は順 に 「COSMOS」 「日経新 聞 記 事デ ー タベ ー ス」「特

許 ・実用 新案 フ ァイル 」 「JICST科 学技 術 文献 フ ァイ ル」 「TSR」,中 小企 業 で は 「特

許 ・実用 新案 フ ァイル 」 「COSMOS」 「JICST科 学 技術 文 献 フ ァイ ル」 「日経新 聞

記事 デ ー タ ベ ー ス 」 「TSR」,公 共 サ ー ビスで は 「日経 新 聞 記 事 デ ー タベ ー ス」

「JICST科 学技 術 文献 フ ァイ ル」 「TSR」 「COSMOS」 ,と な って いる。
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(2)よ く利用 す るデ ー タベ ー ス の分 野

次 に,ユ ーザ ーが よ く利 用す るデ ー タベー ス の対 象分 野 につ いて みて み る(図 表

2-16)。

国産デ ー タベー ス につ いて は,「 企業 財務/企 業情 報」の70.2%が 前 回 調査 に続 き

トップ,次 いで,「 新 聞/雑 誌/ニ ュー ス」 の65.0%(前 回調査2位),「 人物/機 関情

報 」 の43.8%(同4位),「 特許 」 の42.6%(同3位)と 続 いて いる。 この40%以

上 の回答 を得 て い る上位4種 の対 象 分野 は 前回 調査 に比 べ,3.2～0.5ポ イ ン トの

範 囲で変 動 して お り,あ ま り大 きな変化 とは見 えず 前回 とほ ぼ同 じで あ る。

企業財務/企 業情報

新聞/雑 誌/ニ ュース

人物/機 関情報

特許

市場/商 品

そ の 他

医学/薬 学/生 命学/生 物

化学

電気/電 子/情 報

全般(百科事典/書誌情報/書籍案内)

金融/証 券/為 替

行政/法 律/政 治

エネルギー/資 源

マクロ経済

自然科学その他

生活関連情報

社会科学・人文科学

一般その他

ビジネスその他

0% 10%20%30%40%50%60%70% 80%

図表2-16よ く利用するデータベースの分野(複 数回答)
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一方 ,海 外製データベースについては,「 特許」の52.5%(前 回調査1位),「 医

学/薬学/生命学/生物」の49.7%(同5位),「 化学」の49.2%(同2位),「 企業財

務/企業情報」の44.1%(同3位),「 新聞/雑誌/ニュース」の40.8%(同4位),と

続 く。2位 の 「医学/薬学/生命学/生物」は前回よ り9.3ポ イン トと著 しい増加 を示

している。また 「電気/電子/情報」も前回調査より7.6ポ イ ン ト上げ,こ れ らの分野

において海外 のデータベースのニーズの高 さを示す結果 となった。

図表2-16に 示すように,利 用率が高い項 目ほど国産,海 外製の利用率の格差

が顕著 になっている傾向が見 てとれる。 「企業財務/企業情報」 「新聞/雑誌/ニ ュー

ス」 「人物機 関情報」などは利用者ニーズからして国産が重用 され,「 特許」や 「化

学」 「医学/薬学/生命学/生物」な どの自然科学系のデータベースでは海外製が優位

で ある。企業 あるいは公的な研究機 関にとっては,海 外か らの研究情報 の入手は必

要不可欠であ り,ま た海外製のデータベースの内容が充実 していることもあ り,例

年 この傾向は顕著である。

(3)利 用 して いるデータのタイプ

ユーザーが現在利用 して いるデー タのタイ プ,今後利用を増や した いデー タのタ

イ プにつ いて,オ ンライン/オフライ ン別 に集計 した。

図表2-17に 示すとお り,現 在利用 しているデータのタイプはオ ンライ ン,オ

フラインとも 「テキス ト」 「数値データ」 「画像」 「マルチメディア」の順 となって

お り,前 回調査 と同じである。前回調査 に比べ利用率が伸びたのがオンライ ンにお

ける 「画像」で5.6ポ イ ント増であった。オンラインは回線容量の問題か らオフラ

イ ンの画像データの利用率に比べて前回調査では13ポ イ ン ト以上低かったのが,

今回調査では8ポ イン ト程度 までに近づき,差 が縮まってきて いる。一方,「 マル

チ メディア」では,オ フライ ンで前回調査比で0.3ポ イン ト減 とほぼ同 じ結果 とな

ったが,オ ンライ ンでは逆に0.6ポ イン ト増加 している。

現在利用している 今後利用したい・利用を増やしたい

オンライン

(N=391)

オ フライン

(CD-ROMな ど)

(N=185)

オ ンライン

(N=268)

オ フライン

(CD-ROMな ど)

(N=108)

回答件数 割合 回答件数 割合 回答件数 割合 回答件数 割合

テキスト 381 97.4% 155 83.8% 163 60.8% 70 64.8%

数値データ 204 52.2% 72 38.9% 136 50.7% 49 45.4%

画像(動画含む) 94 24.0% 59 31.9% 160 59.7% 53 49.1%

マル チメディア 16 4.1% 12 6.5% 77 28.7% 25 23.1%

その他 5 L3% 4 2.2% 2 0.7% 3 2.8%

図表2-17現 在利用 して いる/今 後利用を増や したいデ ータのタイプ(複 数回答)
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今後利用 した い,あ るいは利用 を増や したいとす る回答では,オ ンライン,オ フ

ライ ンとも 「テキス ト」 「画像」 「数値デー タ」「マルチメディア」の順 となってお

り,現 状 と今後 を比較すると,「画像」 「マルチ メディア」に対す る将来への期待の

高さが表れて いる。特 に 「画像」の利用意向はオンライ ンでの利用が6割 近 くに

達 し,「現在利用」との差が最 も大 きくニーズの高 さをうかがわせ る。 「マルチメデ

ィア」のオンライ ンの現状では利用率が若干減少 しているものの,利 用意向では「画

像」 と同様に飛躍的な利用が期待 されよう。

(4)利 用 を望んでいるデータのタイプ別具体例

今後利用 したいデータの タイプ別 にその具体例 を記述 して もらった(図 表2-

18)。 テキス トデータとしては,「 政府(自治体等 を含 む)の統計,報 告書,判 例,法

令」が最も多 く,以 下,「 企業情報,発 表資料,製 品案内」「新 聞,雑 誌,書 籍」「政

府の発表資料,案 内」「企業の統 計,報 告書,論 文」な どが挙げ られて いる。数値デ

ータとしては
,テ キス ト同様,「 政府の統計,報 告書,判 例,法 令」が最 も多 く,

次 いで,「企業の統計,報 告書,論 文」 「経済,市 場,市 況」「物質 ・物性データ」「政

府の発表資料,案 内」「企業情報,発 表資料,製 品案内」 「技術 ・研究データ」な ど

が挙げられた。テキス トおよび数値デー タでは,や は り公的データへのニーズが高

いことがわかる。

一方
,画 像データとしては,「 企業情報,発 表資料,製 品案 内」が最 も多 く,次

いで,「 特許,商 標」「政府の統計,報 告書,判 例,法 令」 「新聞,雑 誌,書 籍」.「地

図,地 理」な どが挙げられている。マル チメディアデータ としては全体で15種 の

コンテンツの具体的記述があ り,「政府の統 計,報 告書,判 例,法 令」 「物質 ・物性

データ」「企業の統計,報 告書,論 文」「技術 ・研究データ」 「TV,映 画,コ ンピュ

ーター,娯 楽,広 告」等が挙が ってお り,テ キス ト,数 値データに挙げ られた従来

型のデータベース分野について も,画像や音声を交えたマルチメデ ィア型データで

入手したいとの意向も高い。

(5)公 的データの利用 について

公的データ(行 政機関などの公的機関が作成,公 表 しているデータ)を 扱 うデー

タベースの利用 について調査 した。図表2-19に 示す とお り,「利用 している」企

業は284社 で,商 用データベースを使用 している企業(422社)の67.3%に 上っ

てお り,前 回調査(65.1%)に 比べ2.2ポ イン ト増 と利用が着実 に拡大 している。

デー タの種類 は大別 して 「文字 データ(テキス ト)」と 「数値データ」とに分 けられ

るが,利 用 している,あ るいは今後利用 した いともに 「文字データ」の回答が高い。

現在利用 して いる公的デー タの うち,「 テキス ト」 の中では,「 特許情報 」の

64.4%が 群 を抜いている。特 に第2次 産業の利用率89.0%が 全体 をけん引してい
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る が,第3次 産 業 にお い て も特許 情 報 の利用 は41.8%と 文字 デー タの 中で は トッ

プ を 占め て いる。 「数値 デ ー タ」 の 中で は,「 企 業関 連」 デ ー タ の利 用率 が48.2%

と最 も高 いが,こ れ は逆 に第3次 産業 の利 用率(50.5%)が 第2次 産 業(45.6%)よ

りも高 くな って いる。

現 在 は公 的 デー タ を利 用 して いな い ものの今後 は利 用 した い とす る回 答 をみ る

と,前 回調査 同様,「 テキ ス ト」で は 「官報 」(51.5%),「 数値 デ ー タ」で は 「企 業

関 連」(46.8%)が トップで あった 。現 在利用 して い る 「テ キ ス ト」で トップの 「特

許情 報 」 は20。3%と そ の他 を除 く全項 目中で最 も利用 意 向 が低 い。

文字データ

(テキスト)
数値データ

画像(動画
を含む)

マルチ

メディア
その他 合計

里驚
」ム 、

竃
、

統計,報 告書,判 例,法 令 26 33 4 3 66

発表資料,案 内 11 4 1 16

技 術 ・研 究データ 1 1 2

その他 1 1

小 計 39 37 5 3 1 85

企
業
、

業
界
団
体
等

統計,報 告書:論 文 10 18 3 2 33

企業情報,発 表資料,製 品案内 14 3 13 1 1 32

経 済,市 場,市 況 15 2 17

技 術 ・研 究データ 4 3 4 2 13

物 質 ・物性 データ 1 9 3 13

小 計 29 48 22 8 1 108

特許,商 標 8 1 8 1 18

新聞,雑 誌 書籍 13 4 2 19

地 図,地 理 .1 1 4 6

TV,映 画,コ ン ピュ ー ター,娯 楽,広 告

、

3 2 5

その他 2 2 1 5

合 計 92 87 48 15 4 246

図表2-18デ ータのタイプ別,利 用を望んでいるデータベースのコンテ ンツ
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利 用している(N=284) 今 後 利用したい(N=231)

回答件数 割合 回答件数 割合

文

字
デ
ー

タ
(

テ

キ

ス

ト

)

政府白書関係 97 34.2% 90 39.0%

政府委員会資料 62 21.8% 63 27.3%

政府記者発表資料 49 17.3% 60 26.0%

官報 79 27.8% 119 51.5%

判例集など 39 13.7% 80 34.6%

都市計画データ(地図情報含む) 19 6.7% 71 30.7%

特許情報 183 64.4% 47 20.3%

その他 5 1.8% 7 3.0%

計 255 89.8% 211 91.3%

数
値
デ
ー

タ

人 口・雇用 ・労働 69 24.3% 67 29.0%

国民経済・景気 ・金融 70 24.6% 88 38.1%

国際収支・貿易 38 13.4% 75 32.5%

産業一般 93 32.7% 101 43.7%

企業関連 137 48.2% 108 46.8%

その他 1 0.4% 8 3.5%

計 181 63.7% 165 7L4%

図表2-19公 的データを扱 うデータベースの利用(複 数回答)
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2.4デ ー タ ベ ース の利 用 形態

データベースの利用形態を以下の4種 に区分 し,利用金額 をベースとした利用比

率 を調査 した。

①イ ンターネ ッ トによる ものを除 く,オ ンライ ン;デ ータベース ・サー ビスの利

用

② イ ンターネ ッ トによるデータベースの利用

③CD-ROMに よるオフライン ・サー ビスの利用

④ その他のオフライン ・サービスの利用

なお前回 までは,① のオンライ ンデー タベース ・サー ビスは 「パソコ ン通信を除

きイ ンターネ ッ トを含む」としていたものをインターネ ットのみを除き,② につい

ては 「パ ソコン通信 による」か ら,今 回は「イ ンターネッ トのみのデータベース ・サ

ー ビス利用」に変更 して いるので前回調査 との比較 はできない。

図表2-20に 示すとお り,実 績において①の海外製デー タベース利用が高 く,

逆 に② においては国産デー タベース利用が高くなっている。1999年 度 の利用予定

においては,① が減少す る代 りに② の「イ ンターネッ ト」での利用の増加が見込まれ

てお り,今 後 のす う勢 として① と②の差が接近 していくもの と見 られ る。

オ フライ ンの実績については,前 回調査 の結果よ り③ の国産,海 外 ともCD-ROM

の利用が増加 しているが,1999年 度の見通 しでは横ばい状態であるとみ られる。

④ のオフライ ン(その他)については,前 回調査より減少 し,将 来 においても漸減す

る傾向が見 て とれる。

1998年 実 績 1999年 予 定

国産

(N=355)

海 外 製

(N=159)

国産

(N=346)

海 外 製

(N=158)

商 用 オンライン(インターネットによるものを除く) 59.8% 65.8% 55.6% 61.7%

インターネットによる商用オンライン 26.2% 20.2% 30.5% 24.1%

商 用 オフライン:CD-ROM 9.2% 12.7% 9.4% 12.6%

商用オフライン:その他 4.9% 1.4% 4.5% 1.6%

図表2-20商 用データベース利用形態の割合平均
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2.5料 金問題 と利用上の問題点

(1)料 金 問題

商用 デ ー タベ ー ス の利 用 料金 につ い ての全 体 的 な感想 は,「 高 い」 と回答 した企

業 が62.8%(前 回調 査64.9%),「 妥 当」 と回答 した企 業が36.8%(同35.1%),「 安

い」 と回答 した企 業が0.5%(同0%)と い う結果 にな った。 こ こ数 年 間の料 金 意識

の推移 をみ る と,従 来 は 「高 い」 が6割,「 妥 当」 が4割 とい う構 成が 続 いて いる

が,僅 か なが らで は あ るが 「高 い」 が減 少 し,「 妥 当」 「安 い」 が増 加 して お り,料

金 に対す るユ ーザ ー の見方 に多 少変 化 が起 きて い る とも考 え られ,今 後 の調査 の結

果 を追 って行 く必 要 が ある。

現 在商 用 デー タベ ース を利 用 して いる企 業 にお いて は,国 産 デ ー タベ ース の利 用

料金 を 「高 い」 と回答 した企 業 は48.8%(前 回 調査53.7%),「 妥 当」が49.9%(同

44.6%),海 外 製デ ー タベー ス で は 「高 い」が47.8%(同59.6%),「 妥 当」が46.2%

(同36.8%)で あ った 。「高 い」との見 方 は前 回 よ りか な り減 少 し,特 に海 外製 デ ー タ

ベ ー スの料 金 に対す る割安 感 が 大 き く増 して いる の は昨今 の 円高 の影 響 も一 因 と

考 え られ る。

必要なデータが得られなくても料金がかかる

従量制であるが割高である

料金は妥当である

固定料金+従 量制だが,固 定料金が高い

定額制であり割高である

情報内容に比べ割安である

0%5%10%15%20%25%30%35%40%45%50%

図表2-21料 金 に対する感想(複 数 回答)
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デー タベースの項 目分野別 にみてみる。現在データベースを利用 している企業 に

おいて,利 用料金が 「高い」と感 じられているものは,国 産データベースで は 「企

業財 務/企 業 情 報」(70.3%),「 特 許 」(61.3%),「 医学/薬 学/生 命 学/生 物」

(55.0%),海 外データベースでは 「特許」(69.0%),「 化学」(66.4%),「 企業財

務/企業情報」(63.8%),「 市場,商 品」(60.9%)の 順であった。カテゴ リー分類

でみると,国 産 データベースでは 「ビジネス」(54.7%)が 「自然科学」(53.1%)

よ りも 「高 い」 と感 じられてお り,海 外製データベースで は逆 に 「自然科学」

(56.2%)が 「ビジネス」(53.8%)よ り 「高い」と感 じられている。

料金 に対する感想をさらに詳細 にみると,国 産デー タベース,海 外製データベー

ス とも,「必要なデータ・資料が得 られな くても料金がかかる」 「従量制であるが割

高である」 との不満点が上位を占めている(図 表2-21)。 ただ,そ の一方で 「情

報 内容に比べ割安である」 との回答 もわずかなが らあ り,「料金は妥当である」と

す る回答を合わせる とデータベースの利用料金に対 し正当 と評価す るユーザー も

少な くない。特 に 「割安」との回答率は内容が充実 した海外製デー タベースにおい

て高い ことか ら,データベースの質 とユーザーの満足度が比例 して いることにも留

意すべきである。その他の回答 としては,「情報が古いわ りには高い(国産データベ

ース)」 「年間固定料金が望ま しいが現在で は固定にすると割 高である」 「会員費が

高い」などが挙 げられている。

次 に,通 信料金 に対する感想 についてきいた(図 表2-22)。 前回の結果では 「特

に不満はない」が トップで あったが,今 回は「通信料金(電話料金)が高い」が最 も

多 く,ユ ーザー全体の半数 を超えてお り,「特に不満 はない」は1/3に 後退 した。

これは最近の通信料金引き下げがさ らに進むのではないか という期待感 の表れと

もみ られよ う。 「専用回線な どネッ トワーク使用料が高い」 とする回答 も前回調査

に比べてかな り増えている ことか ら通信料金全般 にわたって一層の低廉化を求め

る声が多い。

通信料金(電話料金)が高い

専用回線などネソトワーク使用料が高い

特に不満はない

0%10%20%30%40%50%60%

図表2-22通 信料金に対する感想(複 数回答)
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(2)収 録情報 に対する感想

データベースに収録 されている情報 に対す る感 想についてみる と,国産デー タベ

ースでは 「デー タベースの更新 に時間がかか る」「情報の更新頻度が少ない」が上

位に挙げ られてお り,ユーザー側では常に最新情報の入手 に対するニーズが最 も高

いことがわかる(図 表2-23)。 逆 に海外製デー タベースにおいてはこれ らの項 目

が筆頭には挙 げ られて いないことを考える と,国 産デー タベースの場合,情 報 の鮮

度が海外製 に比べ低 いと認識されているよ うだ。

データベースの更新に時間がかかる

情報の更新頻度が少ない

フルテキストで収録されていない

求めている情報の存在が不明確

情報が不正確なことがある

情報の件数が少ない

情報のぞ及期間が短い

ヒット件数が少ない

出力項 目のパターンが不満

利用したい情報がない

特に不満はない,

0%5%10%15%20%25%30%35%40%45%

図表2-23収 録情報 に対する感想(複 数回答)

海外製デー タベースでは,前 回調査 と同 じく 「特に不満はない」 とす る回答が

38.5%と トップで,前 回よ り更 に4.6ポ イ ン トア ップ している。海外製データベー

スは,利 用者 も利用情報もある程度固定化されていることもあ り,「特 に不満 はな

い」 という回答が トップになった と推察 される。以下,「 情報が不正確な ことがあ

る」 「フルテキス トで収録されていない」が同率(21.8%)で 挙 げられてお り,「求

めている情報 の存在が不明確」(20.5%)が 次 に高 く,海外情報 に対するユーザー ・

ニーズは,ま ずは情報の所在 と正確さにある といえる。

国産データベースと海外製デー タベースの相違で顕著なものが,「情報の件数が

少ない」と 「ヒッ ト件数が少ない」という項 目で ある。これ らの項 目に対す る不満
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は海外製デー タベー スではわずかであり,こ こか らも海外製データベースの内容の

充実ぶ りがみて とれ る。

また,そ の他の回答 としては,「 インターネ ッ トによるデータベースの検索 には

使 いに くいものがある」 「検索 ごとに料金表示の無 いものが ある」 「タイムラグが

長す ぎる」「検索の 自由度が低い」 「海外製データベースの翻訳版を望む」な どが挙

げ られている。

(3)コ マン ド,機 能 ・操作性 に関す る問題点

商用データベース ・サー ビスのコマン ドあるいは機能 ・操作性 に関する問題点 に

ついて調査 した。図表2-24に 示す とお り,前 回調査同様,「 コマ ン ドが不統一な

ので使いに くい」が トップで他の項 目を大きく引き離 している。次 いで,「 検索速

度が遅い」 「統一 シソー ラスが欲 しい」 「通信速度が遅 い(検索結果 の送信時な どに

時間がかかる)」 「あらか じめ出力内容 の見当がつ けられる機能が欲 しい」 「キーワ

ー ドが不足 している」 と続いている
。「コマン ドの不統一」 と 「統一 シソー ラスの

必要性」は,デ ー タベース ごとに各々のコマ ンドとシソー ラスを参 照 しなければな

らな いことか らユーザー にとってはかな り煩雑な手間を強いられ るため,毎 回,問

題点の筆頭 に挙げ られて いる。

問 題 点

第2次 産

業ユー

ザー平均

(N;153)

第3次 産

業ユー

ザー平均

(N=114)

全 体(N=337)

前 回比

前回調査

全体

1(N=355)

コマンドが不 統一なので使 いにくい 58.8% 55.3%
●

54.9% 一2
.8ポ イント

1

57.7%

検索速度が遅い(検索している時間がかかりすぎる) 27.5% 27.2%

■

26.4% 0.2ホ 。イント

■

26.2%

統 一 シソーラスが欲しい 34.6% 21.1%

■

25.8% 一〇
.7ホ.イ ント

●

26.5%

通信速度が遅い(検索結果の送信時などに時間がかかる) 22.2% 27.2%
1

23.7% 2.0ホ 。イント

`

21.7%

あらかじめ出力内容の見当がっけられる機能が欲しい 21.6% 20.2%

.

21.4% 一2
.5ポ イント

■

23.9%

キー ワードが不 足している 17.6% 23.7%
■

20.8% 一2
.0ホ.イ ント

■

22.8%

自然 語(フリーターム)を検索 言語として使 いたい 17.0% 21.9%

■

19.0% 一〇
.4ポ イント

1

19.4%

ダ ウンローディングができない 23.5% 11.4%

■

17.5% －L4ボ ィント
●

18.9%

接続手順が煩わしい 18.3% 14.9%
1

17.5% 1.7ポ イント

■

15.8%

ゲートウェイ機能が欲しい lL8% 14.9%

■

12.8% 1.0ホoイ ント

■

11.8%

1次情報の入手が困難 9.8% 10.5%
■

11.0% 一5
.3ホ.イ ント 16.3%

特定キーワードのファイル別,も しくはデータベース別の出
現頻度が参照できる機能が欲しい

16.3% 7.0%

●

10.7% 一4
.2ポ イント

■

14.9%

全文検索の機能がない 20.3% 18.4%
■

17.5%

今回新規調査項目

図面や商標の表示ができない 20.3% 12.3%

1

14.8%

複数ファイルの横断検索ができない 16.3% 12.3%
■

14.2%

検索結果のメール配信ができない 15.0% 4.4%
1

9.8%

Webで の検索システムがない 7.8% 12.3%
1

8.9%

HTML形 式での出力ができない 7.8% 4.4%

■

5.0%

ドメインアクセスの機能がない 0.7% 0.0%

■

0.9%

その他 3.3% 2.6% 3.9% 0.2ポ イントll3.7%

図表2-24商 用データベースのコマンドまたは機能 ・操作性に関する指摘(複 数回答)

一23一



また今回,主 にインターネ ッ ト検索の普及 による新たな問題点が発生 して くるの

を想定 し,7項 目を新規 に追加 してきいている。この結果 「全文検索の機能がない」

「図面や商標の表示ができない」「複数 ファイルの横 断検索ができない」「検索結果の

メール配信ができない」な どの問題点が上位 に挙がっている。

その他の回答 として は,「 検索式の作 り方が不備 」「全文データベースでも抄録

が欲 しい」「Webで のシステムが遅 い」 「キーワー ドが古 い」などが挙げ られている。
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2.6デ ー タベ ー スの 利用 者

ここでは,社 内でのデータベースの利用方法 につ いての調査結果 をみてみる。図

表2-25に 示す とお り,「情報 を必要 とする人が 自分で検索する」とい う回答が最

も多 く68.6%,次 いで 「データベース検索担当部門 に依頼する」が34.3%,「 専門

的な検索のみ社内のサーチ ャーに依頼」が20.4%と 続いている。「情報 を必要 とす

る人が 自分で検索す る」という回答率は年々上昇す る傾向にあり,そ の背景 として

社内におけるパ ソコン保有台数が多 くな り,ま た,ネ ッ トワー ク化 によるアクセス

ポイ ン トの増加など職場 にお ける情報環境のパー ソナル化やエン ド・ユーザー環境

の進展な どが追い風 となって いる。また「外部の代行業者に依頼す る」は7.0%と 最

も低かった。

情報を必要
とする人が

自分で検索

同じ部門内
の担当者に

依頼

データベー
ス検索担当

部門に依頼

専門的な検
索のみ社内
サーチャー
に依頼

さまざまな
パターンが

ある

外部の代行
業者に依頼

その他

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数1割合 件数1割 合

規
模
別

中小企業(N=60) 41 68.3% 9 15.0% 16 26.7% 7 11.7% 9 15.0% 4 6.7% 1 L7%

大企 業(N=273) 180 65.9% 53 19.4% 98 35.9% 69 25.3% 32 11.7% 21 7.7% 3 1.1%

公 共 サービス(Nニ84) 65 77.4% 11 13.1% 29 34.5% 9 10.7% 617.1% 4 4.8% 3 3.6%

1合 計(・・417)1286168.6%173117.S%1143134.3%18512・.・%147!11.3%12gl・.・%1・1L・%1

図表2-25社 内でのデータベースの利用方法(複 数回答)

企業規模別 にみると,大 企業は中小企業 に比べ 「同部門の担当者 に依頼」 「デー

タベース検 索担当部 に依頼」「専門的検 索のみ社 内サーチャーに依頼」の回答 率が

高い傾 向にあるが,こ うした傾向は専門のサーチャーを抱える(も しくは養成でき

る)余 力が ある大企業な らではの結果 といえる。

また,業 種別 にみると,第3次 産業にお いて は 「自分で検索する」と 「デー タベ

ース検索担 当部門に依頼」との回答率の差が著 しく開いているのに比べて
,第2次

産業の場合では,回 答率の差はかな り近づいているのが特徴的である。
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2.7今 後の利 用 予定

(1)今 後の利用の方向

商用データベースの利用方法にっいて今後 どのよ うな方向に進めたいか とい う

調査をした。その結果,大 企業,中 小企業 ともに 「無料 コンテンツやよ り低料金の

サー ビスにシフ トす る」が前回調査 に引き続いて トップで,そ れぞれ過半数を超え,

特 に中小企業は6割 近 くに達 し,企 業におけるシビアなコス ト意識を感 じさせて

いる(図 表2-26)。 また,「 使用方法を工夫 して経費節減」が次いで2位 とな り,

あくまでもコス トパ フォーマ ンスを追求するとい う姿勢が うかがえる。ユーザーに

とってはサー ビス選択の幅が広がれば,よ り安価で良質なサー ビスを指向するのは

当然で,前 回20%以 上 あった 「現状維持」がその約半分 に減少 しているのも一つの

表れ と見てよい。

なお,今 回調査 にお いては,新 規項 目として 「イ ンターネ ッ ト対応のサー ビス に

順次切 り替える」を入れているが,予 想通 り,大 企業,中 小企業 とも1!4近 い支持

を集めている。大企業 と中小企業の回答率の差で 目立ったのは 「利用の高度化 を図

る」で,大 企業では3番 目に高い支持があった。

無料コンテンツやより低料金サービスに
シフトする

使用方法を工夫して経費節減

社内システムに接続し,社員だれもが
使えるようにする

インターネット対応のサービスに順次切
り替える

利用の高度化を図る

利用できるデータベースを増やす

現状維持

159.7
52.1

一

139.0
33.7

　

124.7
30.9

一

124.7
27.8

一

22.1一 _31.3
一

18.2

120.5一
}

11.7

■ 16.711

ロ中小企業(N=77)

■ 大 企業(N=288)
lII

一
0 10203040506070(%)

図表2-26今 後進めたいデータベースの利用方法(複 数回答)

(2)今 後 の利 用可 能性

現在 商用 デー タベ ー ス を利 用 して いな い企業172社 に対 して,今 後 の利用 の可

能 性 を調査 した と ころ,「1年 以 内 に利 用 予定 」は5.8%,「2,3年 以 内 に利 用 す

る可 能性が 高 い」 は30.2%と な って お り,合 わ せ る と36.0%で あった 。 これ は前
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回 調査 と比 較 して み る と,7.9ポ イ ン ト増 とか な り伸び て い る が,前 回 調査 で の

前 々 回 との比 較 で は7.6ポ イ ン ト減 と下 落 して お り,一 定 して い ない。

(3)今 後利用 した いデータベース

今後利用 した いデータベースの分野 につ いて,日 本,ア メリカ,EU諸 国な どの

収録地域別に調査 した。現在すでに利用 している企業347社,現 在は利用 してい

な いが利用意 向のある企業55社 に分けて示 したのが図表2-27で ある。

デ ータベ ースを

利用 中

(N=347)

デ ータベースを

今 後利 用したい

(N=55)

企業財務/企 業情報 65.1% 65.5%

新聞/雑 誌/ニ ュース 56.8% 43.6%

特許 46.4% 21.8%

人物/機 関情報 43.8% 29.1%

市場/商 品 ・43
.2% 45.5%

全般(百科事典/書 誌情報/書 籍案内) 31.1% 34.5%

行政/法 律/政 治 27.4% 34.5%

医学/薬 学/生 命学/生 物 27.1% 12.7%

電気/電 子/情 報 25.4% 16.4%

化学 24.8% 9.1%

マクロ経済 22.8% 18.2%

金融/証 券/為 替 21.6% 32.7%

エネルギー/資 源 17.9% 10.9%

生活関連情報 15.0% 32.7%

図表2-27今 後利用 したい商用データベース分野(複 数回答)

現在利用 している企業 における今後の利用ニーズのランキ ングは 「企業財務/企

業情報」の65.1%,「 新聞/雑誌/ニュース」の56.8%,「 特許」の46.4%の 順であ

る。前回調査 と比較 して,上 位5位 で変動があったのは今回4位 の 「人物/機関情

報」 と同5位 の 「市場/商品」が入れ替わ っただけである。

収録情報の対象地域別 にみると,日 本を対象 としたデータベー スを利用 したいと

する回答が全分野にわたって多 く,次 いでアメリカ地域のデータベースがやや ヨー

ロッパ地域のデータベース を上回っているという傾向にある。利用ニーズが高い分

野は,日 本地域 のデータベースが 「企業財務/企業情報」「新聞/雑誌!ニ ュース」「特

許」の順で,ア メリカ地域,及 び ヨー ロッパ地域のデータベースが 「特許」 「企業

財務/企業情 報」「新聞/雑誌/ニュース」の順で高 くなってお り,海 外対象のデータ

ベースでは 「特許」データベースのニーズが高いことがわかる。全体的に自然科学

系のデー タベースでは 日本 と海外の地域 を対象 としたものとの利用ニーズの差は

小さい。ヨー ロッパ地域 を対象 としたデータベースのニーズがアメ リカ地域の もの
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のニーズ を上回っている分野 としては,「 特許」だけであ り,そ の差も小差 となっ

て いる。

次 に,今 後商用データベースの利用予定 のある企業では,「 企業財務/企業情報」

の65.5%,「 市場/商品」の45.5%,「 新聞/雑誌/ニュース」の43 .6%,「 全般(百 科

事典/書 誌情報/書 籍案内)」 および 「行 政/法 律/政 治」が34.5%の 順 となってい

る。上位項 目においては,「 市場/商品」のニーズが高まってきて いるのが顕著であ

る。また前回調査 と比較 して伸びが顕著なのが 「生活関連情報」で,16ポ イン ト

上昇 し前回10位 か ら5位 へ とア ップした。

地域別 にみ ると,こ こで も日本地域のデータベースを利用 したいとす る回答が全

分野にわたって多 く,次 いでアメ リカ地域が ヨー ロッパ地域を対象 としたデー タベ

ースをやや上回っているという傾向に変わ りはない
。利用ニーズが高い分野 は,日

本地域のデータベースが 「企業財務/企業情報」 「新 聞/雑誌!ニュース」 と 「市場/商

品」が同率であり,次 いで 「全 般(百 科事典/書 誌情報/書 籍案 内)」 および 「行政

/法 律/政 治」の順 に多 く,ア メ リカ地域のデータベースが 「新聞/雑誌/ニ ュース」

「市場!商品」 「企業財務/企業情報」,ヨ ー ロッパ地域が 「新聞/雑誌/ニュース」「市

場/商品」 「特許」の順 となっている。ヨー ロッパ地域のデータベースのニーズがア

メリカ地域のデータベースのニーズを上回 っている分野はな い。

また,今 後どのようなデータベース ・サー ビスが利用できればよい と考えている

か について記述 してもらった ところ,55社 よ り具体的な希望 ・意見が寄せ られ,

機能面 については,「全文デー タ,画 像データが手軽に検索できる もの,鮮 明な写

真画像」「分野別 に横断検索可能なデー タベース」「自然言語をもっ と利用できる こ

と」「イ ンターネ ッ ト上で の異なるデータベースを1つ のユーザーイ ンター フェー

スで検索できるシステム」「検 索速度 が速 いこと」「イ ンターネッ トでのデータベー

ス検索時 にログ参照が可能な機能」「検索方法,コ マン ド等が全世界共通 になるも

の」「検索式の長期無料保存が可能」「1件ごとの検索の課金表示」な どが挙 げられた。

具体的なデータベースのコンテ ンツでは,「 新製品の トレン ド情報,消 費者年代

別 嗜好品(し こうひん),ニ ーズ情報」「長期 間(過去20年 程度)の企業情報」「各国

政府,学 会,業 界 団体等の制定 している規格情報」「ヨーロッパの人物情報」「ミク

ロな気象の数値情報」 「公共機関の人物!機関情報」 「東南アジア各 国の情報」など,

多 数寄せ られた。
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2.8CD-ROMの 利 用

商用 デ ー タベー ス の オ フ ライ ン利 用 で の代表 的 な媒 体 の1つ がCD-ROMで あ

る。CD-ROM化 され た商 用 デー タベ ース を利用 して い る企 業 は,回 答586社 の う

ち37.0%で あっ た。 前回 調査 と比 較す る と1.8ポ イ ン トの減 少 で あ り,こ こ数年

3～5ポ イ ン トつ つ増 え るな ど着実 な普 及 がみ られ たCD-ROM利 用 率 は,今 回初

め て ダ ウ ン した 。

企 業 規模 別 にみ る と,大 企業 が37.6%と 中小企 業 の29.5%を 上 回 って い るが前

回調 査 と比べ て大 企 業 は減 少 し,中 小企業 は増 加 して いる。産 業 別 の利 用率 で は,

第2次 産 業が43.1%と 高 く,次 いで公 共 サー ビス の41.7%,第3次 産 業 の28.7%

の順 とな って いる。 また,業 種別 で は,「 石 油 ・化 学 工業 」の74.6%が 圧倒 的 に高

く,次 い で 「機械 器 具製 造 業」(36.2%),「 建設 業 」(36.1%)と 続 いて い る。

また,現 在CD-ROM化 された 商用 デ ー タベー ス を利用 して いな い企 業 に今後 の

利 用 予 定 を聞 いた と ころ,「 利用予 定 あ り」とす る 回答 は358社 の うち34.9%で あ

った 。

(1)利 用 して いる情 報 の分野

CD-ROM化 され た デ ー タベ ー ス で利 用 率 の高 い分 野 を示 した の が 図表2-28

で あ る。 最 も利用 率 が 高 い のが 「科 学 技 術!特 許 」 で,次 いで 「医 ・薬 学/バ イ オ!

化 学 」 の順 とな っ て いる。 前 回調 査 で トップで あ った 「辞(事)典/百 科/デ ィ レク ト

リー 」 は3位 にな り,同2位 の 「科 学技 術/特 許」,同3位 の 「医 ・薬 学/バ イ オ/化

学 」が今 回 は上 回 った 。オ ンライ ン ・サ ー ビスで はそ れ ほ ど利 用率 の高 くな い 「辞

(事)典/百 科/デ ィ レク トリー」 あ る いは 「書誌/図 書 ・刊 行物 情報 」 がCD・ROMに

お い て最 も利 用 され て い る と ころ はCD-ROMの 特質 をよ く表 して い る といえ る。

逆 に,オ ン ライ ン ・サー ビスで の利 用 が高 い 「企 業財 務/企 業 情報 」や 「新 聞/雑 誌

/ニ ュー ス 」 な どは速 報性 が重 視 され るた め,記 録 性 に重 点 をお くCD・ROMで の

利 用 はそ れ ほ ど高 くな い。

また,利 用 して い るCD-ROMの デ ー タベー ス数(タ イ トル 数)で は,「 医 ・薬

学/バ イ オ/化 学 」が 延 べ294タ イ トル(平 均4.9タ イ トル)が トッ プで あっ た。以

下,「 科 学 技術!特 許」 が延 べ288タ イ トル(同4.6タ イ トル),「 書 誌/図 書 ・刊 行

物 情 報 」が延 べ181タ イ トル(同3.7タ イ トル),「 辞(事)典/百 科!デ ィ レク トリー」

が延 べ177タ イ トル(同3.2タ イ トル)と 続 いて い る。

1社 当た りの 平均 利用CD-ROMタ イ トル 数は7.5で,前 回調 査 に比 べ0.3タ イ

トル 減 少 して い る。これ を企 業規 模別 にみ る と,中 小 企 業 の5.1タ イ トル に対 し大

企 業 は7.1タ イ トル と差が ひ らいて いる が,中 小企 業 は前 回 の4.3タ イ トルか ら

0.8タ イ トル 増 えて いるの に対 し,大 企 業 は逆 に0.9タ イ トル 減 ら して い るの で,

一29一



前回に比べ差が詰 まって きてお り,中小企業 の利用が上向いてきている ことがわか

る。

科学技術/特 許

医・薬学/バ イオ/化 学

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー

書誌/図 書・刊行物情報

企業・財務情報
'地 図・マッピング/電 話番号/住 所コード

法律・法規・判例/税 ・税務情報

新聞/雑 誌/ニ ュース

商品・製品情報

統計・人 口

コンピュ一夕ー/ソ フトウェア

経済/ビ ジネス

人物情報(Who'sWho)

%

0%5%10%15%20%25%30%35%

図表2-28現 在 よく利 用 しているCD-ROMデ ー タベースの分 野(Nニ215:複 数 回 答)

(2)CD-ROMを 利用 して い る理 由

CD・ROMを 利用 す る理 由につ いて は,回 答210社 の うち 「マ イ ク ロ資料,印 刷

物 よ り省 ス ペー スで あ る」 の55.2%が トップ とな って お り,毎 年変 化 は な い(図

表2-29)。

マイクロ資料、印刷物より省スペースである

通信コストが不要である

一括払いの固定料金である

予算(支 出)管理が立てやすい

社内での情報検索の訓練に適当

その他

0% 10%20%30%40% .50%60%

図表2-29CD-ROMの 利用 理 由(複 数 回答)
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次いで,「 通信コス トが不要である」が51.4%,「 一括払いの固定料金である」

が47.6%と 続 いている。前回調査では 「一括払いの固定料金」が 「通信 コス トが

不要」を上回っていたが,今 回調査では3.8ポ イ ン トの差 をつけ逆転 している。こ

の2項 目は,毎 年のように順位が入れ替 わっているがCD-ROM利 用の大 きな要因

であることには変わ りないといえよう。

その他の回答 としては,「 必要な情報がCD・ROMに しかない」が最 も多 く,以

下,「 エ ン ドユーザー検索 に適 して いる」 「編集が可能」 「情報 の表示が早い」 「検

索機能がよい」 「社内ネ ッ トワーク化 に適 している,LANで 同時アクセスが可能」

な どが挙げ られている。

(3)利 用に関 して不便な点

CD-ROMを 利用する際 に不便だ と感 じる点については,「情報の更新頻度 に問

題がある」が60.7%と 最 も多 く,前 回調査 に比べ0.2ポ イン トと微増 にとどまっ

た(図 表2-30)。

情報の更新頻度に問題がある

検索用ソフトウェアが統一されていない

ソフトウェアに割高感がある

必要な情報がCD-ROM化 されていな
い

検索スピードが遅い

操作が面倒である

ハードウェアの規格が統一されていない

ハ ードウェアの価 格が高い

その他

0%10%20%30%40%50%60%70%

図表2-30CD-ROMを 利用 していて不便な点(複 数回答)

CD・ROMデ ー タベースには編集な どの制作工程や流通工程が絡むためどうして

も更新頻度 に難があるのはやむを得ない面 もあるが,オ ンライ ン ・サー ビスでの鮮

度の高い情報の入手 に慣れたユーザーにとってはやは り不便を感 じるのであろう。

前回調査に比べ回答率 に大 きな動きがあったのが,「 ソフ トウェア(CD-ROM化
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された情報)に 割高感が ある」(前 回調査比7.0ポ イ ン ト増),「 ハー ドウェアの価

格が高い」(同4.2ポ イ ン ト減)で あった。 「ソフ トウェアに対する割高感」の伸び

は,ユ ーザーのCD-ROM利 用が進み,慣 れてきた こと,近 年の経費 についてのコ

ス ト意識な どが影響 して いる とも思われるが,前 出のCD-ROMタ イ トル数の分布

が ば らつ いているように今回の調査結果だけか ら断定するのは難 しい。なお今回新

たに追加 した「操作が面倒である」は10.5%と なって いる。

その他 の回答 として は,「CD-ROMの 数量が多 く管理が困難である」が最 も多

く,以 下,「CD-ROMチ ェンジャー にかか る費用が大」「更新の度にCD-ROMを

セ ッ トアップするのが面倒」 「パ ソコンの発展 によ り将来的にそのまま利用可能か

どうか心配」 「ネ ッ トワー クに対応 していないものが多い」「ネッ トワーク化 に対す

る料金が高い」な どが挙げ られている。
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2.9イ ン ハ ウ ス ・デ ー タ ベ ー ス

(1)イ ンハ ウス ・デー タベ ー スの利 用状 況

イ ンハ ウス ・デー タベ ー ス(企 業 内デー タベ ー ス)を 「持 って い る」と い う回答

は全 体 で588社 の うち404社,68.7%で あ り,前 回調査 と比較 す る と1.1ポ イ ン

トの増 加 で あ った(図 表2-31)。 企 業規 模別 で は,大 企業 が 前 回調査 比0.2ポ イ

ン ト増 加,中 小企 業 が 同0。5ポ イ ン ト減 と伸び 悩 む 中で,公 共 サ ー ビスが 前 回調査

に比べ5.1ポ イ ン ト増 と順調 に伸 び た こ とが全 体 の増 加 につ なが った 。

1998年 度 1999年 度

中小 企業

(N=120)

大 企 業

(Nニ391)

公 共 サービス

(N=125)

合計

(N=636)

中 小企 業

(N=107)

大 企 業

(N=355)

公 共 サービス

(N=126)

合計

(N=588)

持っている 50.0% 74.7% 62.4% 67.6% 49.5% 74.9% 67.5% 68.7%

持っていない 50.0% 25.3% 37.6% 32.4% 50.5% 25.1% 32.5% 31.3%

図 表2-31イ ンハ ウス ・デー タベ ース の保 有状 況

また,業 種 別 にみ て み る と,イ ンハ ウス ・デ ー タベー ス を持 って い る割 合が 高 い

業 種 は 「新 聞 ・出版 業」 「石 油 ・化学 工業 」 「金融 ・保 険 業」 と続 いて いる(図 表2

-32) 。産 業 別 で は,第2次 産業 が72.2%と 第3次 産業 の66.4%を 上 回 って い る。

建設 業(N;37)

石 油 ・化 学 工 業(N=63)

鉄 鋼 ・非 鉄 ・金 属 製 造 業(N=30)

機 械 器 具 製 造 業(N=47)

その 他 製 造 業(N=57)

商 業(N=37)

金 融 ・保 険 業(N;22)

情 報 処 理 ・情 報 提 供 業(N=93)

新 聞 ・出版 業(N;18)

放 送 ・通 信 業(N=2)

そ の他 対 事 業 所 サ ー ビス(N=45)

公 共 サ ー ビス(N=126)

そ の他(N=11)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

圏保有している ロ保有していない

図表2-32イ ンハ ウス・データベースの業種別保有状況
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イ ンハ ウス ・デー タベ ース の 適用 業務 をみ る と,「 顧 客 管理 」の46.8%が トップ,

次 いで 「経 理 ・財 務管 理」の38.7%,「 販 売(営 業)管 理」 の38 .2%,「 人事 管理 」

の37.7%,と 続 く(図 表2-33)。 前 回 調査 と比べ る と,「 経理 ・財 務 管 理」 が4

位 か ら2位 へ と上 げて お り,前 々回 調査 の 結果 と同 じで あっ た。

回
答
数

顧客管理 販売(営 業)
管 理

在庫管理
生産 ・

資材管理

経理 ・

財務管理
人事管理 技術情報

件数i% 件数1% 件数1% 件劃% 件数1% 件剰%
`

件数」%
中小企業

大企業

公共サービス

53

258

84

36

127

22

67.9%

49.2%

26.2%

30

121

0

56.6%

46.9%

0.0%

18

88

1

34.0%

34.1%

1.2%

12

63

0

22.6%

24.4%

0.0%

20

115

18

37.7%

44.6%

21.4%

17

124

8

32.1%

48.1%

9.5%

8

82

11

15.1%

3L8%

13.1%

建 設 業

石油・化学工業

鉄鋼・非鉄・金属製品製造業

機械器具製造業

その他製造業

27

49

17

32

38

14

13

6

16

22

51.9%

26.5%

35.3%

50.0%

57.9%

16

19

11

15

18

59.3%

38.8%

64.7%

46.9%

47.4%

4

21

9

19

17

14.8%

42.9%

529%

59.4%

44.7%

6

16

6

17

15

22.2%

32.7%

35.3%

53.1%

39.5%

15

18

8

14

16

55.6%

36.7%

47.1%

43.8%

42.1%

18

16

7

18

14

66.7%

32.7%

41.2%

56.3%

36.8%

16

24

3

14

17

59.3%

49.0%

17.6%

43.8%

44.7%

第2次産業合計 163 71 43.6% 79
'

48.5% 70 42.9% 60 36.8% 71 43.6% 73十44.8% 74 45.4%

商 業

金融・保険業

情報処理・情報提供業

新聞・出版業

放送 ・通信業

その他対事業所サービス

22

18

55

17

1

29

16

16

35

7

1

13

72.7%

88.9%

63.6%

41.2%

100.0%

44.8%

13

9

32

4

1

9

59.1%

50.0%

58.2%

23.5%

100.0%

31.0%

10

2

13

3

0

5

45.5%

11.1%

23.6%

17.6%

0.0%

17.2%

2

0

8

1

0

1

9.1%

0.0%

14.5%

5.9%

0.0%

3.4%

13

7

24

4

0

12

59.1%

38.9%

43.6%

23.5%

0.0%

4L4%

14

7

21

5

1

16

63.6%

389%

38.2%

29.4%

100.0%

55.2%

2

0

8

0

0

4

9.1%

0.0%

14.5%

0.0%

0.0%

13.8%

第3次産業合計 142 88 62.0% 68 47.9% 33 23.2% 12 8.5% 60 42.3% 64 45.1% 14 9.9%

公共サービス

その他

.84

6

22

4

26.2%

66.7%

0

4

0.0%

66.7%

1

3

L2%

50.0%

0

3

0.0%

50.0%

18

4

2L4%

66.7%

8

4

9.5%

66.7%

11

2

13.1%

33.3%

合 計3951851468%1511382%1・7271%7519・%1531387%149377%1011256%

図表2-33イ ンハ ウス ・データベースの主な適用業務(複 数 回答)

これ を企 業規 模別 にみた のが 図表2-34で あ る。 多 くの項 目で 大 企業 の適 用 業

務 利 用率 が 中小企 業 のそ れ を上 回 って いるが,ト ップの 「顧 客管 理 」で は 中小企 業

の利 用率 が勝 ってお り,前 回調 査 にお いて も同様 で ある。大 企 業 の利用 率 が 中 小企

業 のそれ と大 き くか け離 れ て い るの は,「 顧 客管 理 」(18.7ポ イ ン ト差),「 技 術情

報 」(16.7ポ イ ン ト差),「 人事 管 理」(16.0ポ イ ン ト差)で あ り,企 業 規模 に よ り

イ ンハ ウス ・デー タベー ス の利 用 目的,保 有 に違 いが ある ことがわ か る。

業 種別 にみ る と若干 ば らつ きが み られ る。 「顧客 管理 」で は,第3次 産 業が62 .0%

と第2次 産 業 の43.6%を 上 回 っ てお り,個 別 業種 で み る と ,回 答 が1社 の 「放 送 ・

通 信 業」を除 いて 「金融 ・保 険 業 」が88.9%と 最 も高 い。次 いで,「 商 業 」(72 .7%),

「情報 処 理 ・情 報提 供業 」(63 .6%)と 続 いて い る。 「販 売(営 業)管 理」で は 「鉄

鋼 ・非鉄 ・金 属製 品 製造 業」(64.7%),「 建 設 業」(59.3%),「 商 業」(59 .1%)が
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高い。 「販売(営 業)管 理」「人事管理」および 「経理 ・財務管理」にお いては,第

2次 産業 と第3次 産業の差はほとん ど無い。個別業種では 「建設業」が他の業種 に

比べ高い傾向がでている。「在庫管理」,「生産 ・資材管理」では,当 然の ことなが

ら第2次 産業が第3次 産業を大き く上回っている。

顧客管理

経理・財務管理

販売(営 業)管理

人事管理

在庫管理

技術情報

生産・資材管理

0%10%20%30%40%50%60%70%80%

図表2-34企 業規模別インハウス ・データベースの主な適用業務(複 数回答)

イ ンハ ウ ス ・デ ー タベ ー ス の 利 用 部 門 につ い て は,「 営 業 部 門 」 で の 利 用 が

55.3%で トップ,次 いで 「経 理 ・財 務 部 門」(49.6%),「 総務 部 門」(45.8%),「 研

究 部 門 」(32.8%),「 企 画部 門」(30.4%)と 続 く。 これ を企 業規 模 別 にみ た のが 図

表2-35で ある。 大 企 業 と中小企 業で 利 用格 差 が著 しいのが 「研 究 部 門」(22.8

ポ イ ン ト差),「 企画 部 門」(21.6ポ イ ン ト差),「 特 許 部 門」(18.7ポ イ ン ト差)で,

いず れ も大企 業 の利 用 率が 大 き く上 回って い る。

イ ンハ ウス ・デ ー タベー ス の構 築 年 度 につ いて集 計 した もの が 図 表2-36で あ

る。 これ をみ る と,イ ンハ ウス ・デ ー タベー スの 構築 時期 は1998年 が最 も多 く,

延 べ 件数1,186件 の うち14.7%を 占めて いる。 企業 規模 別 に構 築 時期 の 推移 をみ

る と,大 企業 で は1990に 一度構 築 の ピー クが あ り,そ の 後下 火 にな り,1995年

に再 び1990年 の水 準 に まで 回復 した後 は なだ らか なが ら構 築 が 進 む とい う軌 跡 を

辿 って い る。一 方,中1」 、企業 で も大 企業 と同様 に1990年 に構 築 の ピー ク を迎 え,

1994年 ～1995年 にか けて急 激 に構 築 気運 が高 ま り,1996年 以 降 はや や 伸 びが鈍

化 す る と い う傾 向 に ある。
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図表2-35企 業規模別イ ンハウス ・データベースの利用部門(複 数 回答)
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図表2-36イ ンハ ウス ・データベースの構築年度別割合 とその合計
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(2)イ ンハ ウス ・データベースの西暦2000年 問題対策状況

早急な対策が急がれていたコン ピューターの西暦2000年 問題 について,保 有す

るインハ ウス ・データベースに対する対策状況 を調査 した。先 に挙 げた適用業務 ご

との対策状況 は図表2-37に 示すとお りである。誤作動をきた した場合に影響の

大 きい 「顧客管理」「販売(営業)管理」 「物流管理」 「在庫管理」 「生産 ・資材管理」

「人事管理」「経理 ・財務管理」では,「 対策済み」 と 「実施 中」を合わせた割合 は

8割 か ら9割 に達 してお り,取 り組みの姿勢 としては良好であった といえる。ただ,

「実施中」 との回答比率が約1割 もあった ことは,対 策が完了 しないまま2000年

を迎 えたシステムも少なか らずあったことは容易に想像できよう。

顧客管理

販売(営業)管理

物流管理

在庫管理

生産・資材管理

マーケティング情報

新聞/雑誌記事(索引)

製品情報

人事管理

経理・財務管理

特許業務

技術情報

資料情報

社内の動き

取引先情報

その他

魏〃
巨

797

一

騒璽841

一

隆i蚕2 8

一

霧預870

一

糎70

一

凝ぎ黍7 0

一

隆笏運70 8

一

黙8

一

隆麟83 3

-

宏髪癖82 9

勝議 璽71 7

一

闇 運70 7

一

豪"総'64

一

霧懸800

一

隆織麸780

一

霧瓶 黙 黙590

0% 20% 40% 60% 80%

3.4

2.9

2.1

4.3

100%

口対策済み ロ実施中 ■計画中 ロ計画なし □必要なし 日その他

図 表2-37イ ンハ ウス ・デ ータ ベー スで の西暦2000年 問題 対策 状 況
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(3)イ ンハ ウス ・データベースの格納状況 とアクセス環境

イ ンハ ウス ・データベースの格納状況については,図 表2-38に 示す とお り,

「RDBMS」 が回答企業295社 の うち80 .0%の 企業が導入済み と回答 している。

前回調査 に比べ0.3ポ イ ン ト減 となったが,依 然として導入率は トップである。次

いで,「 グループウェア」が前回調査比1.6ポ イン ト増 の65.1%,「 イ ン トラネ ッ

ト」が同12ポ イ ン ト増の63.3%と なってお り,企 業での導入率がかな り高まって

いる様子がわかる。さ らに,こ の両者は導入予定を含めるとrRDBMS」 に肉薄

する勢いであ り,今 後の期待の高 さを感 じさせ る。一方,最 近話題 となっている 「デ

ータウエアハウス」では
,導 入率が22.5%と 前回調査か ら2.2ポ イ ン ト増 にとど

まってお り,本 格的な普及には まだ遠い。ただ,導 入予定あ りとの回答 は5項 目中

最 も高いことか ら,今 後の伸びが注 目される。

RDBMS(N=295)

グル ープウェア(N=295)

イン トラネット(N=308)

デ ータウエアハウス(N=222)

オ ブジェクト指向DBMS(N;215)

0% 20% 40% 60% 80% 100%一
図 表2-38イ ンハ ウス ・デ ータベ ー スの格 納 状 況

次 に,イ ンハ ウス ・デー タベー ス へ のア クセ ス環 境 と して使 っ て いる社 内通 信 シ

ス テ ム につ いて は,「 社 内LAN」 が94.6%で トップで あった(図 表2-39)。 「社

内LAN」 は前 回調 査 にお いて4.7ポ イ ン ト増 と伸長 し,今 回調査 で も1.5ポ イ ン

ト増 とな って お り,ほ とん どの 回答 企業 にお いて社 内LANが 整備 されて いる と見

て よ い。 「イ ン ターネ ッ ト」 も前 回 調査 比1.6ポ イ ン ト増 の75.8%と 伸び て お り,

回答 企 業 の4分 の3が 利用 して い る。一方,導 入 率 は それ ほ ど高 くはな い もの の,

「モバ イル ・コ ン ピュー テ ィ ング」(29 .7%)も 前 回調査 比1.9ポ イ ン ト増 と伸 び て

お り,さ らに導入 予定 も23.2%と 最 も高 く,い ずれ 半数以 上 の 回答企 業 が利 用 す

る と見 られ る。モバ イル ・コ ン ピュー テ ィ ン グの高 ま りによ り,屋 外 か ら携 帯情 報
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端末経 由で 自社のデータベース にアクセスし利用する形態が 日常的になる 日はま

す ます近づ いて来ている。

社 内LAN(N=386)

VAN(N=235)

イン タ ー ネ ット(N=314)

エクストラネット(N=230)

モバ イル ・コンピューティング(N=259)

　
幻

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

■導入済み ロ導入予定あり ロ導入予定なし

図表2-39イ ンハ ウス ・デ ータ ベ ースの ア ク セス 環境

(4)社 外 の ネ ッ トワー ク との接 続

イ ンハ ウ ス ・デ ー タベー ス を社 外の ネ ッ トワー ク と接 続 して いる企 業 は 回答387

社 の うち24.8%で あ った。 これ は 前回調 査 と比べ4.3ポ イ ン トの減 少 で,こ れ ま

で,社 外 へ の ネ ッ トワー ク接続 率 は高 ま る傾向 にあ った ものが,今 回 はやや トー ン

ダ ウ ン して い る。

企 業 規模 別 にみ る と,中 小 企業 が13.5%(前 回調査 比8.9ポ イ ン ト減),大 企 業

が20.5%(同6.4ポ イ ン ト減),公 共 サー ビス が45.7%(同3ポ イ ン ト増)と なっ

てお り,公 共 サー ビスの 接続 率 が高 い こ とがわ か る。

産 業別 にみ る と,第2次 産 業が20.0%と 第3次 産 業 の17.8%を や や 上回 っ て い

る。業 種別 にみ る と,回 答 が1社 の放 送 ・通信 業 を除 くと 「新 聞 ・出版 業」の31.3%

が最 も高 く,「 機械 器 具製 造 業」 の29.4%,「 石 油 ・化 学 工業 」 の26.0%が これ に

続 いて い る。 逆 に,「 金融 ・保 険業 」 は0%,「 鉄 鋼 ・非鉄 ・金 属 製造 業 」 は5.9%

ときわ め て少 なか った。

デ ー タ 流通 の相 手 先 を示 した ものが 図表2-40で あ る。 「関 連会 社/子 会社 」が

46.6%と 最 も高 く,前 回調査 に比べ5.8ポ イ ン ト減 少 して お り,次 いで,「 資材 調

達 先(部 品/材 料)」が20.5%(同1.4ポ イ ン ト減),「 販売 代 理店 ・小 売店 」が15.9%

(前 回調 査 比6.8ポ イ ン ト減)と な って い る。 「物流 委託 先 」 と 「生 産委 託 先」 も

前 回調査 に比 べ減 少 して い る。

一39一



この原因については,前 回233件 あった回答 が,今 回は88件 と激減 してお り,

例年 に比べて回答の分布 に偏 りがでたため と見 られる。

回答数

関連会社/
子会社

販売代理店・
小売店

資材調達先
(部品/材 料)

物流委託先 生産委託先 その他

件数 % 件数 % 件数 % 件数 % 件数 % 件数 %

中小企業

大企業

公共サービス

6

48

34

4

30

7

66.7%

62.5%

20.6%

0

14

0

0.0%

29.2%

0.0%

0

18

0

0.0%

37.5%

0.0%

0

6

0

0.0%

12.5%

0.0%

0

6

0

0.0%

12.5%

0.0%

2

15

27

33.3%

31.3%

79.4%

1合 計18814146・6%11415.・%1182・.・%166.・%166.・%1445・.・%1

図表2-40デ ータ流通の相手先
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3.デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス の現 状

「デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス実態 調査(ベ ンダー編)」 の集 計結 果 を もと に,わ が国 に

お け るデ ー タベ ー ス ・サ ー ビス業 の現状 につ いて紹 介す る。

この調査 は,1999年10月 に 「平成10年 度 デ ー タベ ース台 帳総 覧」 の収 録企 業等

198社 を対 象 と して,1998年 度 にお ける商 用 デー タベ ー スの提 供実績 な ど につ いて

ア ンケー ト方 式 で 実施 した もので あ る。有効 回答 は121社(回 収 率61.1%)で あ った。

3.1デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス事 業者 の属性

(1)業 種

デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス事 業 者 の一 般 的 業種 は,「 情 報処 理 ・情 報 提 供 業 」 が

42.1%,次 い で 「公 共サ ー ビス 」が23.1%で あ った。 「公共 サ ー ビス」には,調 査 ・

研 究 機 関等 も含 まれ る。 他 には,「 新 聞 ・出版 業」(19.8%),シ ンク タ ン クや 広 告

な どの 「そ の 他 対事 業所 サ ー ビス業」(8.3%)な どが 続 いて い る。数 値 的 に は少 な

いが,そ の他 製造,商 業分 野 の企業 よ り回答 が得 られた こ とか らも,さ ま ざまな業

種 が デー タベ ー ス ・サ ー ビス業 に参 入 して いる こ とが わか る(図 表3-1)。

商業2件

(1.7%

そ の他製造

3件(2.5%)

そ の他 対事業所

サービス

10件(8.3%)

機械器具製造業 石油化学工業
1件(0.8%)1件(0・8%)

放送 ・通信 業

1件(0.8%)

情 報 処理 ・

新 聞・出版 回答件数 情 報提供業

24件(19.8%121社51件(42・1%)

公 共サービス

28件(23.1%)

(注1):「 そ の 他 製 造 業 」は 、食 品 工 業 、繊 維 ・紙 ・パ ル プ業 、ガラス ・土石 製 品 、印 刷 業 、そ の他 製 造 業 を含 む 。

(注2):「 商 業 」は 、卸 業 、商 社 業 、小 売 業 、飲 食 業 を含 む 。

(注3):「 そ の 他 対 事 業 所 サ ー ビス は 、不 動 産 、運 輸 ・倉 庫 、電 力 ・ガス、シンクタンク、広 告 、そ の 他 サー ビス業 を含 む。

図表3-1回 答企業の業種分布
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(2)サ ー ビス業態

デー タベース ・サー ビスの業態 には,以 下 のよ うな様々な形態がある。

① データベースを作成するプ ロデ ューサー

② データベースの流通を担 うディス トリビューター

③顧客の要請 に応 じてデー タベースを検索 し,情 報を提供する代行検索業(イ ン

フォメー ション ・ブローカー)

④ プ ロデ ューサーやディス トリビューターの権利業務や販売業務を代行する代

理店

⑤他のデ ィス トリビュー ターのホス トに接続 して広範なデータベースへのアク

セスを提供す るゲー トウェイ

データベース ・サー ビス企業 には,こ うした多様な業態の1つ を専門的に行 う

専業社 と複数の業態 を行 う兼業社がある。

回答121社 の業態分布 をみると,最 も多 いのは,「 プロデューサー」で30.6%,

次いで 「プロデューサー兼ディス トリビューター」で24.0%と なっている(図 表

3-2)。 「プロデューサー兼デ ィス トリビューター」という兼業形態が多 いのは,

わが国データベース業の特色で もある。次 いで,「 代行検索業」の13.2%と なって

いる。

なお,専 業/兼 業 を含めて重複カウン トする と,① プロデ ューサー87社,② デ

ィス トリビューター51社,③ 代行検索業29社,④ 代理店17社,⑤ ゲー トウェイ

8社 となる。

プロデューサー兼

代理店3件(2.5%

プ ロデューサー兼 ディス

トリビューター兼代行 検

索業3件(2.5%)

プ ロデューサー兼代行

検索業4件(3.3%)

そ の他

20件(16.5%)

"
イス トリビ ュー タ

9件(7.4%)

代行検 索業

16件(13.2%)

プ ロデューサー

37件(30.6%)

プ ロデューサー兼

ディストリビューター

29件(24.0%)

図表3-2回 答企業のサー ビス業態分布
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(3)そ の他(資 本金,年 商,従 業 員)

回 答企 業 の資 本金 規模 分布 は,最 も多 いのが 「5,000万 円以 上5億 円未 満 」の

43.0%で あ る。 次 いで,「5,000万 円未満 」 の28.1%で あ り,両 者 を合 わせ る と7

割 以 上 を 占め る(図 表3-3)

その他

7件(5.8%)

20億 円 以上

50億 円未 満

4件(3.3%)

5億 円 以上

20億 円未 満

3件(10.7%)

無 回 答

11件

(9.1%)

回答件数
121社

5,000万 円未 満

34件(28.1%)

5,000万 円 以上

5億 円未満

52件(43.0%)

(注)非 営利法人においては、基金、出資金等

図表3-3回 答企業の資本金分布

回答企業 の年商規模では,「10億 円以上50億 円未満」が2L5%,以 下,「1億 円

以 上5億 円未満」(20.7%),「100億 円以上500億 円未満」(19.0%)と 続 き,こ

の3ク ラスで全体の6割 強 を占める(図 表3-4)。

なお,こ こで いう年商規模 とは,回 答企業の主業務を含む総売上高であ り,デ ー

タベースそ のものの売上高ではない。

回答企業の従業員規模分布をみ ると,「5人 以上20人 未満」と 「20人 以上50人

未満」が同率で最も多 く19.8%,次 いで 「50人以上100人 未満」が15.7%,「300

人以上1,000人 未満」が13.2%と 続いているが,従 業員規模 による構成比分布は

均一的であるといえる(図 表3-5)。 すなわち,大 企業や中小企業な ど多様な従

業員規模の企業がデータベース業 に参入 していることがわか る。
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聯 頴 罐盤上
2件(1.6%)

無 回 答14件500億円 以上

(11.6%)1
,000億 円未満

3件(2.5%)

1,000億 円 以上

5,000億 円未満

6件(S.0%)
5億 円以 上

10億 円未満

10件(8.2

1億 円 未満

11件(9.1(※

回答件数
121件

10億 円以上

50億 円未満

26件(21.5%)

100億 円以 上

500億 円未満

23件(19.0%)

1億 円 以上

5億 円未 満

25件(20.7%)

(注)銀行・証券は営業収益、保険は正味保険料収入、
非営利法人においては年間事業費、歳入額等。

図表3-4回 答企業の年商規模分布

5,000人 以上1万 人未満

2件(1.7%)無 回答3件(2・5%)

5人 未 満6件(5.0%)

1,000人 以

5,000人 未 満

2件(9.9%)

100人 以 上

300人 未 満

15件(12.4%)

300人 以 上

1,000人 未 満

16件(13.2%)

5人 以 上20人 未満

24件(19.8%)

回答件数
121件 20人 以上

50人 未 満

24件(19.8%)

50人 以 上

100人 未満

19件(15.7%)

(注)学校の場合は常勤教員数、
官庁の場合は関係庁部署の定員数。

図表3-5回 答企業の従業員数分布
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3.2デ ータ ベー ス ・サ ー ビスの位 置 づ け

兼業が多いデータベース ・サービス業者に自社 におけるデータベース ・サー ビス業

務 の位置づけを質問 した。「現在主力 ビジネス と考えている」 と回答 したベ ンダー は

41。2%で ある(図 表3-6)。 一方,「 将来主力ビジネスと考えている」と回答 したベ

ンダーは52.1%と,現 在 に比べて上昇が見込 まれているが,前 回の調査(1998年10

月)に おいては,現 在45.4%,将 来52.8%と 現在 を主力 とする見方が下がった分だ

け上昇幅が広が った ものであ り,経 年変化でとらえるとわずかではあるが,ど ちらも

減少傾向にある。これ らの要因 として,社 会 ・経済的に明るい見通 しが立てにくい状

況 による ものなのか,あ るいはデータベース ・サー ビス業その ものに起因す るものか

判断が分かれるところであるが,経 年的にみてマイ ン ド自体がやや トー ンダウンして

いる点は否めない。

現 在(N=119)

将 来(N=108)

0% 10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

田主力ビジネスと考えている 囲主力ビジネスとは考えていない ロその他

図表3-6デ ータ ベ ース ・サ ー ビスの位 置 づ け

業 態別 に これ らの位 置づ けの意識 をみて み る と,「 現在 主 力 ビ ジネ ス」 とい う回答

は,プ ロデ ュー サ ー兼 デ ィ ス トリビュー ター が トップで39.3%,将 来 も50.0%と 増

加 して い る(図 表3-7)。 プ ロデ ューサ ー にお いて は現在 が30.6%で,将 来が47.2%

と大 き く増 加 して いる。代 行検 索 業 にお いて は,現 在 の37.5%か ら将 来 は43.8%と

比 率 を上 げて は い るが社 数 に して1社 増えて いるだ けで あ る。

また,業 態 系統 別(そ れ 自体 の業 態 のみ,も し くは他 業態 との兼 業 を含 め た複 合業

態 別)に つ いて み て み る と,「 主 力 ビジネ ス」 と考 え る回答 は プ ロデ ュー サー 系(現

在40.0%→ 将 来50.6%),デ ィス トリビュー ター 系(現 在48.0%→ 将来60.0%)に

お いて 高 い将 来 見 通 しを して い る一方,代 行 検 索 業系(現 在55.2%→ 将 来55.2%),

代 理 店 系(現 在64.7%→ 将 来64.7%)が 横 ば いの 状況 を示 して い る。 この よ うに,

デ ー タ ベー ス業 に対す る将来見 通 しは業態 によ って若干 の温度 差 が ある よ うで ある。
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囲
プ ロデ ュー サ ー(N=36)

プ ロデューサー兼 ディストリビューター(N=28)

代 行 検 索 業(N=16)

圏
プ ロデ ュー サー(N=36)

プ ロデューサー兼 ディストリビューター(N=28)

代 行 検 索 業(N=16)

0%

(注)回 答 件 数10件 以 上のみ図示

図 表3三7

20% 40% 60% 80%

6%

100%

ロ主力ビジネスと考える 口主力ビジネスではない ロその他

現在 ・将来のデータベース ・サー ビスの位置づけ
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3.3デ ー タ ベー ス ・サ ー ビスの 売上 高

デー タベース業の売上高に関する公式統 計資料 と しては,通 商産業省の実施する

「特定サー ビス産業実態調査 ・情報サー ビス編」の中にカテゴライズされている。そ

れ によると1998年 のわが国のデータベース ・サー ビス業の売上高 は2,910億 円(対

前年比12.9%増)で あった。

ここで は,上 記統計による実数の売上高とは別の観点か ら,デ ータベース ・サービ

ス業の動向 と今後5年 間の展望 とを分析 してみたい。視点 としては,次 に挙げる6つ

である。

① 回答企業の総売上高に占めるデータベース ・サー ビス売 り上げ割合

②データベース売上高の国産デー タベースと海外データベースの売上高比率

③データベース提供方法別の売上高比率(オ ンライ ン,イ ンターネ ッ ト,CD-ROM,

MT・MO,そ の他)

④データベース売上高の対前年比伸び率

⑤今後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(企 業 レベル)

⑥今後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(業 界 レベル)

(1)総 売上高に占めるデータベース売上高

前項 の主力 ビジネスかどうかを問 う設問がデータベース事業者 にとっての主観

的な事業性 ・将来性 を測 る指標 とすれば,こ の売上高比率はよ りそ の客観的な現状

を示す重要な指標 となる。

全 体(N=86)

(平 均 値;26.4%)

プ ロデ ュー サ ー(N=21)

(平 均 値;23.2%)

プ ロデューサー兼 ディストリビューター(N=19)

(平 均 値;31.0%)

代 行 検 索 業(N=12)

(平 均 値;15.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ロ1%未 満 圏1%～5%国5%～10%ロ10%～15%ロ15%～50%Z50%～70%目70%～90%ロ90%以 上

図表3-8総 売上高に占めるデータベースの売上高比率分布
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図表3-8に 示す とお り,総 売 上 高 に対 す る割合 平 均 は26.4%で あ り,前 回 調

査 と同割 合 とな った 。売 上高 比率 の 社数 の分布 をみ る と,最 も多 いの は 「1%未 満 」

の27.9%,以 下 「15～50%」 の17.4%,「1～5%」 の11 .6%,「10～15%」 「90%

以 上」の10.5%と 続 いて い る。10%未 満 の合 計 は,48.8%と な り前 回調 査 よ り0.2

ポ イ ン ト増 加 とほ とん ど構成 に は変化 が な か った。

業 態別 に社 数 の構成 比 をみ る と,プ ロデ ュー サ ー の売 上 高比率 の うち,10%未

満 の構成 比 が例 年 よ りもやや そ の比 率 を下 げては い る ものの依 然 と して61.9%と

高 い。 また,プ ロデ ュ ーサ ー 兼 デ ィ ス トリビュー ター にお いて も,10%未 満 の構

成 比が57.9%に 達 して い る こ とも全体 の比率 の低 下 に影 響 して い る。

(2)デ ータベース売上高の国産 と海外 の比率

データベース売上高に占める国産データベースの売上高比率は,87.8%と 前回調

査(88.6%)と 比べてあま り大きな変化 はみ られない(図 表3-9)。 海外データ

ベースの平均は12.2%で あるが,そ の売上高比率 も10%未 満のベ ンダーが76.8%

と偏 りも大き く,限 られたベンダーにお ける売上げが多 いといえる。1988年 に調

査 を開始 して以来,国 産の売 上高比率はほとんど85%以 上を維持 してお り,「デー

タベース台帳総覧」の収録企業各社 にとって国産データベースが売上高の主力であ

ることに変わ りはない。海外製の需要 とは別 に国産デー タベースの需要 は基本的に

は伸長 してお り,サ ー ビス ・メニュー次第で潜在需要 もまだ多 いともいえる。

業態別 に国産の売上の割合をみ ると,プ ロデューサーの100%は 当然 として,プ

ロデューサー兼ディス トリビューターで99.3%(前 回調査97.8%),代 行検索業で

73.1%(77.1%)と なっている。

全体(Nニ99)

プロデ ュー サ ー(N=27)

プロデューサー兼 ディストリビューター(N=20)

代行検 索業(N=15)

0% 20% 40% 60% 80%

0.7%

100%

團国産 データベース 幽海外デ ータベース

図表3-9デ ータベ ースの売上高構成比(国 産 ・海外)
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(3)デ ー タベ ース の提 供方 法別 売 上高 比率

こ こで は,デ ー タ ベー スの提 供方 法 別 に売上 高 の割 合 につ いて み てみ る。前 回 ま

で の提 供 方法 の区分 は,① オ ンライ ン,②CD-ROM,③MT・MOな ど,④ そ の

他 の4区 分 で あ ったが,今 回調査 よ り「イ ンター ネ ッ ト」を新 た に加 え集計 して い

る。

図表3-10に 示す とお り,国 産/海 外 デー タベ ー ス と も例 年 どお りオ ンライ ン

が トップ とな ってお り,国 産 デー タベー ス につ いて は,こ こ数 年50%前 後 で推 移

して い るが,今 回 は32.1%と 前年 の49.6%に 比べ大 幅 にダ ウ ン して いる。これ は,

今 回 の 新 設 区 分で あ るイ ンター ネ ッ トに よ るオ ンライ ン検 索 の 部 分(17.3%)が 前

回 の オ ン ライ ンか ら分 離 した ため で あ る。一方,「CD-ROM」 で は前 回 調査 に比 べ

0.6ポ イ ン ト増 の20.9%と ほ とん ど変 わ らなか った。か つて の よ うな 大 きな伸 長 は

み られ な いが,20%台 は維持 して いる。 また,MTやMOは 前 年 比0.5ポ イ ン ト

減 とCD-ROMと 同様 に あま り変 化 を見 せ ていな い。

海 外 デ ー タベ ース にお いて は,例 年,国 産よ りもオ ン ライ ン比率 が 高 く,こ こ数

年55～70%の 範 囲で 推移 して いる。今 回は 国産 デ ー タベー ス と同 じくイ ンター ネ

ッ トの分 を含 め た前年 の69.7%よ り27.5ポ イ ン ト減少 して いる がイ ンター ネ ッ ト

の21.5%を 合 わせ れ ば63.7%と な り前 年比6ポ イ ン トの マイ ナ ス に と どまって い

る。 この マイ ナ ス分 は,年 々上昇す るCD-ROM(16.4%,前 年11.4%),MT・MO

な ど(4.2%,前 年1.0%)の 増 加分 に回 って いる とみ られ よ う。

国産デ ータベース(Nニ86)

海外データベ ース(N=30)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

1図 オンライン 國インターネット ロCD-ROM■MT・MOな ど 図その他

図表3-10提 供方法別のデータベース売上高比率

(4)デ ータベース売上高の対前年比伸び率

今 回調査の回答89社 におけるデー タベース売上高の対前年比伸び率の平均は

12.2%で あった(図 表3-11)。 前回調査 の16.3%よ りやや減少 した。前年調査で

下降傾向が止 まったか に見えた伸び率 も,今 回再び下がってきたの を見 ると,い ま

だ景気の回復が軌道に乗 りきらない ことの影響 もあるとみ られ よう。対前年比伸び

率が 「減少」 したベ ンダーの割合は前回調査よ りも著 しく増加 し(9.2%→21.3%),

10%以 上の2桁 成長 となったベンダーの割合も減少(44.6%→33.7%)し た ことが
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売上高伸び率を押 し下 げている大きな要因 とな っている。

回答社数が10社 以上の業態 について伸び率 をみ ると,プ ロデューサーが20.7%,

プロデューサー兼ディス トリビューターが5.3%,代 行検 索業は売上高の減収 を示

すマイナス6.8%と なった。前回調査で伸び率が 「減少」して27.3%で あった代行

検索業は,今 回も前年の2倍 以上の58.3%に も達 し,こ れが代行検索業の平均伸

び率 をマイナスにしている最大要因 となっている。

全体(N=89)

(平 均 値;12.2%)

①

)

ヨ

%

N

7

一

20

↓

値
ユ
均

デ

平

ロ

(

プ

プ ロデ ューサー兼 デ ィストリビューター(N=22)

(平 均 値;5.3%)

代行検 索業(N=12)

(平 均 値;-6.8%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■減 少 日変化 なし ロ10%未 満Z10%以 上20%未 満 日20%以 上30%未 満

030%以 上40%未 満 日40%以 上50%未 満 団50%以 上60%未 満 ■60%以 上70%未 満 日70%以 上

図表3-11デ ータベース売上高の対前年比伸び率分布

(5)今 後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(自 社 レベル)

自社 にお ける今後5年 間のデータベースの売上高が どのくらい伸びるかを予測

してもらったところ,回 答94社 の平均は年率15.5%で あった(図 表3-12)。 これ

は前回調査よ り0.1ポ イ ン ト減にすぎず,ほ ぼ同 じと考え られ,前 回同様今後 の予

測マイ ン ドとして,引 き続き高い成長を期待す るベ ンダーが多いといえる。

平均伸び率の分布 をみると,「10%未 満」の安定的な成長を見込んでいるベ ンダ

ーが29 .8%と 約3割 を占めて最 も多 いが,「 減少」「変化なし」を除いた 「成長」す

る と回答 したベ ンダーの割合 は69.1%と 前回調査 の77.8%よ り8.7ポ イン トも下

がってお り,全体的には経済環境の厳 しさを反映 してかデータベース事業の将来性

に対 し弱気な姿勢が うかがえる。業態別 にみると,プ ロデューサー は 「成長」が

70.3%(前 回調査75.0%),プ ロデューサー兼デ ィス トリビュー ターは54.6%(同

73.3%),及 び代行検索業も54.6%(同66.6%)と なってお り,プ ロデ ューサー兼ディ

ス トリビュー ター,代 行検索業の成長見通 しについてはプロデューサーよ りも楽観

的で はないように見える。データベース生産者で ある 「プロデ ューサー」に比べ,

流通や付帯的なサー ビスを提供す るディス トリビューター,代 行検索業 にお いて こ

こ数年のイ ンターネ ッ トの急速な普及,ま たエ ン ドユーザーコンピューティングに
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よる利用形態の変化や経 費削減による外部への支出の抑制な どで今後 の見通 しは

厳 しくなる ことが予想される。

全体(N=94)

(平均 値;15.5%)

プ ロデ ュー サ ー(N=27)

(平 均 値;29.7%)

プ ロデ ューサー兼 デ ィストリビューター(N=22)

(平 均 値;1.9%)

代行検 索業(N=11)

(平均 値;3.8%)

0%

国減少

■20%以 上30%未 満

団60%以 上70%未 満

20%40%60%80%100%

囲 変 化 なし ロ10%未 満 ロIO%以 上20%未 満

日30%以 上40%未 満 團40%以 上50%未 満050%以 上60%未 満

Z70%以 上

図表3-12今 後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測分布(自 社 レベル)

(6)今 後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(業 界 レベル)

ここでは,業 界全体の売上高の予測 を回答 して もらった。87社 の回答 の平均 は

21.6%で あ り,前 回調査 と比較 して3.5ポ イン ト増 となっている(図 表3-13)。

全 体(N=87)

(平 均値;21.6)

プ ロデ ュー サ ー(N=22)

(平 均 値;26.7%)

プロデューサー兼 ディストリビューター(N=20)

(平 均 値;13.4%)

代 行 検 索 業(N=11)

(平 均 値;33.1%)

0%

11

10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

0減 少 圏 変 化 な し ロ10%未 満 口10%以 上20%未 満 ■20%以 上30%未 満

030%以 上40%未 満 目40%以 上50%未 満 ロ50%以 上60%未 満N60%以 上70%未 満Z70%以 上

図表3-13今 後5年 間のデータベース売上高の年間平均伸び率予測分布(業界レベル)
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業態別 にみ る と,プ ロデ ュー サ ーが26.7%,プ ロデ ューサ ー 兼デ ィス トリビ ュ

ー ターが13 .4%,代 行検 索 業 が33.1%と な って い るが,前 項 の 自社 レベ ル の場 合

と同様 に 「減 少」「変 化 な し」を除 いた 「成長 」回答 の割 合 を前 回 と今 回の調 査結 果 を

比較 して み る と,プ ロデ ューサ ー が89.4%→90。8%,プ ロデ ューサ ー兼 デ ィス ト

リビュー ター が92.9%→85.0%,代 行検 索 業91.7%→72.8%と な ってお り,プ ロ

デ ューサー の み前 年 よ り増え て い る もの の 上昇 幅 は わず かで,プ ロデ ュー サー 兼 デ

ィス トリビュー ター,代 行検 索 業 はか な り大 き くダ ウ ンして い る。従 って 業界 全 体

の将来 の見 通 しにお いて も飛 躍 的な展 望 は難 しそ うで ある。

●
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3.4期 待 す る メデ ィ ア

ここでは今後5年 間で最 も成長が期待されるデータベースの提供 メデ ィア3つ と

そ の成長率の回答結果 を分析する。

(1)期 待 されるメディア

今後5年 間で最 も成長が見込 まれるデータベースの提供メディアは,こ こ数年来,

急速な伸びを見せている 「イ ンターネ ッ ト」であ り,今 回調査 において も前回よ り

若干割合が上昇 し,95.4%と 依然 として高い期待が寄せ られている(図 表3-14)。

それに次 ぐのが前年2位 の 「CD-ROM」 を押さえて 「個 人向け携帯型情報機器(携

帯電話,モ バイルコンピューター,PDAな ど)」が48.6%と 前年よ り20ポ イ ン ト

以上 も増加 して上が ってきている ことか ら,1999年 に開始 され た 「iモー ド」「EZ

Web」 など一般消費者向け情報サー ビスの メニュー充実が著 しく,な お増加 し続 け

る多機 能携帯電話 に事業者 の期 待 も高 まって いる。 「CD-ROM」 は逆 に前年の

40.9%か ら28.4%に 下 げ3位 に後退 した。4位 には 「光磁気ディスク(MO),DVD」

と「衛星通信利用のサー ビス」が ともに22.0%で 並び,「CATV利 用のサー ビス」も

前回の14.0%か ら16.5%と 伸ば し,5位 にランクされた。「個人向け携帯型情報機

器(携帯電話,モ バイルコンピューター,PDAな ど)」が急激 に伸びた影響か らか,

「現行のオンラインデー タベース ・サー ビス」「新た に登場するパ ッケージ型媒体」

な どは,前 年の割合よ り大きく落 ち込み,ベ ンダー は「ネ ッ ト接続可能 なモバイル

機器」へのサー ビスに焦点をあてているようだ。

インターネット

個人 向け携帯型情 報機器

CD-ROM

光 磁 気ディスク、DVD

衛 星通信利 用のサービス

CATV利 用 のサービス

パソコン通信 によるデータベース利用

現行 のオンライン・データへ'一ス・サービス

新たに登場するパッケージ型媒体

MT(磁 気 テープ)

.4%

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

図表3-14今 後5年 間で最 も成長が期待 されるメディア(N=109:複 数回答)
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(2)予 想される伸び率

期待される主要な メデ ィアの年平均成長率の予測 をみると,図 表3-15に 示す

とお り,最 も高いものか ら順 に 「イ ンターネ ッ ト」「個 人向け携帯型情報機器」「衛

星通信利用のサー ビス」 「光磁気デ ィスク(MO),DVD」 とオ ンライン系メデ ィアが

多 く,上 位を占めて いる。

これ らメディアの成長率 を経年変化で比較すると,前 々回調査,前 回調査,今 回

調査の順 に 「イ ンターネッ ト」が44.g%→47.5%→64.8%,「 個人向け携帯型情報　
機器」が40.0%→68.3%→60.5%,「 衛星通信利用のサー ビス」が28.5%→44.8%

→55 .3%と 「個人向け携帯型情報機器」が今 回はやや下げた もののオンライ ン系メ

デ ィアの成長率予測 は確実 に上昇する傾向がみて とれる。これは個 人向 け携帯型情

報機器,衛 星通信な どが これか ら本格的な普及期 に入 ることをにらんで,デ ータベ

ー ス ・サー ビスの提供メディアとしての期待 の表われ ととらえることができよ う。

なお,図 表3-16は 前項で期待の高か ったメディア上位5位 まで の今後5年 間

における年平均伸び率 の分布である。

インターネット

個人向け携帯型情報機器

CD-ROM

光磁気デ㌦スク、DVD

衛星通信利用のサービス

CATV利 用 のサービス

ハ.ソコン通信によるデータヘニス利用
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図表3-15今 後5年 間で成長が期待されるメデ ィアの年間平均伸び率予測

(3)今 後,有 望な 提供 デ ー タ タイ プ

今後 のデ ー タベ ース ・サ ー ビス で有 望 と思わ れ るサ ー ビス 内容 につ いて は,回 答

が22社 と少 数 にす ぎな いが,デ ー タ タイ プ として は延 べ50件 挙 が って い る。 そ

の うち最 も多 か った タイ プ は 「文 字 デー タ」(40.0%)で,以 下 「画像 」(26.0%),

「マル チ メデ ィ ア」(18.0%),「 数値 デ ー タ」(14.0%)の 順 で あ った。

デ ー タタイ プ別 にそれ ぞれ 具体 的 な 内容 を記 述 して も らった と ころ,テ キ ス トデ

ー タ として は 「政 府 の統 計 ・各 種資 料 ・報 告書 」 「企業 情報 」 「商 品 ・新 製 品情 報」

「記 事情 報」 「学術 論 文 ・文献 情 報」 「事 典類 」,画 像 デー タ と して は 「商 品 ・新 製
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品情 報」 「実験 ・研 究 デ ー タ」 「特許 情報 」 「地図」 「教 育セ ミナ ー」,マ ル チ メデ ィ

ア デー タ と して は 「テ レビ番 組 ・映 画情 報」 「製品 カ タ ロ グ ・新 製 品紹 介 」 「研 究報

告 書 」 「語 学 辞書 ・教 科 書 」,数 値 デー タ と して は 「政 府 各種 統 計 デー タ」 「商 品 ・

製 品デ ー タ」 「企 業 ・ビジネ ス統 計デ ー タ」な どが挙 げ られ て いる。

1.2

イ ン ター ネ ット(N=81)

CD-ROM(N=20)

個人向け携帯型情報機器(N=39)

光磁気 ディスク、DVD(N=18)

衛 星 通信利用 のサービス(N=16)
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図表3-16期 待値の高い主要メデ ィア(ベ ス ト5)の 年間伸び率予測分布

(4)今 後の不安 ・懸念事項

今後のデータベース ・サー ビスを展開 していく上で不安 ・懸念 されることについ

ては,前 回調査同様,回 答116社 うち59.5%が 「データベースの著作権(知 的財

産権)が どう保護 されるか心配」 を筆頭 に挙げた。次 いで多かったのが,「HPな

ど,デ ータベースその ものの無料化が進み,有 料データベース利用の伸び に影響が

出ている」(51.7%),「 公的機関が 自ら収集 したデータ ・情報 を無料で提供するな

ど民業圧迫の恐れがある」が42.2%で あった。今回新た に設 けた 「外部か らの不

正 アクセ スや ウイルス による被害な どセキュ リテ ィー上の不安がある」は41.4%

と非常 に高い回答率を示 し,4位 にランクされた。以下 「イ ンターネ ッ トが今後 ど

う発展 していくか見通せない」 と「グローバル化 に伴 い,参 入企業が増 え,こ れま

で以上に競争が激化 して いる」が同率(39.0%)で 続いている。

これ らの不安 ・懸念項 目に共通 している背景は,や は りイ ンターネッ トの普及 に

あるといえる。特 に最近HPの 内容が多分野 にわた り,内 容も豊富かつ充実 してき

てお り,エ ン ドユーザーは先ずHPで,と いう傾向が強 く,イ ンターネ ッ ト上でさ

まざまな情報 を入手できるようになった ことで商用データベース・サー ビス側は苦

戦 を強い られるとの危惧 が強い。また,政 府など公的機関 にお いてインターネ ッ ト

による情報提供 もかな り充実 してきたこともあって,前 回41.9%で あった 「公的
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機関の情報無料提供 による民業圧迫」も相変わ らず高率を維持 している。また,1

位の著作権 問題への関心はオー プンに情報が流通す るイ ンターネ ッ トが突きつけ

ている問題でもあ り,情報の価値 と権利 が揺 らぐ中で今後 どのように事業性 を確保

していくか,ま た不正 アクセス,ウ イルスな どセキ ュリティー対策 もイ ンターネ ッ

トが持つオープンなシステムゆえの悩みであ り,その方向性 に苦慮 して いる様子が

うかがえる。「サー ビス対象企業が 自ら内部でデータベース を構築 して,外 部サー

ビスの利用 を減 らす恐れがある」が21.6%で,前 回の21.9%と ほとんど変わ らな

か った。

その他での記述で 目に付 いたものは 「法的改正な どによるデー タベース構成の変

化」「メンテナンス人材の確保」「プライバ シー保護等情報 に対する規制」など,い ず

れ も重要な問題が挙 げられている。
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3.5デ ータ ベ ース の流 通

デー タベースの流通(デ ィス トリビューション)方 法 は,プ ロデューサーが構築 ・

流通を一貫 して行 う場合 と,流 通を他社に依頼す る場合 とがある。前者の場合が業態

で いう 「プロデューサー兼デ ィス トリビューター」である。

今回,回 答のあったプロデ ューサー79社 の うち,86.1%が 「自社でサー ビス(提

供)し ている」企業で,41.8%は 「他社 にデータベースの提供を依頼 している」企業

であった。この数値か らもわか るとお り,わ が国では多 くのプロデューサーがデ ィス

トリビューター も兼ねている傾向が高い。

他社に依頼 している場合 の平均提供依頼社数は4.0社 と,前 回調査(3.3社)よ り

もやや上がって いる。これを分布で見てみると,前 回調査で1位 の 「1社」に替わって

「5社以上10社 未満」に依頼 して いるとい う回答が最 も多 く27.3%で,こ れが全体

の平均を上げる結果 となった(図 表3-17)。

1社 2社 3社4社

242 242 6.1 91

5～9社10～14社

参
蘂

(提供依 頼社 数平均:4.0)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図表3-17プ ロデ ューサ ーが依 頼 して いるデ ィス トリビュー ター数(N=33)

一57一



3.6デ ータベ ース構 築 上の 問題

フロァユーサー に対 してデータベースを構築す る上での問題点 につ いて回答 して

もらった ところ,図 表3-18に 示す とお り,や は りコス トにかかわる問題意識が高

く,上 位4位 までをコス ト問題 が占めている。「収支が見通せない」「初期投資の回収

が困難」など新た にデータベースを構築 してもそれが収益 につながるまでの採算性を

見極めることが非常 に難 しいことをプロデューサーが強 く認識 して いる ことを裏付

けている。また,「 維持コス ト」 も例年2位 に挙げられてお り,初 期投資 と運用 コス

トによる事業性その ものが大 きな経営課題であることがわかる。しか しなが ら,コ ス

トにかかわる問題の回答率は前回調査よ りも下が り,代わって台頭 してきているのが

「セキュリティー対策への不安」で ,近 年のコンピューター ・ウイルス被害の増加や

不正 アクセスによる侵入事例が頻発 してお り,これ ら情報化環境の安全性に対するベ

ンダーとしての意識の高ま りが うかがえる。

さらに今回特徴的なのはイ ンデ クサー,プ ログラマーの 「人材不足」である。ことに,

「イ ンデクサーな どのデータ作成者の不足」は前回の4 .2%か ら今回14.3%と 一気に

10ポ イン ト以上高 くなってきて いる。 また今回新たに追加 した 「プログ ラマーの不

足」も10.7%と なって いる。コス ト問題 に次 ぎ,「人材」の課題が クローズ アップされ

てきた といえる。一方,「 国の助成不足」 「標準化の検討不足」も前回調査か らそれぞ

れ6.5,2.4ポ イン ト上げてきてお り,問 題意識がコス ト以外の面にも向 けられてい

る。

入力コスト高

維持コスト高

収支が見通せない

初期投資の回収が困難

セキュリティー対 策 へ の 不 安

国の助成が不足

インデクサー不足

良いソフトの不足

標準化の検討不足

プログラマーの不足

その他

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

図表3-18デ ータベース構築上の問題意識(複 数回答)
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3.7公 的 デ ータ の活 用

公 的データとは,行 政機関な どの公的機関が作成,公 表 している統 計情報および文

献資料(白 書,審 議会答 申,法 令集な ど)を 指 して いるが,公 的機関が作成 している

ということで信頼性 も高く,重 要な情報源 となっている。これ ら公的データをソース

デー タとして 「利用 している」プロデューサーは回答 のあった82社 のうち50 .0%で

あった。これ を業態別 にみると,プ ロデューサー兼ディス トリビュー・ターで は29社

の回答のうち,「 利用 している」が58.6%で あるのに対 し,デ ータベースの作成を も

っぱ らとするプロデューサー35社 の回答は逆に 「利用 していない」が54 .3%と なっ

て いる。

利用 している理由については,前 回調査で トップに立った「データに信頼性がある」

が前回よ りさ らに7.1ポ イ ン ト上げて65.0%と 他 を圧倒 している(図 表3-19)。2

位 には 「毎年あ るいは一定期間 ごとに更新 される」 と 「ユーザーニーズが高 い」が

37.5%の 同率で上が り,次 いで 「調査対象の規模な ど,独 自調査ではとても把握でき

ないデータで ある」 も前年比7.1ポ イ ン ト減 とは いえ35.0%と なって いる。

信頼性がある

定期更新される

高いニーズ

独自把握が困難

安い使用料金

その他
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.ぼ139.5%

37.5%
一
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35.0%
一
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図表3-19公 的データを利用する理由(複 数回答)

公的データの利用で注 目され るのがやはりイ ンターネ ットとの関連である。すでに

イ ンターネ ッ トによる公的デー タの無料提供が一般的にな るつつある現在 ,商用デー

タとして どの程度 のニーズが存在するか気になる ところである。前々回調査 において ,

「ユーザーニーズが高い」との理由が20ポ イ ン トと大幅 に減少 した ことか ら
,イ ン

ターネ ッ トによる影響 として注 目されたが,前 回5 .6ポ イン ト増,今 回 も若干増加 し,

上昇 に転 じている。イ ンターネ ット上での公的デー タの提供範 囲がある程度固定化さ

れつつあることもあ り,商 用データベースとのデータのすみ分けが進む とともに,べ
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ンダー にお いてもイ ンターネ ッ トの利用で公 的データを積極的に取 り入れて いると

いえよ うか。

どのよ うな公的データを利用 しているか につ いては,文 字 デー タでは,「 官報」

(30.0%)が 相変わ らず トップで あるが,「 特許情報」が これ に並び,ニ ーズの高さ

を表わ している。「特許情報」は前回調査か ら10ポ イ ン ト以上 も上げ,前 々回の結

果をも上回っているので前回の結果が異常に低かったと推測できる(図 表3-20)。

官報

特許情報

政府 白書関係

政府委員会資料

都市計画データ

政府記者発表資料

判例集など

その他

0%5%10%15%20%25%30%35%

図表3-20現 在 利用 して い る公 的デ ー タ[文 字 デ ー タ](N=40;複 数 回答)

また,数 値データとして は,図 表3-21に 示すように 「産業一般」(32.5%)が 前

回1位 の 「人口 ・雇用 ・労働」 に替わ って最 も高 いがその差 はわずかで,同 じ経済

関係のカテゴ リー内の項 目同士で順序の入れ替わった。前回著 しい伸びを見せた 「企

業関連」(27.5%)は 今回 も高率 を維持 して いる。

産業一般

人 口・雇用 ・労働

企業関連

国民経済・景気・金融

国際収支・貿易

その他

%

0%5%10%15%20%25%30%35%

図表3-21現 在 利 用 して い る公 的デ ー タ[数 値 デ ー タ](N=40;複 数 回答)
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現在は利用 していないが,今 後利用 したいというベ ンダーの回答については,文 字

データでは 「政府 白書関係」 「都市計画データ」が共に35.7%で トップで,次 いで 「官

報」,及 び 「判例集」(28.6%)が 並んでいる。数値データでは,ど の項 目も回答社数

が1～2社 であ り,回 答の分布 に特徴的な傾 向は見いだせない。

公的デー タを 「利用する上での問題点」,また 「利用 しない理由」として同 じ質問をそ

れぞれのグループにぶつけてみた ところ,利 用しているベンダーのグループでは 「公

開 ・提供 され る時期が遅い(デ ータが古い)」が45,9%と 前回の1位 で あった 「利用

したい公的データの提供形態が紙媒体でデ ジタル化 されていない」(3位37.8%)を 抜

いて トップに立ち,2位 にも前回の14.7%か ら大 き く伸びた 「提供窓 口が複雑 」

(40.5%)が 上がってきている。「希望データが少ない」という不満は,前 回の17.6%

か ら今回 もやや増加 し21.6%と なっている(図表3-22)。

一方
,未 利用 グルー プの最大の理由は,55.6%と 半数以上の回答率 を示 した 「希望

デー タが少な い」に集 中し,他 の項 目は2番 目に 「デジタル化 され ていない」(22.2%)

が挙 げられた以外は概 して低かった。利用 グループの最高である 「データが古 い」は

利用 している経験 を踏 まえてのものと察せ られ,ま た,未 利用 グループの 「希望デー

タが少ない」も,利 用を試みるが,「 いいもの」が見つか らないとい う状況 と見 られ,

ともにデータの内容,質 の面を最重要視 している ことがわかる(図 表3-22)。

データが古い

提供窓口が複雑

デジタル化されていない

希望データが少ない

料金が高い

窓口が不明

手続きが面倒

その他

0% 10%20%309640%50%60%

図表3-22公 的 デ ータ利 用 上の 問題点,理 由

(利用 ベ ンダ ー-N=37,未 利用 ベ ンダ ーN=36;複 数 回答)

公的デー タを利用 していない理由の「その他」については,「 自社の営業品 目にそ ぐ

わない」 「公的デー タは冊子(出版物)を利用」などが挙がって いる。
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3.8デ ータ ベー スで提 供 して いるデ ー タの 種 類(テ キ ス ト,画 像,映 像 な ど)

(1)提 供 中のデ ー タ

現 在,オ ンライ ンで提 供 して い るデー タは,図 表3-23に 示す とお り,「 テ キ ス

ト」(91.9%)が 断 然 多 く,次 いで 「数値 」(41.9%),「 画 像(静 止画 ・イ メー ジ:

写 真 な ど)」(38.7%)が 挙 げ られ て い る。前 回調 査 と比べ,最 も増 加 したのが 「ソ

フ トウェ ア」で6.0ポ イ ン ト増,逆 に減 少 した のが 「数値 」 で11.5ポ イ ン ト減 で

あ った 。

オ フ ライ ンで 提 供 して い るデ ー タ も同 様 に,「 テ キ ス ト」(79.4%),「 数 値 」

(48.5%),「 画 像(静 止画 ・イ メー ジ:写 真 な ど)」(44.1%)の 順位 とな って い る。

前 回調査 に比べ 増加 幅 が大 き か った のが 「映像」の7.8ポ イ ン ト増,次 いで 「画像 」

の4.8ポ イ ン ト増 で あ った。 反 対 に 「テ キ ス ト」 は2.7ポ イ ン ト減 で,CD・ROM,

DVDな ど大容 量媒体 の普 及 で,映 像,画 像 の増加,テ キス トの減少 とい う図式 は

しば らくは続 くもの とみ られ る 。

オ ンライ ン とオ フ ライ ンを比較 す る と,提 供 比率 の かい離 が最 も大 きか った のが

「ソフ トウェ ア」で13 .6ポ イ ン トもの差 が生 じて い る。 も とも と一般 の ソ フ トウ

ェア の流通 自体 オ フ ライ ンが 一般 で あ り,最 近 で こそ オ ンライ ン流通 が 増 え始 めて

いる が,今 回の調 査 で はデ ー タベ ー ス系 ソフ トウ ェア につ いて,前 回 と異 な りオ ン

ライ ン比 率 が上 が りオ フ ライ ン比率 が ほ とん ど変 わ らな い とい う結 果 で オ ンライ

ンがや や追 い 上 げて い る感 が あ り,や が て は,オ ンラ イ ンが 主 流 にな る ので はな い

か とみ られ る。

テキスト

数値

画像

ソフトウェア

マルチメディア

音声

映像

0% 20% 40%

趨オ ンライン(N=62)

ロオ フライン(N=68)

60% 80% 100%

図表3-23現 在提供 しているデータの種類(複 数回答)
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(2)提 供 予定 の デー タ

今後,提 供 した いデー タ あ るいは提 供 を増 や した いデ ー タ として は,オ ンライ ン

/オ フライ ン とも,「 テキ ス ト」 「画像(静 止画 ・イ メー ジ:写 真な ど)」 「数 値 」が

大 半 を占め て い る(図 表3-24)。 前回調 査 と比 較す る と,前 回 トップ の 「画像(静

止 画 ・イ メー ジ:写 真 な ど)」 が2位 にな り,「 テ キス ト」 と入 れ替 わ って い るが

そ の差 は小 さ く,今 後 もデ ー タベー スの 分野,利 用 者 層な どの変化 によ って は変 動

す る こ とが 予 想 され よ う。

オ ン ライ ン,オ フ ライ ンで増 加幅 の大 き い もの を拾 って み る と,オ ン ライ ンで は

「テ キス ト」が 前 回 よ り8 .5ポ イ ン ト,「 マ ルチ メデ ィア」が 同 じ く4.2ポ イ ン ト増

加 し,「 ソ フ トウェ ア」が1.3ポ イ ン トの微 増 に止 ま り,オ フライ ンで は 「テ キ ス ト」

の み13.6ポ イ ン トの増 加 を示 した。逆 に減少 幅が 大 き いデ ータ のタイ プは,オ ン

ライ ンで は 「画 像(静 止画 ・イ メー ジ:写 真 な ど)」(14.5ポ イ ン ト減),オ フ ライ

ンで は 「数 値 」(10.3ポ イ ン ト減)で,オ ンライ ン/オ フ ライ ンのいず れ も 「テ キ

ス ト」を除 いた デ ー タのサ ー ビス に提供 意 向の 陰 りが見 え るが,今 回 の結果 のみ で

断定 的 な予 測 をす るの は難 しい。

テキスト

画像

数値

マルチメディア

ソフトウェア

映像

音声

6%

0%10%20%30%40%50%60%70%

図表3-24今 後提供 したい(提供を増大 したい)デ ータの種類(複 数回答)

(3)マ ル チ メデ ィ アの位 置づ け

マ ルチ メ デ ィ ア ・サ ー ビス の位置 づ けに つ いて は,図 表3-25に 示 す とお り,

回答13社 の うち 「中心 的 なサ ー ビスで あ る」 と回答 した のは,23.1%で,前 回 調

査 の14.3%か ら急 激 に上が って いる。 また前 々回 の54.5%と 比べ る と,よ うや く

半 数 に戻 した感 じだが,回 答 ベ ンダー が 少な いの で確 定 的 には いえ な い。これ に対

し 「部 分 的 なサ ー ビス 」 と回答 したベ ンダ ー は前回 調査 の42.9%か ら38.5%へ と
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減少 している。前々回調査においては,「 部分的なサー ビス」が18.2%で あり,今

回調査 とほぼ回答ベ ンダーの構成比率が似通って いる ことを考えると,前 々回調査

においてのマルチメディア・サー ビスに対する位置づけにかな り期待する面 もあっ

た ものの2年 を経 てやや現実 的な見方が されは じめ,落 ち着いてきている観 があ

る。とはいえ,マ ルチ メディア ・サービスの提供 自体がれい明期にあり,ベ ンダー

にとって試行錯誤 の段階 にある ことか ら当面はサー ビス 自体 に対する位置づ け も

年 ごとに大き く振れ るものとみ られる。

中心的なサービス

部分的なサービス

一部のサービス

実験的に提供

0% 10% 20% 30% 40% 50%

囲前 回調 査(N=14)

ロ今 回調 査(N=13)

図表3-25マ ルチメデ ィア ・サー ビスの位置づけ(複 数回答)

一方 ,現 在マルチ メデ ィア ・データを提供 していないベ ンダーが今後をどのよう

に考えているかについては,前 回調査と同様,「 当面考え られない」の50.7%が ト

ップで半数が否定的見解を示 している(図表3-26)。 また,「1年 以内に開発 ・提

供 を予定 している」 と回答 したベ ンダーが前回調査では0で あった ものが,今 回

調査では1社 回答が あった。 「3年以内 ぐらいには,開 発 ・提供が考え られ る」も

25.3%と 前回とほとん ど変わっていない。

当面考えられない

3年 以内

分からない

1年 以内

0% 10%20%30%40%50%6096

図表3-26マ ルチメデ ィアの今後の提供時期(N=75)
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総 じて,マ ルチメディア ・サー ビスの提供 に関して は,事 業の位置づけ,提 供意

向のいずれも前年 と大き く変わ らないことか ら,費用対効果 に照 らし合わせたユー

ザーニーズの有無や 開発コス トな どの事業採算性 の観点か ら,ベ ンダー においてい

まだ厳 しい見方が続 いているとみてよい。
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3.9CD-ROMに よ るデ ー タベ ース提 供

(D提 供の有無

図表3-27に 示す とお り,現 在,CD-ROM化 されたデータベースを提供 してい

るベ ンダーは54.7%で,前 回調査でわずかに減少 した ものの経年変化では,年 々

増加 していると見てよく,1997年 よ りベ ンダーの半数以上の提供率を維持 してい

る。

業態別でみてみると,プ ロデューサー兼デ ィス トリビューターは回答29社 の う

ち58.6%が,ま た,プ ロデューサー企業 は回答35社 のうち45.7%がCD-ROM化

されたデータベースを提供 している。

膨大な情報量をコンパ ク トな形 で提供で きるCD-ROMは マルチメディアに適

した記憶媒体である。ただ,前 項設問におけるマルチ メデ ィア ・サー ビスに対する

ベ ンダー の意識 として若干冷 めた捉 え方 が広が って いる こともあ り,必 ず しも

CD-ROMに とって追い風 となっているわ けではないが,図 表3-14に もあるとお

り,依 然高い評価 を受けて いる。

1990年(N=102)

1991年(N=101)

1992年(N=99)

1993年(N=91)

1994年(N=104)

1995年(N=93)

1996年(Nニ79)

1997年(N=74)

1998年(N=82)

1999年(N=95)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■提供している ロ提供していない

図表3-27CD-ROM化 され たデ ー タベ ース の提供 有 無
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(2)CD-ROMデ ー タベ ース の分 野

CD-ROM化 され たデ ー タベー ス の提 供 ベ ンダー数 を 図表3-28の 大 分類 でみ

る と,「 ビジ ネス 」で31社,次 いで 「自然 科学 ・技術 」の30社,「 一 般 」の19社,

「人文 ・社 会 科 学」3社,「 その他 」の3社 とな ってい る。前 回 調査 と比較 す る と,

「ビジネ ス」が6社 増,「 自然科 学 ・技 術 」の12社 増,「 一 般」が0,「 人文 ・社会

科 学 」 「そ の他 」 が共 に3社 減 とい う結 果 で あった。

詳 細 分 類 でみ て みる と,「 医 ・薬学/バ イ オ/化 学」 が トップで12社(前 年 よ り

6社 増),次 いで 「企業 ・財 務情 報」 が8社(同2社 増),「 新 聞/雑 誌/ニ ュー ス」

が7社(同1社 減),「 地 図 ・マ ッ ピング/電 話番 号/住 所 コー ド」 「統 計 ・人 口」の

共 に6社(同2社 増,同1社 増)と な って い る。

今 後 の提 供予 定 をみ る と,大 分類 で は 「ビジネス」 「一般 」 「自然科 学 ・技術 」 「人

文 ・社 会 科学 」 の順 で あ り,詳 細 分 類で は 「新 聞/雑 誌/ニ ュー ス」 「商 品 ・製 品

情報 」「地 図 ・マ ッ ピング/電 話番 号/住 所 コー ド」「エ ネル ギー/資 源/環 境 」「材

料 ・素 材 」 の順 に多 く挙 げ られ て い る。

提 供 して いる タイ トル 数 の延 べ数 は321タ イ トルで,前 回調 査 か ら21タ イ トル

増 加 して い る(図 表3-29)。CD-ROMを 提供 す るベ ンダ ー の割合 は微 増 に止 ま

った が,提 供 タ イ トル 数 は前 回調査 に比べ て7.0%伸 びて い る。大 分 類 で み る と,

「自然科 学 ・技術 」 「ビジネス 」 「一 般」 「人文 ・社 会科学 」 「そ の他 」の順 とな って

い る。

詳細 分 類 で みて み る と,「 医 ・薬 学/バ イオ/化 学 」 が65タ イ トル と圧倒 的 に

多 く,次 いで 「科 学技術/特 許」の41タ イ トル,「 地 図 ・マ ッ ピング/電 話番 号/

住 所 コー ド」の30タ イ トル,以 下 「経 済/ビ ジネス」 「材料 ・素材 」 の23タ イ ト

ル,「 企 業 ・財 務 情報 」の22タ イ トル と続 いて い る。今後 の提 供 予定 をみ る と,「 エ

ネル ギ ー/資 源/環 境 」 「コ ンピュー ター/ソ フ トウ ェア」「地 図 ・マ ッ ピン グ/電

話 番 号/住 所 コー ド」が多 い。
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現在提供 中

(N=51)
今後の予定

(N=16)

〔一 般 〕 ㌘ .魔 ・㌧ ㌻ 萢 ヨ9ρ. 壽 ・ ㌃5三

オ_デ ィォ ・ビジュアル/ゲ ーム・娯 楽 0 0

サ ービスガイド・案内情報 0 0

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー 5 1

CAI 1 0

書誌/図 書・刊行物情報 4 1

人 物 情報(Who'sWho) 1 0

新聞/雑 誌/ニ ュース 7 3

デスクトップ 1 0

ナ ビゲーション 0 0

健 ジネ河 劣 浮 つ 嚇 ㌘ ㌻騨 ぎ撃 ぺ,、 、 ぞ3F轡 浩 ＼さ'ヤrぷ 漂

　

金融/証 券/為 替/市 況情報 0 0

規 格 0 0

企業・財務情報 8 0

経済/ビ ジネス 3 0

商品・製品情報 3 2

パ ーツカタログ 1 1

地図・マッピング/電 話番号/住 所コード 6 2

統 計 ・人 口 6 1

不動産 1 0

法律・法規,判 例/税 ・税務情報 3 1

ビ自然科挙 技術〕癬 ㍍1-rジ ＼ バ ξ
碑'ぜ ※ 　

医・薬学/バ イオ/化 学 12 0

宇宙/地 球/海 洋/水 産 1 0

エネルギー/資 源/環 境 3 2

気象・気候 1 0

科学技術/特 許 4 0

コンピューター/ソ フトウェア 1 1

建 築 ・建設 2 0

数学/農 業・農学 0 0

材料・素材 6 2

〔大文流 会科学〕:㌻ぽ.Σ 欝 ㌧ 。繊 麗 ㌔ 濠 ～築覧1鴻3・ ㌢ Aρ ぺ1い'、 だ

教育/宗 教 0 0

芸術・文化/文 学・歴史 0 1

言 語・用語 3 0

社会科学/心 理学 0 0

図書館 ・情報科学 0 0

地 図 ・地理 0 0

三〔法 吸 他魏㌫ ぷ 　ぷ.・ ・ぶ プ.ぷ 　

籔 ・'吾 一・:計 い こ 惣 べ ∨・ 二.・一 ∵ 毒.
　

∴86三 ぶ
　
、註8壌

図表3-28CD-ROM化 されたデータベ ースの提供状況(企 業数)
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サ ービスガイド・案 内情 報 0

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー 6
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デ スクトップ 10
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商品・製品情報 12
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地図・マッピング/電 話番号/住 所コード 30

統 計 ・人 口 14

不動産 2
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エネルギー/資 源/環 境 16

気象・気候 4

科学技術/特 許 41

コンピューター/ソ フトウェア 1

建築・建設 2

数学/農 業・農学 0
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図書館 ・情報科学 0

地図・地理
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図表3-29CD-ROM化 されたデータベースのタイ トル数(延 べ件数)
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3.10コ ン ピュータ 西暦2000年 問題(Y2K)へ の対応

今回はプロデューサー,お よびディス トリビューターを対象 として 自社のシステム

やデー タベースについて コンピュータ2000年 問題(Y2K)へ の対応状況を聞い

ている。図表3-30に 示す とお り,最 も好ま しいレベルである①の 「修正済み ,実

施済み,確 認済み」などの比率は,20%後 半か ら40%台 に分布 してお り,「これか ら

修正,実 施,確 認」するとの回答が4～5%台 で,ま た 「必要な し,予 定な し」という

項 目の割合が高い ことか ら,対 策の程度は概ね順調であると見 られる。

項 目別では,「 日付データの修正」の 「修正済み」が40%と 最 も高 く 「必要な し」

の レベルを除けば,「 修正中」を合わせてほぼ全て対策が順調にいっていると思われ

る。他社の事情 に依存す る 「OS,ア プ リケー ションソフ トの確認」について は 「確

認済み,確 認中」が合わせて約2/3に 達 している。他者 との共同で行 うと見 られる 「シ

ステムテス ト,デ ータ伝送テス ト」については,「 必要なし」の割合が高 く,「実施済

み,再 度検証」が ほとんどである ことか ら,や は り大半のベンダー は十分な対応を採

っているといえる。

「危機管理計画の策定」につ いては,「予定な し」が半分近 くを占めて いる ことか

ら,や や不安な一面があるものの策定の意志があるベ ンダーの多 くは,着 実 にこのY

2Kの 機会をとらえて整備を進めて いると見 られ る。

(%)

対 策 項 目
回答
社数

① ② ③ ④ ⑤1⑥

修正済み 修正中
これか ら

修正
修正の必
要なし

必要とす
るデータ
な し

その他

日付データの修正 70 40.0 11.4 0.0 21.4 24.3 2.9

実施済み
再度検証
する

実施中
これから

実施
実施の必
要なし

その他

サービス系システムのテス ト 74 37.8 10.8 6.8 5.4 36.5 2.7

データ伝送テス ト 72 26.4 9.7 6.9 4.2 50.0 2.8

文書で確
認済み

口頭で確
認済み

確認中
これから

確認
確認の必
要なし

その他

OSに つ いてのメーカー との確認 74 36.5 16.2 14.9 5.4 18.9 8.1

ア プ リケー ションソフ トにつ いて

のメー カー との確認 74 33.8 18.9 14.9 5.4 16.2 正0.8

策定済み 策定中
これから

策定
策定の予

定なし
その他

危機管理計画の策定 73 31.5 15.1 4.1 47.9 1.4

図表3-30コ ンピュータ西暦2000年 問題の対策状況
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4.イ ン タ ー ネ ッ トと デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス

本章では,近 年爆発的な普及 を見せているイ ンターネッ トによる,デ ー タベースの

利用 とデー タベース ・サー ビス提供の状況(ユ ーザー編,お よびベンダー編)に つい

て調査 した結果 を述べる。

4.1ユ ーザ ー にお け る利用 の現 状

(1)利 用 と接続 方 法

イ ンター ネ ッ トを利用 につ いて,回 答591社 中,「 現 在利 用 して い る」は568社

で96.1%,「 現 在利 用 して い ないが,今 後 利用 した い」は2.7%,「 今 後 も利用 す る

必 要 はな い,ま た は不明 」 は1.2%と い う結果 で あ った 。 「現 在 利用 」 企 業 の割合

は,前 々回調 査85.0%,前 回調査91.1%と 大 き く伸 長 して お り,イ ンタ ー ネ ッ ト

利 用 が 「あた りまえ」 の段 階 に入 った と見 るべ きで あ ろ う。

業種 別 の利 用 率 で は,「 そ の他 製造 業」(87.7%),「 商業 」(86.5%),が80%台

で やや 低 い程 度 で 両業種 と も前 回 よ り6ポ イ ン ト以 上増 加 して お り,早 晩 他業 種

と同程 度 まで 伸 び る こ とは確実 で ある。

イ ンター ネ ッ トへ の接続 方 法 を図 表4-1で 見 る と,イ ンタ ーネ ッ トを現 在 利

用 して いる企 業539社 の うち,「 商 用ネ ッ トワー ク(プ ロバ イ ダー)か ら利 用 」 が ト

ップで88.3%と 圧 倒 的 に多 く,前 回調査 よ り1L8ポ イ ン トも増 加 し,次 いで 「非

商用 全 国 ネ ッ トワー ク(SINET,WIDEな ど)か ら利用 」が 前 回2位 の 「パ ソコ ン

通 信 か ら利用 」を抜 いて10.8%と な って い る。 「パ ソコ ン通 信 か ら利 用 」は 前回 の

26.2%の 約3分 の1に 急 落 して い る。

今回調査 前回調査

現在利用

している

(N=539)

今 後 利用

したい

(N=10)

全 体

(N=549)

現 在 利用

している

(N=557)

今 後 利用

したい

(N=34)

全 体

(N=591)

商 用 ネットワークから利用

(プ ロバイダー接続)

■

88.3% 90.0% 88.3% 76.5% 58.8% 75.5%

パ ソコン通信から利 用

(@nifty、BIGLOBEな ど)
9.6% 20.0% 9.8% 26.2% 61.8% 28.3%

非 商用 全国ネットワー クから利用

(SINET、WIDEな ど)

.

10.8% 10.0% 10.7% 12.7% 5.9% 12.4%

非 商用 地域 ネットワークから利用

(TRAIN、ORIONSな ど)

.

1.9% 10.0% 2.0% 39% 0.0% 3.7%

図表4-1イ ンターネ ッ トへの接続(複 数回答)
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業 種別 で は,「 商用 ネ ッ トワー クか ら利 用」 で,第2次 産 業(94.6%)と 第3次

産 業(94.1%)の 差 は ほ とん ど無 く,「 パ ソコ ン通 信 か ら利 用 」 で は第2次 産 業

(14.4%)が 第3次 産 業(9.4%)よ り高い 。公 共 サ ー ビス にお いて は,「 非 商用 全

国 ネ ッ トワー クか ら利用 」 が33.9%と 高 い一方,商 用 ネ ッ トワー ク とパ ソコ ン通

信 か らの利用 率 が他 業種 に比 べ低 くな って いる。

(2)利 用の 目的 と内容

イ ンターネ ッ トの利用 目的 について図表4-2に よれば,回 答企業576社 の う

ち,「 電子 メール」(94.3%),「 ホー ムペー ジか らの情報入手」(86.1%)が 群 を抜い

て高 く,以 下 「ホームページ作成による情報発信」 「ファイル転送」 と続き,前 回

調査1位 の 「ホームペー ジか らの情報入手」(前回91.7%)が 「電子メール」 と入れ

替わ り,企 業内の通信 ・連絡な どネ ットワークのインフラ整備を第1の 目的 にイ ン

ターネ ッ トを導入するケースが多 いことを示 して いる(図 表4-3)。 因み に今後

イ ンターネ ッ トを利用 した い企 業が,「 商用のデータベース検索」を目的に利用す

るケースは年々減少 し,今 回調査ではついに0と なった。

目 的
現在利用し

ている企業

(Nニ564)

今後利用 し
たい企 業

(N=12)

全 体

(N=576)

電子メール 94.3% 91.7% 94.3%

ホームページからの情報入 手 86.3% 75.0% 86.1%

ホームページ作成による情報発信 70.2% 66.7% 70.1%

ファイル転送 56.0% 33.3% 55.6%

商用のデータベース検 索 22.7% 0.0% 22.2%

NetNewsに よる情 報 交換 サ ー ビス 13.8% 16.7% 13.9%

電 子モールなどWebを 利 用した商 品やサービスの売買 12.9% 16.7% 13.0%

CALS・EDI(電 子 デ ー タ交 換) 8.9% 8.3% 8.9%

証券などの金融取引サービス 3.5% 16.7% 3.8%

その他 2.1% 0.0% 2.1%

図表4-2イ ンターネ ッ トの利用 目的(複 数回答)

「商用 のデー タベー ス検 索 」 で実 際 に利用 す る シス テ ム名 の 回答 の うち,「 日経

テ レコ ン21」(日 経 テ レコ ンを含 む)27社(21.1%),「JOIS」(JOIS-Webを 含 む)

18社(14.1%),「DIALOG」(DIALOG-Webを 含 む)16社(12.5%),「G-Search」

8社(6.3%),「PATOLIS」8社(6.3%)が 上位 に挙 げ られ て い る。

イ ンターネ ッ トを利 用 したデ ー タベー ス ・サ ー ビス の うち有望 だ と考 え る もの に

っ いて調査 した。この項 目で はベ ンダー側 に もほ ぼ 同様 の内容 で 質 問 して お り,サ

ー ビス を受 け るユ ーザrと 提 供 す るベ ンダー の比 較 を見 た も のが 図表4--4で あ
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る。 今 回 の調 査で は,「 イ ンター ネ ッ ト広 告」「音 楽 のネ ッ ト配 信 サ ー ビス」「ネ ッ ト

オー ク シ ョン」「ホ ー ム ペー ジ制 作 代行 サ ー ビス」,の4項 目を新 た に取 り上 げて

刻 々 と変 化 し,ま た 多様 化す る,イ ンタ ーネ ッ トで のサー ビス メニ ュー に即 応 して

い る。

電子メール

ホームページからの情報入手

ホームページ作成による情報発信

ファイル転送

商用のデータベース検索

NetNewsに よる情 報交換 サービス

電子モールなどWebを 利 用 した商 品やサービスの売 買

CALS・EDI(電 子 データ交換)

証券などの金融取引サービス

その他

0%

3%

20%40%60%80%100%

図表4-3イ ンターネ ッ トの利用 目的の前回調査との比較(複 数回答)

ユーザー側 とベ ンダー側の予想がほぼ一致 しているのは,「Web,telnetな どを

利用 した情報検索サー ビス」で双方 とも50%近 くの支持を得ている。また 「デー

タベースなどのコンテンツ利用料 課金代 行サービス」も支持率 は低 いが双方の思惑

が接 近 している。反対 に双方の思惑が著 しくずれていると見 られ るのが ,「電子 メ

ールを利用 したニュース配信サー ビス」 「FTP
,Webな どによるソフトウェアの提 供

サー ビス」「Web上 での金融取引サー ビス」 「イ ンターネッ ト電話サー ビス」および

「音楽のネ ッ ト配信サー ビス」な どで,いずれ もユーザー側がベンダーよ り強気の見

方 を取っている。双方で トップの 「Webを 利用 した文字 ・数値 ・音声 ・動画 ・静

止画等 の情報サー ビス」はベ ンダー側のほうがやや期待感が大 きいと見 られ る。

今回ユーザ ー調査の新規サー ビス項 目として取 り上 げた 「イ ンター ネ ッ ト広告」

「ネ ッ トオークシ ョン」および 「ホームページ制作代行サー ビス」はそれぞれ30
.6%,

14.4%,8.1%で あ り,企 業が電子商取引関連の利用 を拡大す る意 向を示 して いる。
一方ベンダー調査での今回の新規サー ビス項 目である「携帯電話やPDA向 け精
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報サ ー ビス」 と 「CAWを 利 用 した 情報 サ ー ビス」 はそ れぞ れ12.3%,2.5%で,

「携 帯電 話 やPDA向 け情 報サ ー ビス 」 に期 待 を寄 せ て い る。

Webを 利 用 した文 字 ・数 値 ・音 声 ・動 画 ・静 止 画

筆 の 情 報 サ ー ビス

電 子 メー ル を利 用 したニュース配 信 サ ー ビス

Web,telnetな どを利 用 した情 報 検 索サ ー ビス

FTP,Webな どに よるソフトウェア の提 供 サ ー ビス

電 子 モールなどによる商 品 や サービスの オンラインショッピング

インター ネ ット広 告(*,U)

Web上 で の金 融 取 引 サ ー ビス

インター ネ ット電 話 サ ー ビス

音 楽 のネ ット配 信 サ ー ビス(*)

ネ ットオー クシ ョン(*,U)

NetNewsに よる情 報 サ ー ビス

携 帯 電 話 やPDA向 け情 報 サー ビス(*,V)

デ ー タベ ースな どのコンテンツ利 用 料課 金 代 行 サーヒ'ス

ホーm"ムペ ー ジ制 作代 行 サー ビス(*,U)

ホー ムペ ージ の評 価 サ ービス

CATVを 利 用 した 情 報 サ ー ビス(*,V)

一

30.9%

一

一

8.6%

136.0%
.

79.0%

162.2%

58.3%

46.9%

47.1%

*:今 回 新 規 調 査 項 目

U:ユ ー ザ ー の み 回 答

V:ベ ン ダ ー の み 回 答

210%
35.6%

⌒

130.6%
・

■1.2%

124.5%
一

■1.2%

120.3%
一

〇.0%

120.0%
一

114.4%
'

■1.2%

112.8%
,

-12.3%

⌒

74%■ ■一 「1L3%

-

18.1%
A

O.0%

=コ5.4%
一

■2.5%

1`1`

■ベンダーの意向(N=81)

ロユ ーザー の見方(N;556)

1```

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%

図表4-4 インターネ ッ トを利用 したサー ビスで有望 と思われるものの利用 と提供

の比較(複 数回答)

(3)利 用上の問題点

イ ンターネ ッ トを利用す る上での問題点 について調査 した ところ,前 回調査同様,

「外部か らの侵入など,セ キ ュリティー上の心配がある」が85.7%で トップで,

次いで 「個人情報 ・機密情報な ど,漏 えいの恐れがある」の64.9%が 高 く,セ キ

ュ リテ ィとプライバシー問題が利用 に際 して最も危惧 されていることがわかる(図

表4-5)。 特 に,今 後イ ンターネ ッ ト上で高度なサー ビスの展開が必要 とされる

ものでは,万 全 のセキ ュリテ ィー対策や プライバシー保護 を講ずるな どユーザーの

不安を払 しょくす ることが不可欠 といえる。

今 回は,ま た新たな問題点の項 目として 「欲 しい情報 を容易に見つけ られない」,
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「有害なコンテ ンツ情報の排除が難 しい」「公開 されて いる情報 の信頼性に疑わ し

いものがある」「誹議 ・中傷 ・暴言などに利用される恐れがある」,及 び 「社員 の私

的な利用をチェックするのが難 しい」の5項 目を入れているが,こ の中では,「 社員 の

私的な利用をチェックするのが難 しい」が最も高く35.8%と 全体でも5番 目に入 って

いる。以下,「誹読 ・中傷 ・暴言などに利用され る恐れ」 「公開 されている情報の信

頼性 に疑わ しいものがある」「有害なコンテンツ情報 の排除が難 しい」 「欲 しい情報

を容 易に見つ けられない」の順で並び,い ずれも20%以 上の回答が寄せ られている。

この新規5項 目に共通す るのは情報の内容に関する点で,企 業内のイ ンターネ ッ

トの管理 ・運用担 当者 にとって 日頃煩わされている問題である ことは容易に推察で

きる。

外部からの侵入など,セキュリティー上の心配がある

個人情報・機密情報などの漏えい

回線容量・サーバーの能力で画面の展開が遅い

物品購入などの際,料 金の支払い方法でセキュリ
ティー上不安がある

社員の私的な利用をチェックするのが難しい(*)

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

認証手続きなどが確立されていない

著作権が確立していない

誹誇・中傷・暴言などに利用される恐れがある(*)

公開されている情報の信頼性に疑わしいものがある(*)

有害 なコンテンツ情報の排除が難しい(*)

欲しい情報を容易に見つけられない(*)

変化 が速すぎて今後どうなるか見通せない

特に問題となる点はない

その他

%

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%

図表4-5イ ンターネットの利用に関して気になる点の前 回調査との比較(複 数回答)
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(4)ホ ームペー ジの公開

回答企業'561社 の うち,ホ ームページ(HP)を 公開 している企業は477社 で,

85.0%の 高い公開率であった。図表4-6で は,公 開情報の内容別 にHP公 開企業

の分布 を示 して いるが,こ れを見 る と,「 企業紹介」が トップでHP公 開企業 の

94.5%に も達 している。以下,「製品/サ ー ビス情報」(75.5%),「 採用情報」(55.1%),

「発表資料」(39 .6%),「 人事情報」(9.9%),と 続き 「資材/部 品調達の公募情報」

は2.9%に 過ぎなかった。「企業紹介」が9割 以上とほとん どすべての公開企業で設

けているのは当然 といえるが,「製品/サ ー ビス情報」「採用情報」の回答の多 さも

HPの イ ンターネ ッ ト利用者層 に対す る有効性を認識 している結果であろう。「そ

の他」では企業の 「発表資料」とも関連す るが ,「2000年 問題対応状況」「関連会社 ・

団体への リンク」,地 方行政関係で は,「県政情報」「観光 ・地場産業情報」などが挙

が り,教 育関係では,「入試案 内」「教育 ・研究情報」「図書 ・図書館利用情報」な どが ,

また実際の取 引に利用 している例で 「ネ ッ ト通販」「電子モール/シ ョッピングモー

ル」などが挙げ られた。

00

)

-

%

ヅ/
紗

醐
75.5

/蘂魯

遵♂ κΦや

図表4-6ホ ームページ公開情報の内容

一76一



4.2ベ ンダ ー にお け るサ ー ビス提 供 の状況

(1)サ ー ビス実施状況

図表4-7に 示す とお り,イ ンターネッ トによるサー ビスを 「実施 している」

ベンダーは回答97社 中約6割 の59.8%で あった。前回調査では43.5%で あ り,

16.3ポ イン トの大幅増加で一挙 に半数を超え,ベ ンダーのインターネ ッ トを使っ

ての新たな戦略が本格化 してきた。「計画中」の16.5%を 含めれば,近 い将来,4

分の3の ベンダーがイ ンターネ ットを利用 したサー ビスを展開することとなる。

今後,イ ンターネ ッ トをデータベース提供の手段 とす ることは,情 報化環境のす

う勢か らして も増加 していくことは必然であ り,イ ンターネ ッ トの特性を生か した

サー ビス内容 と提供形態 の優劣が今後の市場競争のかなめ となろう。

前 回調査(N=85)

今 回調査(N=97)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

ロ実施している 囲計画している ロ将来検討したい 日考えていない

図表4-・7イ ンタ ーネ ッ トを介 したデ ー タ ベ ース ・サ ー ビスの 実施状 況

(2)料 金徴収体制

図表4-8は イ ンターネ ッ トを介 した料金徴収体制 として,対 象者,課 金方式,

徴 収 ・決済方式 の3項 目に分け,実 施 あるいは計画 しているものを示 している。料

金徴収の対象者 については,最 も回答が多かった のが 「ユーザーを特定する」で

77.8%に のぼ り,こ れ に対 し 「ユーザーを特定 しない」は23.5%で あった。課金方

式 については,「 広告でまかなう」 「広告料 とそれ以外 の組合わせ」などはいずれ も

低 く,「従量制」と「定額制」が拮抗 しているが両方式 とも半数を占めるには至 らず,

また 「無料」とい う回答 も16.0%あ るなど,ベ ンダーの中には料金設定 を決めかね

ているところ もあるとみ られ る。

料金の徴収 ・決済方式でも「請求書 ・振 り込み」が群を抜 いて高 いが,「具体的な方

式 は未定」としているベ ンダーが17.4%と かな り多いところか ら,サ ービスの種類,

内容,対 象者 の規模や層 によって複数の方式を採 るとも考え られる。 「クレジッ ト

カー ド」 は,2番 目に多 く,SETな どのイ ンター ネ ット上でのク レジ ットカー ド

決済の技術標準が確立 されはじめていることか ら,今後採用が増えるものとみ られ
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る。総 じて,イ ンターネ ッ トによるサービスを開始 はしたものの,徴 収方式は多 く

のベ ンダーが模索 しているというのが実情 といえる。

課
金
方
式

徴
収

・
決

済
方

式

対
象
者

ユーザーを特定する

ユーザーを特 定しない

未 定 ・不 明

従量制

定額制

固定・従量制併用

広告料でまかなう

広告料とそれ以外の組み合わせ

無料

具体的な方式は未定

請求書 ・振り込み

クレジットカード

電子決済

。
ロバ'イダーの決済システムを利用

具体的な方式は未定

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%

図表4-8イ ンターネ ッ トを介 したデ ータベース ・サー ビスの料金徴収体制

(3)実 施上の問題点

前出の通 り,イ ンターネ ッ トを介 したサー ビスの実施企業が6割 近 くになった

現在,イ ンターネ ットな らではのベンダーが抱え る不安や問題点 も多 い。これ らの

不安や問題点 について回答 して もらった ところ,イ ンターネ ッ トによるサー ビスを

実施 して いるベンダー58社 の うち前回の トップであった 「著作権保護の方式(コ

ピー プロテク トな ど)が 確 立されていな い」の43.1%を 抜 き最 も多かった回答 は

「外部か らの侵入など,セ キ ュリテ ィー上の心配が ある」で51 .7%で あった(図 表
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4-9)。 昨今,ウ イルスやハ ッカー騒動 に対 してマスコミ紙上に大きく取 り上げ

られていることな どが回答状況 にも多分 に影響 して いるとみ られる。前々回調査 で

は 「セキ ュリティー上の心配がある」が トップで,こ の 「セキュ リティー」と 「著

作権保護」の2項 は毎年のように トップが入れ替わ っていることか らほぼ同 じ比重

の懸案事項 と見て よい。

外部からの侵入など,セキュリティー上

の心配がある

回線容量・サーバーの能力で画面

の展開が遅い

著作権保護の方式が確立されて
いない

料金の徴収方法(課金)が面倒

同種のデータが無料HPで 公 開され

る恐れがある

認証手続きなどが確立されていない

個人情報 ・機密情報などの漏えい

維持コストの方式が見いだせない

プロパイタLな どに支払う回線料金

が高い

変化が早すぎてサービス立ち上げタイミ

ングが難iしい

今後どうなるか見通せない

従来の提供チャネルとの調整が困難

不安・問題はない

その他

0%10%20%30%40%50%60%70%

図表4-9 インターネ ッ トを介 したデータベース・サー ビスな どの不安 と

問題(複 数回答)

イ ンターネッ トでデータベース ・サービスを 「実施 している」企業 と 「計画 ・検

討中」の企業 との回答 を比較 して,最 もかい離が大きかったのが 「容量の能 力で速

度が遅 い」で,そ の格差は24ポ イン ト以上あり,当 然のことなが ら「実施 してい

る」企業の経験 を踏 まえた回答 として半数近 い支持率がを得ているのが注 目され る。

「変化が速す ぎてサー ビス立 ち上げタイミングが難 しい」は次に格差 が大 きい問題
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であるが,「 計画 ・検討 中」のベ ンダーにお いては,デ ータベース ・サー ビスの内

容,回 線 マルチ メディア化,ハ ー ドウェアの能力など変容 の速度があまりにも早

く,新たなサー ビスへ進 出するには総合的に判断 しづ らい面があるのではないか。

「実施 している」企業で4位 の 「課金が面倒」との回答 もかい離が大 きく,パ ソコン

通信のように会員制ネ ッ トでな く不特定多数のユーザーが存在するインターネ ッ

トにおいては,や はり課金の問題がサー ビス を展開す るうえでク リアすべき重要な

案件の1つ となっている。イ ンターネッ トは細切れのデータベースを切 り売 りす る

ようなサー ビスには向かず,今 後電子マネー ・決済技術 が進展 し,情 報単位 ごとに

課金できるシステムが定着する ことが期待 される。

「同種のデータが無料HPで 公開される恐れがある」は今回の新規項 目であるが,

「実施中」 「計画 ・検討中」のいずれのベ ンダー とも5位 に挙 げてお り,「実施 中」

のベンダーの回答率が 「計画 ・検 討中」のそれ をわずかに上回って いるの も特徴的

である。
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附属資料の部

(D「 デ ー タ ベ ース ・サ ー ビス 実態 調 査(ユ ー ザ ー編)」 調 査 票

(2)「 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス 実態 調 査(ベ ンダ ー 編)」 調 査 票'
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1

P



ユ ー ザ ー 編 [[]三==],

2000年 版 デ ータベ ー ス 白書資 料

デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス 実 態 調 査

(1999年10月)

貴 社 名
(ま た は 団 体 名)

所 在 地 〒

ご 回 答 者 役 職 名 ご 芳 名

ご回答者連絡先電話番号

内線

資本金(非 営利法人においては,基 金 出資金等)8
兆 千億 百僚 十徳 億 千万 百万

最近1年の年商〔銀行・
非常禾1」欝 欝 驕1魏 轟 麟 綴 〕15

十兆1兆

i
:

轍 百僚 十徳 億 千万 百万

従業員数〔籍 鍵 ξi;撒警 ぽ 官庁の場合'灘 庁部署の〕23
十万 万 千 百 十

円

円

人

本調査は㈱データベース振興センターが、働 日本情報処理開発協会 に委託 して実施 しているものです。
・本調査におきま しては

、完全に機密を厳守 し、個別データは絶対に公表いた しません。
・ご回答を賜 りま した方へは

、後 日、本調査の分析結果(大 要)を ご送付申 し上げます(2000年5月 頃)。
・本調査に関す るお問い合 わせ先

働 日本情報処理開発協会 調査部 電 話03-3432-9382FAX.03-3432-9389

(デ ー タベース ・サー ビス実態調査 担当 音田)

睡
問1.貴 社の業種グループを下記の表から選択 して番号でご回答下さい。

貴社の主力業種29[コ

No,

-

り
'

3

4

ロ
O

業 種 グ ル プ

業

業

業

業

業

造

工

躍

造

造

学

製

鍵

層

製

設

化

金

具

.

也

・
鉄

器

f

　

油

弓

械

の

鋼

建

石

鉄

機

そ

業

業

業

業

業

ス

供

ビ

険

提

版

信

一

報

サ

保

情

出

通

勤

…

事

理

寸タ

融

処

聞

送

他

報

の

商

金

情

新

放

そ

6

7

8

9

10

11

12

13

公 共 サ

そ の

ビ ス

他

含 ま れ る 業 種

建設業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品製造業

電気機器 ・輸送用機器 ・一般機器 ・精密機器製造業

食品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,ガ ラス ・土石製品,印 刷業,

その他製造業

卸業,商 社業,小 売業,飲 食業

金融業,証 券業,保 険業

情報処理サービス ・ソフ トウェア,情 報提供業

新聞業,出 版業

放送業,通 信業

不動産,運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス,シ ンクタンク,広 告,

その他サービス業

学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,

組合 ・諸団体,政 府 ・地方公共団体

農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他

31

口
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(注)以 下の設問は可能な限り全社的な利用の実態についてご回答をお願いするものですが、設問の内容により、貴社全

体の状況を把握することが難 しい場合には、ご回答者が把握 し得る部門のみを対象としてお答え下さっても結構です。

問2.貴 社では商用データベース(MT、CD-ROM

などのわライン・データベースを含む)を使っていま

固坦へお進み下さい。すか
。該当する番号に○をおつけ下さい。

髄 へお進み下さい。

使 っている 1
32

-⇒

一 ⇒

現在は使っていないが、以前使っていた 2

使 ったことがない 3

利用状況と今後の見通

問3.貴 社における商用データベースの利用状況と今後の利用の予定についてご回答下さい。

(D遡 生度の商用データベースの年間利用金額は前年度峡 度)に くらべ、(番 号に○をつけて下さい)
33

増えた やや増えた 前年度並12 や や 減った 減った345

(20%以 上)(20%未 満)(20%未 満)(20%以 上)
ノ

!'1＼1'、

⇒

増
え
た
理
由

月ソコン、端末機が増えて検索が容易にな・た

新しい業務が始まり、検索量が拡大 した

利用できる商用データベースサービス
の契約を増やした

1

た方は下欄の該当ずる 「理由」に○をつけてお答土 下

//(い くつでも)
!

減
っ

た
理
由

'

業務が縮小され利用が減少した

無料のHPを 多く利用するようになった

1よ㈱HP名:〕

利用している商用データベースサービス
契約数を整理 した

その{也〔具体的に:〕

41

42

43

44

o

(2)今 年度(」纏 度)の商用データベース利用の見込みは前年度9.99S生 度)に くらべ、(番 号に○をつけて下さい)

増える やや増える 前年度並12
(20%以 上)(20%未 満)

ノ
//＼

51

やや減る 減る345

(20%未 満)(20%以 上)

、/ン

⇒ 増える(1丁ゐ、あるいは減る(4,5)、 と同舎された方は下欄の該当する〆「理由」に○をつけてお答え令さ
//(い くつでも]/≠/(い くつでも)

増
え
る
理
由

56

月ソコン、端末機を増やし検索が増加する
'

減
る
理
由

61

業務を縮小する予定なので、利用が減る
57

新規業務を開始するので、利用は拡大する
6z

無料のHPを 多 く利用する
58

利用できる商用データベースサービス
の契約を増やす

63

利用 している商用データベースサービ
ス契約数を整理する

その他 〔具醐に:19 その他 〔具醐に:14

o

(3)貴 社において商用データベースをよく利用する部門を上位3っ まで選び、下の該当欄に○を付けてお答え下さい。

(上位3つ まで選択) 利用
部門
企画 調査 研究 特許 システム

開発

蛙 営業 総務 経理・
財務 鞠

71
80

(4)貴 社 における1998年 度 での利用頻度の高か った上位5種 のオンライ ン ・データベースサー ビスにっいて、

そのサー ビスシステム名 とデータベース名(フ ァイル名)を 、次頁の表1、2よ り選 び、番号でお答え下 さ

い。ただ し、 「その他」の ときは具体名をご記入下 さい。

7

)

8

σ(

89

91

93

95

鵬 サー ビスシステム名

1 2 (99の と きは具体名)

1

2

3

4

5

7

9

)

9

9

σ(

101

103

105

順位 データベース名(フ ァイル名)

0 1 (99の ときは具体名)

1

2

3

4

5

ユ　ア

同
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表1サ ー ビス システム名一覧

1
2
3
4
5
6

7
8

9
0
1
2
3
4

5
6

7
8
9

0
1

2
3

1
1
1
1
1

1
1

1
1
1

2
2

2
2

99

BIGLOBE

BRANDY

COSMOS

DIALOG

DOWJONESINTERACTIVE

.ELNET

G-Search

JACICNET

JOIS

LEX/DB

LEXIS/NEXIS

MAIN

NACSIS-IR

NEEDS

NICHIGAI-ASSIST

NIFTYSERVE(11月 か ら@nifty)

ORBIT

PATOL・IS

QUICK

STNInternational

TSR

日経 テ レ コ ン

ロイター・ビジネス・ブリーフィング

(NEC)

(ブ ラ ンデ イ ・イ ンターナシ ョナル)

(帝国 データバ ンク)

(KMKデ ジテ ックス)

(DJ.ロイター・ビジネス・インタラクティブ)

(エ レク トロニ ック ・ライブラリー)

(ジ ー ・サーチ)

(日本 建設情報総合セ ンター)

(科学 技術振興事業団)

(TKC)

(レ クシス ・ネクシス)

(時事 通信社〉

(学術情報セ ンター)

(日本 経済新聞社)

(口外 アソシエーツ)

(ニ フティ)

(Questel・Orbit,Inc.)

(日本特許情報機構)

(QUICK)

(科学技術振興事業団)

(東京商工 リサーチ)

(日本経済新聞社)

(DJ・ロイター・ビジネス・インタラクティブ)

その他

表2デ ータベース(フ ァイル)名 一覧

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

1

1

」

1

1

1

1

1

1

ー

ユ

2

2

2

2

2

2

2

2

2

3

3

3

99

BIOSIS

BOOK

BRANDY

CA

CA-SEARCH

CLAIMS

COMPENDEX

COSMOS2(帝 国 デ ー タ バ ン ク企 業 情 報)

ELMOR

EMBASE

INPADOC
・INSPECF

JICST医 中誌国内医学文献 ファイル

JICST科 学 技術文献 ファイル

MEDLINE
-NTIS

QUICK-IS

REGISTRY・L

TSR(東 京 商工 リサーチ企業情報)

WHO,..

WPI

朝 日新聞記事データベース

明 日の新薬

商標 ファイル

特許 ・実用新案 ファイル

日経POS情 報

日経WHO'S冊0

日経財務データ

日経新聞記事データベース

日経総合経済 ファイル

毎 日新聞記事データベース

読売新聞記事データベース

(DataStar,DIALOG,STN,NIFTYSERVEな ど)

(NICHIGAI-ASSISTな ど)

(BRANDY)

(STN)

(DIALOG,NIFTYSERVE,INFOCUE)

(DIALOG,Orbit,STN)

(DataStar,DIALOG,STN,NIFTYSERVEな ど)

(COSMOS,G-Search,U-net)

(ELNET)

(DataStar,DIALOG,STN,NIFTYiSERVEな ど)

(DIALOG,Orbit,STN)

(DataStar,DIALOG,NIFTYSERVE,STNな ど)

(JOIS,日 経 テ レ コ ン)

(JOIS,日 経 テ レ コ ン)

(DataStar,DIALOG,JOIS,NIFTYSERVEな ど)

(DataStar,DIALOG,STN,NIFTYSERVEな ど)

(QUICK)

(STN)

(G-Search,TSR-VAN,日 経 テ レ コ ンな ど)

(NICHIGAI-ASSIST,G-Search)

(DIALOG,Orbit,STN)

(G-Search〆 アサヒ・コム・パーフェ外,日 経 テ レ コ ンな ど)

(G-Searchな ど)

(PATOLIS,日 経 テ レ コ ン)

(PATOLIS,日 経 テ レ コ ン)

(NEEDS,日 経 テ レ コ ン)

(NEEDS-MT,日 経 テ レ コ ン)

(NEEDS-BULK,NEEDS-DataGEAR,日 経 テ レ コ ンな ど)

(G--Search,日 経 テ レ コ ン)

(NEEDS-DataGEAR,NEEDS-MT,NEEDS-TS,日 経 テ レ コ ン な ど)

(G-Search,日 経 テ レ コ ンな ど)

(G-Search,日 経 テ レ コ ンな ど)

その他 108

[…]
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(5)貴 社 または貴部門におけるデータベース ・サー ビスの契約 システム数 にっいて ご回答下 さい。

(注,個 人契約分のパ ソコン通信などは除 く) …[=コ 契約
1口

問4.商 用 データベースの利用形態の割合 について、1998年 度 実績 と1999年 度予定 を利用金額ベースでご記入下さい。

1998年 度 実績 1999年 度 予定

国産DB 海外DB 国産DB 海外DB

商用オ ンライ ン ・データベ ース ・サー ビス(
イ ンターネ ッ トによる ものを除 く)

112

%

`

% %
12跳

イ ンターネッ トによるデータベース利用
124

% % %
13シ

商用オ フライ ン ・サービス:CD-ROM
136

% % %
1%

商用オフライ ン ・サ ービス:そ の他
工48

% % %
15輪

合 計
1 0

%
0

1

1 0
%
0 1 0

%
0

1

1 0
%
0

商用データベースのデータの種類と利用分野

問5.現 在は、商用データベースでどのようなデータを利用していますか。また今後利用したい、あるいは利用を増や

したいデータはどれですか、該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

163

167

171

175

179

問6.商 用データベースについて、今後利用したいコンテンツがあれば、データのタイプ毎にその具体例を、カッコ内
にご記入下さい

(例:官 公庁/企 業などの発表資料、政府の各種統計資料など)。

現 在 利 用 して い る
今 後 利 用 し た い

利 用 を増 や した い

オ ンライ ン オフライ ン

(CD-ROMな ど)

オ ンライン オ フライ ン

(CD-ROMな ど)

文字データ(テ キス ト)160

数値データ164

画像(動 画含む)168

マルチメディァ ロ2

その他176

ー

ー

ー

ー

ー

例体具のツンテン
コ

ー

ー

ー

ー

ー

)ト

プ労づデ

スキけ↓デ字文

↓デ値数

⇔省画働像画

〃デ弼ルマ

他のぞ ぱ
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問7.よ く利用する商用データベースの対象分野について、該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

国 産/海 外

対 象 分 野
国 産 デ ー タベ ース 海外製デ ータベース

一

般

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内)}86

新聞/雑 誌/ニ ュース188

人物/機 関情報lgo

行政/法 律/政 治192

生活関連情報194

その他196

自
然
科
学
・

技
術

特許198

医学/薬 学/生 命学/生 物200

化学202

電気/電 子/情 報204

エネルギー/資 源206

その他208

社会科学 ・人文科学210

ビ

ジ

ネ

ス

企業財務/企 業情報212

マクロ経済(国民所得統計/通 関統計等)214

市場/商 品2)6

金融/証 券/為替218

その他220

そ の 他 〔 〕222

問8,公 的 データ(*)を 扱 うデータベースの利用についておたずね します。該当する欄の番号に○印 をおつ け

下 さい(公 的データの種類 ごとに択一 回答)。

(*)こ こでの公的データとは、行政機関などの公的機関が作成、公表している統計情報および文献資料

(白書、審議会答申、法令集など)を意味します。

利 用 の 有 無

公的データの種類

利用
している

現在利用 して
いないが、今後

利用 したい

利用していない/利
用する予定
な し

A.文 字 データ

(テ キス ト)

1.政 府白書関係224 1 2 3

2.政 府委員会資料225 1 2 3

3.政 府記者発表資料226 1 2 3

4.官 報227 1 2 3

5.判 例集な ど228 1 2 3

6.都 市計画データ(地 図情報含む)229 1 2 3

7.特 許情報230 1 2 3

8.そ の 他 〔 〕231 1 2 3

B.数 値 データ 1.人 口 ・雇 用 ・労 働232 1 2 3

2.国 民 経済 ・景気 ・金融233 1 2 3

3.国 際 収支 ・貿易234 1 2 3

4.産 業一般235 1 2 3

5.企 業関連236 1 2 3

6.そ の 他 〔 〕237 1 2 3

一85一
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デ ー タベ ー スの利 用 者

問9.社 内で は主 にどのように

データベースを利用 してい

ますか。該当する欄 に○印

をおつけ下さい(い くつでも)。

267

268

269

270

271

272

273

情報を必要とする人が自分で検索する

同じ部門内の担当者に依頼する

データベース検索担当部門に依頼する

専門的な検索は社内のサーチャーに依頼し、簡単な検索は自分で行う

以上の組み合わせで、どれが主とはいえない

外部の代行検索業者に依頼する

その他 〔 〕

利用上の問題点1

問10.商 用データベースの利用料金について全体的に、どのように感じていますか(何れかひとつ)。

〔1.高 い ・.妥 当 ・.安 い 〕1'・`D

問11.情 報利用料金(通信料金を除く)に対する感想について該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

(国産、海外データベースごとに択一回答)

(例)

国 産/海 外

対 象 分 野

国産データベース 海外製データベース

高い 妥当 安い 高い 妥当 安い

市 場/商 品 1 ② 3 1

一

2モ ③

一

般

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内)281 1 2 3 1 2 3

新聞/雑 誌/ニ ュース283 1 2 3 1 2 3

人物/機 関情報285 1 2 3 1 2 3

行政/法 律/政 治287 1 2 3 1 2 3

生活関連情報289 1 2 3 1 2 3

その他291 1 2 3 1 2 3

自
然科

学
・

技
術

特許293 1 2 3 1 2 3

医学/薬 学/生 命学/生 物295 1 2 3 1 2 3

化学297 1 2 3 1 2 3

電気/電 子/情 報299 1 2 3 1 2 3

エネルギー/資 源3い 1 2 3 1 2 3

その他303 1 2 3 1 2 3

社会科学 ・人文科学305 1 2 3 1 2 3

ビ

ジ

ネ

ス

企業財務/企 業情報307 1 2 3 1 2 3

マクロ経済(国民所得統計/通 関統計等lo9 1 2 3 1 2 3

市場/商 品311 1 2 3 1 2 3

金融/証 券/為 替313 1 2 3 1 2 3

その他315 1 2 3 1 2 3

そ の 他 〔 〕317 1 2 3 1 2 3

8

8

8

2

2

2

8

0

2

4

8

9

9

9

2

2

2

2

6

8

0

2

9

9

0

0

2

ウ
"

3

3

4

6

8

0

0

0

0

1

3

3

3

3

2

4

6

8

回
023
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問12.情 報利用料金の課金体系等に対する感想について該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

国 産/海 外
国産 デ ー タベ ー ス 海外製デー タベース

情報内容に比べ割安である321

料金は妥当である323

定額制であり割高である325

固定料金+従 量制であるが、固定料金が高い327

従量制であるが割高である329

必要なデータ ・資料が得 られなくても料金がかかる331

その他 〔具体的に:〕333

334

問13.通 信料金等に対する感想にっいて該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

特に不満はない
導騨 §金)が高、、

専用回線などネット
ワーク使用料が高い

その他:具 体的に

〔 〕

341 344

問14.デ ータベースに収録されている情報の内容に対する感想について、該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)

国 産/海 外
国産 デ ー タベ ース 海外製データベース

特に不満はない351

情報が不正確なことがある353

情報の更新頻度が少ない355

元情報の発表からデータベースの更新まで時間が357

かかりすぎる

情報の遡及期間が短い359

情報の件数が少ない361

出力項目のパターンが不満363

フルテキス ト(全文)で収録されていない365

求めている情報の存在が不明確367

ヒット件数が少ない369

利用 したい情報がない371

その他 〔具体的に:)373

374

ヨさむ

同
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問15.商 用 データベース ・サー ビスのコマン ドあるいは機能 ・操作性 に関す る問題点にっいておたずね します。該

当する欄に○印 をおつけ下さい(い くつでも)。

⇒ 現在利用 していない方は間過へお進み下 さい。

381

383

385

387

389

391

393

395

397

399

382

コマ ンドが不統一 なので使いに くい キーワー ドが不足 している

384

統一 シソーラスが欲 しい 自然語(フリーターム)を検索言語 として使いたい

386

接続手順が煩 しい 検索速度が遅 い(検 索している時間がかか肘ぎる)

388

通信速度が遅い(検 索結果の送信時などに時
間がかかる)

ダウンロー ドができない

390

Gateway(*1)機 能 が 欲 しい 特定キーワー ドのファイル別、 もしくはデータベース別
の出現頻度が参照で きる機能(*2)が 欲 しい

392一次情報の入手が困難 あらかじめ出力内容の見当がつけられる機能
が欲しい

394

全文検索の機能がない Webで の 検索 システムがない

395

HTML形 式での出力ができない 検索結果のメール配信ができない
398

ドメインアクセスの機能がない 図面や商標の表示ができない
400

複数ファイルの横断検索ができない その他 〔 〕

(*1)こ こでは、例えば、データベース ・システム同士がネットワークで接続され、一方のシステム
と契約すれば、他のシステムのデータベースも利用できるような機能を指します。

(*2)DIALOGのDIALINDEXの よ うなクロスファイルインデックスを指します。

今後の利用予定

問16.今 後 の商用データベースの利用にっいてお答え下 さい(何 れかひ とつ)。

1.継 続 して利用す る2.利 用 を復活す る

3.近 々(1年 以 内)利 用する予定であ る

4.将 来(2,3年 以 内)利 用す る可能性が高い

5.利 用す る予定は全 くない

τ一⇒,と お答えの方は幽 へお進み下さ、、.

4口 口

問1了.商用データベースの利用方法について今後どのような方向に進めたいとお考えですか。該当する欄に○印を

おつけ下さい(い くつでも)。
421

422

423

424

425

426

427

428

利用できるデータベースを増やす

社内システム(社 内LANな ど)に 接続して、社員だれも
が使えるようにする

梨璽欝 化を図る(デ ータをダウンロードして加工処理

インターネットの無料コンテンツや、より低料金のサービ
スを探 して経費削減を図る

インターネット対応のサービスに順次切り換えていく

使用方法を工夫 して、経費節減を図る

現状程度

その他(具 体的に:)
く　ヨ

同
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問18譜 劉 簾 品 濃 綜 ようなものカ＼分野と対象とするデータの収録地域について該当する

(例)

534

問19.今 後 どのようなデータベース ・サー ビスができれば良 いとお考えですか。 ご自由にご記入下 さい。

収 録 地 域

対 象 分 野
日 本

アメリカ

合衆国

EU

諸 国
その他

市 場/商 品 ○ ○

一

般

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内)459

新聞/雑 誌/ニ ュース463

人物/機 関情報467

行政/法 律/政 治471

生活関連情報475

その他479

自
然
科
学
・

技術

特許483

医学/薬 学/生 命学/生 物487

化学491

電気/電 子/情 報495

エネルギー/資 源499

その他503

社会科学 ・人文科学507

ビ

ジ

ネ

ス

企業財務/企 業情報5n
515

マクロ経済(国民所得統計/通 関統計等)

市場/商品5日

金融/証券/為 替523

その他527

そ の 他()531

イ ンハ ウ ス ・デ ー タベ ー スと社 内情報 システム

問20.貴 社 ではインハ ウス ・データベース(企 業内データベース)を お持ちですか。番号でお答え下 さい。

〔1.あ る 2.な い 〕-L

⇒,と お答えの方はf}s26Aお 進 み下 さ、、.

535口

らヨ　

[]
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問21.貴 社でお持ちのインハウス・データベースはどのような内容でしょうか。該当する業務内容の欄に○印と構築

年度をご記入下さい(い くつでも)。また、各々のデータベースを主に使用している部門と西暦2000年 問題対策の

状況についても番号でご記入下さい(利用部門は多い順に3つ までの選択)。

537

544

55!

558

565

572

579

586

593

600

607

614

621

628

635

642

↓ ↓

業 務 内 容 構築年度
(西暦下2桁)

利用部門 2000年
問 題

顧 客 管 理 1 9 1 対策済み 0 企 画 部 門

販売(営業)管理 1 9 2 実施中 1 調 査 部 門

物 流 管 理 1 9 3 計画中 2 研 究 部 門

在 庫 管 理 1 9 4 計画なし 3 特 許 部 門

生産 ・資材管理 1 9 5 必要な し 4 システム開発部門

マーケティング情 報 1 9 6 その他 5 生 産 部 門

新W雑 誌記事(索引) 1 9

543

550

557

564

571

578

585

592

599

606

613

620

627

634

641

648

6 営 業 部 門

製 品 情 報 1 9 7 総 務 部 門

人 事 管 理 1 9 8 経理財務部門

経理 ・財務管理 1 9 9 その他の部門

特 許 情 報 1 9

技 術 情 報 1 9

図書 ・資料情報 1 9

社 内 の 動 き 1 9

・取 引 先 情 報 1 9

1 9その他

〔 〕

問22.イ ンハ ウス ・データベースの構築、格納状況にっいておたずね します。該当する欄 に○印をおつ け下さい

(対象 ツールごとに択一回答)。

対 象 ツ ー ル 導入済み 導入予定あり 導入予定なし

RDBMS651 1 2 3

オ ブ ジェク ト指向DBMS652 1 2 3

デ ー タウエアハウス653 1 2 3

グル ープウェア654 1 2 3

イ ン トラネ ッ ト655 1 2 3

問23.イ ンハ ウス ・データベースへのアクセス環境につ いておたずね します。以下の通信 システム(機 能)に

っいて該当する欄に○印をおつけ下 さい(ア クセス環境 ごとに択一回答)。

ア ク セ ス 環 境 導入済み 導入予定あり 導入予定なし

社内LAN661 1 2 3

VAN662 1 2 3

イ ン タ ー ネ ッ ト663 1 2 3

エ ク ス トラネ ッ ト664 1 2 3

モバイル/リ モート・コンピューティング665 1 2 3
676口
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問24.貴 社のインハウス・データベース ・システムは社外のネッ トワークに接続されていますか(何れかひとっ)。

〔1.接 続 してい・ ・接 続・ていな・・〕677□

問25.現 在 接続されているネッ トワークでどのような相手先 とデータのや りと りを行 っていますか。該当す る相手

先の欄 に○印をおつ け下 さい(い くつでも)。

678

679

680

681

682

683

資材(部 品/材 料)調 達先

生産委託先

物流委託先

販売代理店 ・小売店

関連会社/子 会社

その他

イ ンターネ ッ トにつ いて

問26.貴 社 で は 「インターネ ッ ト」を利用 していますか(何 れかひとっ)。

〔遮 霊 ㌫ 豆撒ll當:今 後利用したし㍉
L.,、 とお答えの方は問32へお進み下さ、㌔

"`D

問27.貴 社 はイ ンターネ ットのWebで ホ ームペー ジを公開 していますか。公開 している情報 内容よ り該 当す るもの

に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

586

686

786

886

986

096

196

296

企業紹介

製品/サ ービス情報

採用情報

発表資料

人事情報

資材/部 品調達の公募情報

その他 〔 〕

ホームペー ジを公開 して いない

問28.貴 社では 「インターネット」をどの接続事業者を介して利用していますか、あるいは利用する予定ですか。

該当するものに○印をおつけ下さい(い くつでも)。

693

694

695

696

商用ネ ットワーク(プ ロバ イダー)か ら利用

パソコン通信から利用

非商用全国ネ ットワーク(SINET,WIDEな ど)か ら利用

非商用地域ネ ットワーク(TRAIN,ORIONSな ど)か ら利用
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問29.「 イ ンターネッ ト」をどのような目的で利用 していますか、あるいは利用する予定ですか。該当す る項 目の

欄に○印をおつけ下 さい(い くつでも)。

697

699

701

703

705

電子 メール NetNewsに よ る 情 報 サ ー ビ ス

ファイル転送 ホームページか らの情報入手

ホームページ作成による情報発信 CALS・EDI

電子モニルなどWebを 利用 した商品
やサービスの売買

証券などの金融取引サービス

商用のデータベース検索

〔システム名:〕

その他

〔具体的に:〕

698

700

702

704

706

問30.「 イ ンターネッ ト」を利用 した情報サー ビスなどの うち、次のどれが有望だとお考えですか。該当する項 目の

欄に○印をおつけ下 さい(い くつでも)。

707

708

709

710

711

712

713

714

715

716

717

718

719

720

721

電子 メールを利用 したニュース配信 サー ビス

NetNewsに よ る情報サー ビス

インターネ ッ ト電話サー ビス

Webを 利 用 した文字 ・数値 ・音声 ・動画 ・静止画等の情報サ ービス

Web、telnetな どを利用 した情報検索サー ビス

電子モールなどによる商品やサー ビスのオ ンライ ンショッピング

FTP、Webな どによるソフ トウェアの提供サー ビス

Web上 での金融取引サービス

ホームページの評価 サー ビス

データベースなどの コンテ ンツ利用料課金代行サービス

音楽のネット配信サービス

ネ ッ トオークシ ョン

イ ンターネ ッ ト広告

ホームページ制作代行サービス

その他 〔 〕

問31.「 イ ンターネッ ト」を利用する上での問題点 について、該当する項目の欄 に○印をおつけ下さい(い くつで も)。

723

724

725

726

727

728

729

730

731

732

733

734

735

736

737

特に問題となる点はない

外部からの侵入など、セキュリティ上の心配がある

著作権が確立 していないので、不安だ

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

個人情報 ・機密情報など、漏洩の恐れがある

認証手続きなどが確立されていない

物品購入などの際、料金の支払い方法によってはセキュリティ上の心配がある

回線容量 ・サーバーの能力次第で、画面の展開速度が遅すぎる場合がある

誹議 ・中傷 ・暴言などに利用される恐れがある

有害なコンテンツや情報の排除が難 しい

社員の私的な利用をチェックするのが難しい

欲 しい情報を容易に見つけられない

公開されている情報の信頼性に疑わしいものがある

変化が速すぎて今後どうなるか見通せない

その他 〔 〕

⇒問33へ お進み ください。
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問32.「 イ ンターネ ッ ト」を利用 しない、あるいは利用の予定 はないとする理由について、下欄の該当す る項 目の欄に

○印をおつけ下 さい(い くっでも)。

741

742

743

744

745

746

747

748

749

750

外部からの侵入など、セキュリティ上の心配がある

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

システムの運用 ・維持費が高い

個人情報 ・機密情報など、漏洩の恐れがある

認証手続きなどが確立されていない

社員 ・職員の私的な利用の恐れがある

物品購入などの際、料金の支払い方法によってはセキュリティ上の心配がある

当社のイ ンターネ ッ トを利用す る環境(イ ンフラ)が 整備されていない

変化が速すぎて今後どうなるか見通せない

その他 〔 〕

CD-ROM(・ つ いて1

問33.貴 社 で はCD-ROM化 された商用のデータベースを使 っていますか。

〔L使 っている。 2.使 って い な い 。 〕

工,と お答えの方は髄 へお進みください.

761□

問34.CD-ROM化 され たデータベースをどの分野でいくっ ご利用になっていますか。下記 の表3を 参照 してコー ド

でご記入下 さい。ただ し、その他(該 当する分野が ない場合)の ときは具体例 をご記入下さい。

(例)

762

766

770

774

778

分 野 コ ー ド
そ多多㍍ 薮拳

2 4 (99の と きは具 体例)

1 〔 〕

2 〔 〕

3 〔 〕

4 〔 〕

5 〔 〕

合 計782

765

769

773

777

781

783

表3.CD-ROM分 野 コー ド一覧

[一 般] [自然科学 ・技術]

1 オ ーデ ィオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽 20 医 ・薬学/バ イオ/化 学
2 サ ー ビスガイ ド・案内情報 21 宇宙/地球/海 洋/水 産
3 辞(事)典/百 科/デ ィレク トリー 22 エネルギー/資 源/環 境
4 CAI 23 気象 ・気候
5 書誌/図 書 ・刊行物情報 24 科学技術/特許
6 人物 情報(Who'sWho) 25 コン ピューター/ソ フ トウェア

7 新聞/雑 誌/ニ ュース 26 建築 ・建設
8 政治/行 政 27 数学/農 業 ・農学
9 健康/ス ポーツ 28 材料 ・素材

[ビ ジネス] [人文 ・社会科学]

10 金融/証 券/為替/市 況情報 29 教育/宗教

}1規 格企業 ・財務情報 il芸術 ・文化/文 学 ・歴史言語 ・用語
13 経済/ビ ジネス 32 社会科学 ・心理学

}1興鍔罪夢 li図書館 ・情報科学地
理

16
17
地図 ・マッピング/電 話番号/住 所コード
統計 ・人口

18 不動産 99 そ の 他
19 法律 ・法規 ・判例/税 ・税務情報

ア　ぐ

国
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問35.貴 社 でCD-ROMを 利 用 している理 由につ いて該当するものの欄 にOEPを おつ け下 さい(い くつでも)。

785

786

787

788

789

790

一括払いの固定料金である

通信コストが不要である

予算(支出)管理が立てやすい

社内での情報検索の訓練に適当

マイクロ資料,印 刷物 より省スペースである

その他 〔 〕

問36.CD-ROMの 利用に関して特に不便とお考えの点がありましたら該当するものの欄に○印をおつけ下さい

(いくつでも)。

1

2

0
V

9

7

7

3

4

n
ご

n
O

7

7

5

6

9

9

7

7

797

8

9

9

DO

7

7

検索スピー ドが遅い

ハ ー ドウェア(CD-ROMド ライブ)の 価格が高 い

ソフトウェア(CD-ROM化 された情報)に割高感がある

情報の更新頻度に問題がある

検索用ソフトウェアが統一されていない

ハー ドウェアの規格が統一されていない

必要な情報がCD-ROM化 されていない

操作が面倒である

その他 〔 〕

問37.今 後CD-ROMを 利用する予定があ りますか(何 れかひとつ)。

〔1.あ る 2.な い 〕

800口

.ご協 力あ りが とうございました

ぽ　　

口
802

1 1
806
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ベ ンダー編
1

7

2000年 版 デ 一 夕ベ 一一ス 白書資 料

デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス 実 態 調 査

(1999年10月)

貴 社 名
(ま た は 団 体 名)

所 在 地 〒

ご 回 答 者 役 職 名 ご 芳 名

ご回答者連絡先電話番号
内線

資本金(非 営利法人においては,基 金,出 資金等)8
兆 稲 百億 十徳 億 千万 百万

最近1年の年商〔纏 菊欝 鶴糟1驕 量轟 璽 翻15
十兆 ・兆

i
I

鞭 百億 十徳 億 千万莇

従業員数儲 ㌶ §糟 警謄 官庁の場合は関係庁部署の〕23
十万 万 千 百 十

円

円

人

本調査 は翻データベース振興セ ンターが、働 日本情報処理開発協会に委託 して実施 しているものです。
・本調査 にお きま しては、完全に機密を厳守 し、個別データは絶対 に公表いた しません。
・ご回答 を賜 りま した方へは

、後日、本調査の分析結果(大 要)を ご送付申 し上げます(2000年5月 頃)。
・本調査 に関す るお問い合 わせ先

働 日本情報処理開発協会 調査部 電 話03-3432-9382FAX.03-3432-9389

(デ ー タベース ・サービス実態調査 担当 音田)

}
問1.貴 社の業種グループを下記の表から選択して番号でご回答下さい。

貴社の主力ぽ 口

Nα

-

り
'

0
0

4

'0

業 種 グ ル プ

業

業

業

業

業

造

工

躍

道

造

学

製

製

属

製

設

化

金

具

.

他

・
鉄

器

ド

油

弓

械

の

鋼

建

石

鉄

機

そ

業

業

楽

楽

業

ス

供

ビ

険

提

版

信

一

報

サ

保

情

出

通

勤

…

事

理

対

融

処

聞

送

他

報

の

商

金

情

新

放

そ

6

7

8

9

10

11

12

13

公 共 サ

そ の

ビ ス

他

含 ま れ る 業 種

建設業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品製造業

電気機器 ・輸送用機器 ・一般機器 ・精密機器製造業

食品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,ガ ラス ・土石製品,印 刷業,

その他製造業

卸業,商 社業,小 売業,飲 食業

金融業,証 券業,保 険業

情報処理サービス ・ソフトウェア,情 報提供業

新聞業,出 版業

放送業,通 信業

不動産,運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス,シ ンクタンク,広 告,

その他サービス業

学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,

組合 ・諸団体,政 府 ・地方公共団体

農 ・'林・水産業,鉱 業,そ の他

31

口
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サ ー ビス形 態

問2.貴 社の該当するサービス形態に○印をおつけ下さい(いくつでも)。

サービス形態 プ ロデューサー ディス トリビューター ゲー トウェイ 代行検索業 代 理 店

32 36

問3.貴 社におけるデータベース ・サービスの位置づけ

についてどのようにお考えですか。該当する欄に○

印をおつけ下さい(現 在、将来についてそれぞれひ

とつずつ)。

現在 将来

主力ビジネスと考えているU

主力 ビジネスとは考えていない43

そ の 他45

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビスの売上高(1998年 度)

問4.貴 社 の総売上高(年 商)の うち、データベース ・サー ビスの

占める割合 はおおよそ何%で しょうか。

51

[コ%
問5.貴 社 のデータベース ・サー ビスの売上高につ いて国産データ

ベースと海外データベースの構成比についてご回答下さい。 国産データベース54

海 外 データベース57

合 計 1 0 0

%

%

%

問6.ま た、提供方法別のおおよその売上高比率をご回答下さい。

(「提供 していない」場合は0を 、 「提供 しているが割合が分からない」場合は一をご記入下さい。)

国 産 データベース 海 外 データベース

オ ンライ ン(イ ンターネ ットを除 く)引

インターネ ット67

CD-ROM73

MT・MO・DVDな ど79

その他85

合 計 1 0 0 1 0 0

%

%

%

%

%
90
%

問7.1998年 度の貴社におけるデータベース ・サービス売上高の前年比伸び率は

おおよそどの位でしたか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を付 して下さい。 年率101[=]%

問8.

(1) 今後5年 間に貴社 におけるデータベース ・サー ビスの年間売 り上げの

平均伸び率はおおよそどの位になるとお考えですか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付して下さい。

(2)今 後5年 間にデータベース・サービス業界全体の年間売り上げの平均

伸び率はおおよそどの位になるとお考えですか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付 して下さい。

年率104[=]%

年率107[=]%
110

同
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期待するメディアなど
(3つ 以内で選択)

問9.

111

(1)今 後5年 間で最も成長が期待される
115

データベースの提供メデ ィアは次のど

119

れになるとお考えですか。最も期待で
123

きるものを3つ まで選び、該当するサ
127ービス形態の欄に○印をおつけ下さい
。
131

また、それぞれの予想年平均成長率

135

をご記入下さい。

139

143

147

151

155

最 も期待できるサービス形態 成長率(%)

現 行 の オンライン・データベース・サービス

パ ソコン通信によるデ ータベ ース利用

イ ン タ ー ネ ッ ト

FAXサ ー ビス

衛星通信利用のサービス

CATV利 用 のサー ビス

聡 鵯 き鞠 欝 欝PDAなど)

MT(磁 気 テープ)

CD-ROM(CD-1,電 子ブックなどを含む)

光磁気ディスク(MO)、DVD

今後新たに登場するパッケージ型媒体

その他:具 体的に

〔 〕
158

② 今後、商用データベース・サービスで有望と思われるサービス内容(データ)の具体例があれば、提供データ

のタイプ別にご記入下さい(例:政 府の審議会報告書、新製品の紹介ビデオなど)。

データタイプ 具 体 例

文字データ(テ キス ト)

数値データ

画像(動画含む)

マルチメディア

その他

問10.今 後 のデータベース ・サー ビス
161

を進めていく上で、不安 ・懸念 さ
162

れる事は何ですか。該当する欄に
163

0印 を おつけ下 さい(い くつでも)。

164

165

166

167

168

インターネットが今後どう発展 していくか見通せない

データベースの著作権(知的財産権)が どう保護されるか心配

グローバル花に伴い、参入企業が増え、これまで以上に競争
が激化している

懸黎麟隈'癌≠否纏舗響髭囎嘉㌶
HPな ど、データベースそのものの無料化が進み、有料デー
タベース利用の伸びに影響が出ている

公的機関(政 府など)が 、自ら収集 したデータ ・情報を原則
無料でサービスするなど、民業圧迫の恐れがある

4鞄 綜 否認 セスやウイルスによる被害などセキ・リ

その他〔)

　フ　

同
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一一ー一

プロデューサーの方

デ ィス トリビューターの方 …一

その他 の企業の方

問11～問16については、貴社のサービス形態が該当する箇所のみお答え下さい。

:蕊1::;1151517}に お答え臨

質問終了(ご協力ありがとうございました。)

【貴社 が プ ロデ ュー サー で ある場 合 剛1～ 問13に お答 え下 さい

問11.デ ー タ ベ ー ス の デ ィ ス ト リ ビ ュ ー シ
201

一

ヨンの方法について、該当する番号に
202

0印 をおつけ下さい(い くつでも)。

また、ヱに該当する場合はその社数

をお答え下さい。

1 自社 でサービス(提 供)を している

2 他社にデータベースの提供を依頼 している

203

⇒[=]社

データの収集、入力などの構築作業にコス トと時間がかかる

構築後のメンテナンスコス トが負担になる

初期投資が大きく回収困難(ビ ジネスとしてのリスク大)

標準化の検討が不足

データベース管理システムなど効率的ソフトウェアが不足

プログラマなどシステム開発担当者が不足

インデクサなどのデータ作成者が不足

構築に関しての国の助成が少ない

セキュリティ対策への不安

収支が見通せない

その他 〔 〕

問12.デ ータベースを構築する上で、
2059

問題となっている点について該
206

当する欄に○印をおつけ下さい
207

(い くつでも)。
208

209

210

211

212

213

214

215

問13,公 的 データ(幻 にっいてお聞き します。

を意味します。

(1)

〔1.利 用 してい る。 一

⇒2

② 公的データを利用 している理
222

由にっいて、該当する欄に○印
223

をおつけ下 さい(い くっでも)。
224

225

226

227

2.利 用 していない。 〕

(め公的データとは、行政機関などの公的機関が作成、公表している統計情報および文献資料(白書、審議会答申、法令集など)

貴 社では公的データをデータベースのソースデータと して利用 していますか。番号をご記入下さい。

221□

とお答えの方は⑤へお進み下さい。

データに信頼性がある

毎年あるいは一定期間ごとに更新される

ニーズが高い

使用料金が安い

堅 磐 繋 模慾 独自調査ではとても把握できない

その他 〔 〕

230

同
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③ 現在どんな公的データをソースデータとして利用していますか。該当する番号に○印をおつけ下さい(いくつでも)。

利 用 の 有 無

データの種類

利 用 している。

現在利用 して

いないが、今後

利用したい。

利用 していない/

利 用する予定

なし。

A.文 字 データ

(テキス ト)

1.政 府 白書関係231 1 2 3

2.政 府委員会資料232 1 2 3

ぶ 政府記者発表資料233 1 2 3

4.官 報234 1 2 3

5.判 例 集など235 1 2 3

6.都 市 計画データ(地 図情報含む)236 1 2 3

7.特 許情報237 1 2 3

8.そ の 他 〔 〕238 1 2 3

B.数 値 データ 1.人 口 ・雇 用 ・労 働239 1 2 3

2.国 民 経済 ・景気 ・金融240 1 2 3

3.国 際 収支 ・貿易241 1 2 3

4.産 業 一般242 1 2 3

5.企 業 関連243 1 2 3

6.そ の 他 〔 〕244 1 2 3

(4)公 的データを利用していて、どんな問題点を感 じていますか。該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

245

246

247

248

249

250

251

252

⇒ 固Uへ お進み下さい。

⑤ 公的データを利用していない理由について、該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

253

254

255

256

257

258

259

260

ニーズに合 ったデータが少ない

どこが窓口かわからない

提供窓口が省庁別になっており、一本化されていない

公的データ利用の手続きが面倒

料金が高い

利用 したい公的データの提供形態が紙媒体でデジタル化されていない

公開 ・提供される時期が遅い(データが古い)

その他 〔 〕

ニーズに合 ったデータが少ない

どこが窓口かわからない

提供窓口が省庁別になっており、一本化されていない

公的データ利用の手続きが面倒

料金が高い

利用したい公的データの提供形態が紙媒体でデジタル化されていない

公開 ・提供される時期が遅い(データが古い)

その他 〔 〕

　フむ

同
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貴社 が プ ロデ ューサー ある い はデ ィス トリ ビュータ ーで ある場合 、 問14～ 問17に お答 え下 さ い

問14.画 像などデータの種類にっいてお聞きします。

(1)貴 社の商用データベースでは、どのような種類のデータを提供していますか。現在提供 しているデータと

今後提供したい、あるいは拡充 したいデータを選んで該当欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

現 在 提 供 し て い る 今 後 提 供 し た い提 供 を 増
や し た い

オ ンライ ン オ フライ ン

(CD-ROMな ど)

オ ンライン オ フ ラ イ ン

(CD-ROMな ど)

文字デ ータ(テ キス ト)271

数値データ275

画像(静 止画 ・イメージ:写 真など)279

映像(動画)283

立 士287
日 戸

マルチメディア2別

ソ フ トウ ェ ア(検 索 ソフ1,ビューワー な ど)295

274

278

282

286

290

294

298

② 川 でマルチメディア ・データを提供 している場合 、

マルチメディア ・サー ビスは、貴社にとってどのよう

な位置づけにな りますか。該当する欄に○印をおつけ

下 さい(い くつで も)。

299

300

30t

302

303

中心的なサービスである

部分的なサービスである

ごく一部で提供 している

将来のため実験的に提供している

その他 〔 〕

(3)(1)で マルチメディア ・データを提供していない

場合、今後どのようにお考えですか。該当する番

号に○印をおつけ下さい(ひとつだけ)。

304

1

2

3

4

1年以内に開発 ・提供を予定 している

3年 以内ぐらいには、開発 ・提供が考え られる

当面、考えられない

分からない

問15.CD-ROM化 されたデータベースについてお聞 きします。

(1)現 在CD-ROM化 されたデータベースを提供 していますか。

〔1.は い 2.い い え 〕

L.,,と お答えの方幽 へお進み下さい。

311

口

(2)ど のよう・な分野のデータベースをCD-ROMで 提供 していますか。

次頁 の 「CD-ROM分 野 コー ド一覧」を参考に して主なものをコー ド

でご記入下 さい。また、そのタイ トル数をお答え下 さい。その他のとき

のみ具体例 を下欄 にご記入下 さい。

その他(分 野 コー ド99の とき)

321

325

329

333

337

分野 コー ド タイ トル数

1

2

3

4

5

合 計341

324

328

332

336

340

342

(3)貴 社が提供 している代表的なCD-ROMに よ るデータベース名(タ イ トル名)を ご記入 ください(5っ まで)。

1.

2.

3.

4.

5.
ヨらロ

同
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(4)今 後 新たなCD-ROM化 されたデータベースを提供す る予定があ

りました ら、そのデータベースの分野 を下記の 「CD-ROM分 野 コ

ー ドー覧」を参考 にして5つ までコー ドでご記入下さい
。また、その

タイ トル数 をお答え下 さい。その他のときのみ具体例 を下欄にご記入

下 さい。

その他(分 野 コー ド99の とき)

351

355

359

363

367

分野 コー ド タイ トル数

1

2

3

4

5

合 計371

354

358

362

366

370

372

CD-ROM分 野 コー ドー覧

〔一 般〕 〔自然科学 ・技術〕

1 オ ーディオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽 20 医 ・薬学/バ イオ/化 学
2 サ ー ビスガイ ド ・案内情報 21 宇宙/地球/海 洋/水 産
3 辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー 22 エネルギー/資 源/環 境
4 CAI 23 気象 ・気候
5 書誌/図 書 ・刊行物情報 24 科学技術/特 許

! ㌶鱗 腰 当 ;1
コンピュー ター/ソ フ トウェア

建築 ・建設
8 政治 ・行政 27 数学/農 業 ・農学
9 健 康 ・スポーツ 28 材料 ・素材

〔ビジネス〕 〔人文 ・社会科学〕

10 金融/証 券/為替/市 況情報 29 教育/宗教
11 規 格 30 芸術 ・文化/文 学 ・歴史

}1企業 ・財務情報経済/ビ ジネス ll暮露 野 心理学
{1興嚇 管夢 塁

図書館 ・情報科学
地理

16 地図 ・マッピング/電 話番号/住 所コー ド
17 統計 ・人口
18 不動産 99 そ の 他
19 法律 ・法規 判例/税 ・税務情報

問16.イ ンターネッ トについてお聞 きします。

(1)貴 社 ではインターネ ッ トを介 したデータベース ・サービスを実施 していますか。番号 をご記入下 さい。

1.実 施 している

〔 3.将 来 検討 したい 1:翼 蕊 〕381□
L64と お答え砿 ご励 ありがとうござL、ま、た.

② インターネ ッ トを介 したデータベース ・サー ビスなどのうち、次のどれを実施(あ るいは計画)し ていま

すか。該当する内容の欄 に○印をおつけ下 さい(い くつでも)。

382

383

384

385

386

387

388

389

390

391

392

393

394

395

396

電子メールを利用 したニ ュース配信サー ビス

NetNewsに よ る情報サー ビス

インターネ ッ ト電話サービス

Webを 利用 した文字 ・数値 ・音声 ・静止画 ・動画等の情報サー ビス

Web、telnetな どを利用 した情報検索サービス

携帯電話やPDA向 け情報サービス

商品やサービスのオンライン販売

FTP、Webな どによるソフ トウェアの提供サー ビス

Web上 での金融取引サービス

ホームページの評価サー ビス

データベースなどのコンテンツ利用料課金代行サービス

音楽のネット配信サービス

CATVを 利用 した情報サービス

具体的なイメージは固まっていない

その他 〔 〕
るロ　
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③ インターネ ッ トを介 した、データベース ・サー ビスの料金徴収方式などは、次のどれを実施(あ るいは計画)

していますか。該当するものに○印をおつけ下 さい(い くっでも)。

対 象 者
401

ユーザーを特定する(会員制など) ユ ーザーを特定 しない 未定 ・不明

利

用

料

金

課金方式

404

従量制 定額制 固定 ・従量制併
用
広告料で
まかなう

広告料とそれ
以外の組合せ

無料 具体的な方
式は未定

徴収 ・決裁方式

411

請求書 ・振込 クレジッ ト
カー ド

電子決済 プロ▽タLの決
済システムを利用

具体的な方式
は未定

'

403

410

4!5

(4)イ ンターネ ットを介 したデータベース ・サー ビスなどの不安 ・問題の内容につ いて、該当する内容の欄 に○印

をおつけ下さい(い くつでも)。

421

423

425

427

429

431

433

特に不安 ・問題はない サービスの維持コストをまかなう方式が見しだせない

料金の徴収方法(課金)が面倒である 認証手続きなどが確立されていない

著作権保護の方式(コPプロテクトなど)が確立されていない 個人情報 ・機密情報など、漏洩のおそれがある

外部からの侵入など、セキュリティ上の心配
がある

回線容量 ・サーバーの能力次第で、画面の展開速度
が遅すぎる場合がある

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い 従来の提供チャネル(オンラインサービスなど)との調整が難しい

同種のデータがHPで 無料で公開されるおそれがある 変化が速すぎて、サービスの立ち上げタイミングが 難しい

今後どうなるのか、見通せない そ の 他 ・ ・

問17.コ ン ピュータの2000年 問題(Y2K)に つ いて、99年9月 末時点での対応 をお聞 きします。

(1)デ ータベースプロデ ューサーにお聞きします。商用として提供 している日付データの修正 はお済みですか。

番号 をご記入下さい。
べ る ヨ

〔1:竃 ㌧ 雰 夕㌫ ‡:慰する1:霊;桁 対応してお噸 の必要がな江 □

② 外部提供のサービス系のシステム対応について、テス トはお済みですか。番号をご記入下さい。

また、 「4.これから実施する」、場合は、何月ごろですか。その時期をご記入 ください。
ぐベエ

〔1:‡麓 要㌶ 施済㌔ 籠 る 働 ‥ これから実トするLi]〕 ・…・・□

③lP(情 報提供事業者)や デ ィス トリビューターとのデータ伝送について、テス トはお済みですか。番号を

ご記入下さい。また、 「4.これか ら実施する」場合は、何月 ごろですか。その時期をご記入 ください。

〔1:妻麓 要∴ 《竺 鷲 する3'実 施tp`'こ れから実8するL題]L

(4)OS(オ ペ レーテ ィングシステム)に ついて、メーカーとの確認はお済みですか。番号をご記入下 さい。

〔1:鶏 巖 し㌶ ㌶ 翼 ない漂 他1こ れから確認する 〕]一ーー一

⑤ アプ リケーションソフ トについて、メーカーとの確認はお済みですか。番号をご記入下 さい。

(1:纂 耀 し㌶ ㌶ 翼 ない3鷲 他1これか獺 する 〕〕…一一

⑥ 不測の トラブル発生に備えた危機管理計画の策定についてはお済みですか。番号をご記入下さい。また、
「2.策定中」、 「3.こ れから策定する」場合は、何月頃完成 しますか。その時期をご記入ください。

G:㌶ 三 三 ご は これから策定『るL典]〕
481

ご りがと 一ございました

ぷ口

…口

価口
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口
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